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匡巨垂∃

がんは､日本で昭和56 (1981)年より死因の第1位であり､平成22

(2010)年には年間約35万人が亡くなり､生涯のうちに約2人に1人が

がんにかかると推計されているOこうしたことから､依然としてがんは国民の

生命と健康にとって重大な問題である｡

日本のがん対策は､昭和59 (1984)年に策定された ｢対がん10カ年

総合戦略｣､平成6 く1994)年に策定された ｢がん克服新10か年戦略｣､

平成16 (2004)年に策定された ｢第3次対がん10か年給合戦略｣に基

づき取り組んできた｡

さらに､がん対策のより一層の推進を図るため､がん対策基本法 (平成18

年法律第98号｡以下 ｢基本法｣という｡)が平成18(2006)年6月に成

立し､平成19 (2007)年4月に施行され､基本法に基づき､がん対策を

総合的かつ計画的に推進するための ｢がん対策推進基本計画｣(以下 ｢前基本計

画｣という｡)が平成19 (2007)年6月に策定された｡

前基本計画の策定から5年が経過した｡この間､がん診療連携拠点病院 (以

下 ｢拠点病院Jという｡)の整備や緩和ケア提供体制の強化､地域がん登緑の充

実が図られるとともに､がんの年齢調整死亡率は減少傾向で推移するなど､一

定の成果を得られた｡

りかん
しかしながら､人口の高齢化とともに､日本のがんの羅患者の数､死亡者の

数は今後とも増加していくことが見込まれる中､がん医療や支援について地域

格差や施設間格差がみられ､それぞれの状況に応じた適切ながん医療や支援を

受けられないことが懸念されている｡また､これまで重点課題として取り組ま

れてきた緩和ケアについては､精神心理的な痛みに対するケアが十分でないこ

と､放射線療法や化学療法についても更なる充実が必要であること等に加え､

新たに小児がん対策､チーム医療､がん患者等の就労を含めた社会的な問題､

がんの教育などの課題も明らかとなり､がん患者を含めた国民はこうした課題

を改善していくことを強く求めている｡

この基本計画は､このような認識の下､基本法第9条第7項の規定に基づき

前基本計画の見直しを行い､がん対策の推進に関する基本的な計画を明らかに
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するものであり､国が各分野に即した取り組むべき施策を実行できる期間とし

て､平成24 (2012)年度から平成28 (2016)年度までの5年程度

の期間を一つの目安として定める｡

また､この基本計画の策定に当たっては､基本法に基づき､がん対策推進協

議会 (以下 ｢協議会｣という｡)の意見を聴くことになっている｡また､専門

的な知見を要する分野である小児がん､緩和ケア､がん研究については協議会

の下に専門委員会が設置され､報告書が協議会へ提出された｡

今後は､基本計画に基づき､国と地方公共団体､また､がん患者を含めた国

氏.医療従事者､医療保険者､学会､患者団体を含めた関係団体とマスメディ

ア等 (以下 ｢関係者等｣という｡)が一体となってがん対策に取り組み､がん患

者を含めた国民が､様々ながんの病態に応じて､安心かつ納得できるがん医療

や支援を受けられるようにするなど､｢がん患者を含めた国民が､がんを知り､

がんと向き合い､がんに負けることのない社会Jの実現を目指す｡

l第1 基本方針

1 がん患者を含めた国民の視点に立ったがん対策の実施

基本法の基本理念に基づき､国､地方公共団体と関係者等は､がん患者を含

めた国民が､がん対策の中心であるとの認識の下､がん患者を含めた国民の視

点に立ってがん対策を実施していく必要がある｡

2 重点的に取り組むべき課題を定めた絵合的かつ計画的ながん対策の実施

基本計画では､がん対策を実効あるものとしてより一層推進していくため､

重点的に取り組むべき課題を定める｡

また､がんから国民の生命と健康を守るためには､多岐にわたる分野の取組

を総合的かつ計画的に実施していく必要がある｡

3 目標とその達成時期の考え方

基本計画では､これまでの政府のがん対策に関する目標との整合性を図りつ

つ､全体目標とそれを達成するために必要な分野別施策の個別目標を設定する｡
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また､原則として､全体目標と個別目標を達成するために要する期間を設定す

る｡

第2 重点的に取り組むべき課席

1放射線療法､化学療法､手術療法の更なる充実とこれらを専門的に行う医療

従事者の育成

がんに対する主な治療法には､手術療法､放射線療法､化学療法 (この基本

計画では薬物療法等を含むものとする｡)などがあり､単独又はこれらを組み合

わせた集学的治療が行われている0

日本では､胃がんなど､主として手術療法に適したがんが多かったこともあ

り､外科医が化学療法も実施するなど､がん治療の中心を担ってきた｡

しかしながら､現在は､がんの種類によっては､放射線療法が手術療法と同

様の治療効果を発揮できるようになるとともに､新たな抗がん剤が多く登場し､

化学療法の知見が蓄積されてきたことから､様々ながんの病態に応じ､手術療

法､放射線療法､化学療法､さらにこれらを組み合わせた集学的治療がそれぞ

れを専門的に行う医師の連携の下実施されていくことが求められている｡

一方で､今も手術療法ががん医療の中心であることに変わりはないが､外科

医の人員不足が危供され､外科医の育成や業務の軽減が早急に改善すべき課題

となっている｡

このため､これまで手術療法に比べて相対的に遅れていた放射線療法や化学

療法の推進を図ってきたが､今後は､放射線療法､化学療法､手術療法それぞ

れを専門的に行う医療従事者を更に養成するとともに､こうした医療従事者と

協力してがん医療を支えることができるがん医療に関する基礎的な知識や技能

を有した医療従事者を養成していく必要がある｡

また､医療従事者が､安心かつ安全で質の高いがん医療を提供できるよう､

各職種の専門性を活かし､医療従事者間の連携と補完を重視した多職種でのチ

ーム医療を推進する必要がある｡



2 がんと診断された時からの緩和ケアの推進

がん患者とその家族が可能な限り質の高い生活を送れるよう､緩和ケアが､

がんと診断された時から提供されるとともに､診断､治療､在宅医療など様々

な場面で切れ目なく実施される必要がある｡

しかしながら､日本では､欧米先進諸国に比べ､がん性療病の緩和等に用い

られる医療用麻薬の消費量は少なく､がん性疫病の緩和が十分でないと推測さ

れること､がん医療に携わる医師の緩和ケアの重要性に対する認識もまだ十分

でないこと､国民に対しても未だ緩和ケアに対する正しい理解や周知が進んで

いないこと､身体的苦痛のみならず精神心理的苦痛への対応も求められている

こと等から､緩和ケアはまだ十分にがん医療に浸透していないと考えられる｡

このため､がん医療に携わる医療従事者への研修や緩和ケアチームなどの機

能強化等により､がんと診断された時から患者とその家族が､精神心理的苦痛

に対する心のケアを含めた全人的な緩和ケアを受けられるよう､緩和ケアの提

供体制をより充実させ､緩和ケアへのアクセスを改善し､こうした苦痛を緩和

することが必要である｡

また､がん患者が住み慣れた家庭や地域での療養や生活を選択できるよう､

在宅緩和ケアを含めた在宅医療 ･介護を提供していくための体制の充実を図る

必要がある｡

3 がん登録の推進

がん登録はがんの羅患やがん患者の転帰､その他の状況を把握し､分析する

仕組みであり､がんの現状を把握し､がん対策の基礎となるデータを得るとと

もに､がん患者に対して適切ながん医療を提供するために不可欠なものである｡

地域がん登矧ま平成24 (2012)年度中に全ての都道府県で実施される

予定であり､参加している医療機関や届出数も増加しているが､届出の義務が

ないこと､患者の予後を把握することが困難であることなどいくつかの問題が

ある｡

このため､個人情報の保護を徹底しつつ､こうした問題を解決し､患者を含

めた国民ががん登錬情報をより有効に活用できるよう､法的位置付けの検討も
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含めて､がん登録を円滑に推進するための体制整備を図ることが必要である｡

4 働く世代や小児へのがん対策の充実

毎年20歳から64歳までの約22万人ががんに羅患し､約7万人ががんで

死亡している｡また､がんは40代より死因の第1位となり､がんは高齢者の

みならず働く世代にとっても大きな問題である｡

働く世代ががんに罷患し社会から離れることによる影響は､本人のみならず

家族や同僚といった周りの人にも及ぶ｡こうした影響を少なくするため､働く

世代へのがん対策を充実させ､がんをなるべく早期に発見するとともに､がん

患者等が適切な医療や支援により社会とのつながりを維持し､生きる意欲を持

ち続けられるような社会づくりが求められている｡

このため､働く世代のがん検診受診率を向上させるための対策､年齢調整死

亡率が上昇している乳がん ･子宮頚がんといった女性のがんへの対策､がんに

罷患したことに起因する就労を含めた社会的な問題等への対応が必要である｡

また､小児についても､がんは病死原因の第1位であり､大きな問題である｡

医療機関や療育 ･教育環境の整備､相談支援や情報提供の充実などが兼められ

ており､小児がん対策についても充実を図ることが必要である｡

l第3 全体目標l

がん患者を含めた国民が､様々ながんの病態に応じて､安心かつ納得できる

がん医療や支援を受けられるようにすること等を目指して､｢がんによる死亡者

の減少｣と ｢全てのがん患者とその家族の苦痛の軽減と療養生活の質の維持向

上｣に ｢がんになっても安心して暮らせる社会の構築｣を新たに加え､平成1

9 (2007)年度から10年間の全体目標として設定する0

1 がんによる死亡者の減少

平成19 (2007)年度に掲げた10年間の目標である ｢がんの年齢調整

死亡率 (75歳未満)の20%減少｣について､年齢調整死亡率は減少傾向で

あるが､昨今は減少傾向が鈍化している｡今後5年間で､新たに加えた分野別

施策を含めてより一層がん対策を充実させ､がんによる死亡者を減少させるこ
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とを目標とする｡

2 全てのがん患者とその家族の苦痛の軽減と療養生活の質の維持向上

がん患者の多くは､がん性療病や､治療に伴う副作用 ･合併症等の身体的苦

痛だけでなく､がんと診断された時から不安や抑うつ等の精神心理的苦痛を抱

えている｡また､その家族も､がん患者と同様に様々な苦痛を抱えている｡

さらに､がん患者とその家族は､療養生活の中で､こうした苦痛に加えて､

安心 ･納得できるがん医療や支援を受けられないなど､様々な困難に直面して

いる｡

このため､がんと診断された時からの緩和ケアの実施はもとより､がん医療

や支援の更なる充実等により､｢全てのがん患者とその家族の苦痛の軽減と療養

生活の質の維持向上｣を実現することを目標とする｡

3 がんになっても安心して暮らせる社会の構築

がん患者とその家族は､社会とのつながりを失うことに対する不安や仕事と

治療の両立が難しいなど社会的苦痛も抱えているO

このため､これまで基本法に基づき､がんの予防､早期発見､がん医療の均

てん化､研究の推進等を基本的施策として取り組んできたが､がん患者とその

家族の精神心理的 ･社会的苦痛を和らげるため､新たに､がん患者とその家族

を社会全体で支える取組を実施することにより､｢がんになっても安心して暮ら

せる社会の構築｣を実現することを目標とする｡

第4 分野別施策と個別目模

1.がん医療

(1)放射線療法､化学療法､手術療法の更なる充実とチーム医療の推進 '

(現状)

がん医療の進歩は目覚ましく､平成12 (2000)年から平成14 (20

02)年までに診断された全がんの5年相対生存率は57%と3年前に比べて

約3%上昇しており､年齢調整死亡率も1990年代後半から減少傾向にある

が.一方で原発巣による予後の差は大きく､謄臓がん､肝臓がん､肺がんの5
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年相対生存率はそれぞれ6%､27%､29%と依然として低い現状にある｡

このため､特に日本に多いがん (肺 ･胃･肝 ･大腸 ･乳)を中心に､手術療

法､放射線療法､化学療法などを効果的に組み合わせた集学的治療や緩和ケア

の提供とともにがん患者の病態に応じた適切な治療の普及に努め､拠点病院を

中心に院内のクリティカルパス (検査と治療等を含めた診療計画表をいう｡)香

策定し､キャンサーボード(各種がん治療に対して専門的な知識を有する複数

の医師等が患者の治療方針等について総合的に検討するカンファレンスをい

うO)などを整備してきたOまた､放射線療法や化学療法に携わる専門的な知識

と技能を有する医師をはじめとする医療従事者の配置やリニアックなどの放射

線治療機器の整備など､特に放射線療法と化学療法の推進を図ってきた.

しかし､これまで医療体制の量的な整備が進められてきた一方､患者が自分

の病状や検査 ･治療内容､それに伴う副作用 ･合併症などについて適切な説明

を受け､十分に理解した上で自身の判断で治療方針などに対して拒否や合意を

選択するインフォームド･コンセントが十分に行われていない､あるいは､患

者やその家族が治療法を選択する上で第三者である医師に専門的見解を求める

ことができるセカンドオピニオンが十分に活用されていないなど､患者やその

家族の視点に立った医療体制の質的な整備が依然として十分でないと指摘され

ている｡

また､近年､医療の高度化や複雑化とニーズの多様化に伴い､放射線療法や

化学療法め専門医の不足とともに外科医の不足が指摘されているOこうした医

師等-の負担を軽減し診療の質を向上させるため､また､治療による身体的､

精神心理的負担を抱える患者とその家族に対して質の高い医療を提供しきめ細

やかに支援するため､多職種で医療にあたるチーム医療が強く求められるよう

になっている｡

この他､拠点病院を含む医療機関では､放射線治療機器や手術機器の多様化

などに伴う医療技術の施設間格差や実績の格差が生じていることから､地域で

の効率的な医療連携や役割分担などによる地域完結型の医療体制を整備する必

要性も指摘されている｡



(取り組むべき施策)

○チーム医療とがん医療全般に関すること

拠点病院を中心に､医師による十分な説明と患者やその家族の理解の下､イ

ンフォームド･コンセントが行われる体制を整備し､患者の治療法等を選択す

る権利や受療の自由意思を最大限に尊重するがん医療を目指すとともに､治療

中でも､冊子や視覚教材などの分かりやすい教材を活用し､患者が自主的に治

療内容などを確認できる環境を整備する｡

患者とその家族の意向に応じて､専門的な知識を有する第三者の立場にある

医師に意見を求めることができるセカンドオピニオンをいつでも適切に受けら

れ､患者自らが治療法を選択できる体制を整備するとともに､セカンドオピニ

オンの活用を促進するための患者やその家族への普及啓発を推進する0

学会や関連団体などは､がんの治療計画の立案に当たって､患者の希望を踏

まえつつ､標準的治療を提供できるよう､診療ガイドラインの整備を行うとと

もに､その利用実態を把握し､国内外の医学的知見を蓄積し､必要に応じて速

やかに更新できる体制を整備する｡また､患者向けの診療ガイドラインや解説

の充実など､患者にとって分かりやすい情報提供に努め､国はこれを支援する｡

より正確で質の高い画像診断や病理診断とともに治療方針を検討できるよう

放射線診断医や病理診断医等が参加するキャンサーボードを開催するなど､が

んに対する的確な診断と治療を行う診療体制を整備する｡

患者とその家族の抱える様々な負担や苦痛に対応し､安心かつ安全で質の高

いがん医療を提供できるよう､手術療法､放射線療法､化学療法の各種医療チ

ームを設置するなどの体制を整備することにより､各職種の専門性を活かし､

医療従事者間の連携と補完を重視した多職種でのチーム医療を推進する｡

各種がん治療の副作用 ･合併症の予防や軽減など､患者の更なる生活の質の

向上を目指し､医科歯科連携による口腔ケアの推進をはじめ､食事療法などに

よる栄養管理やリハビリテーションの推進など､職種間連携を推進する｡

患者とその家族に最も近い職種として医療現場での生活支援にも関わる看護

領域については､外来や病棟などでのがん看護体制の更なる強化を図る｡

また､患者の安全を守るため､様々な医療安全管理の取組が進められてきた
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ところであるが､診療行為には一定の危険性が伴うことを踏まえ､医療従事者

等が協力して､がん医療の質と安全の確保のための取組を一層推進する｡

腫癌センターなどのがん診療部を設置するなど､各診療科の横のつながりを

重視した診療体制の構築に努める｡

この他､質の高いがん医療を推進する一環として､国や地方公共団体は拠点

病院をはじめとする入院医療機関とともに地域の医療機関の連携と役割分担を

図り､特に高度な技術と設備等を必要とする医療については地域性に配慮した

計画的な集約化を図る｡

○放射線療法の推進

国や地方公共団体は､拠点病院をはじめとする入院医療機関などと､放射線

療法の質を確保し､地域格差を是正し均てん化を図るとともに､人員不足を解

消する取組に加えて､一部の疾患や強度変調放射線治療などの治療技術の地域

での集約化を図る｡

医療安全を担保した上で､情報技術を活用し､地域の医療機関との間で放射

線療法に関する連携と役割分担を図る｡

放射線治療機器の品質管理や質の高い安全な放射線療法を提供するため､放

射線治療の専門医､専門看護師 ･認定看護師､放射線治療専門放射線技師､医

学物理士など専門性の高い人材を適正に配置するとともに､多職種で構成され

た放射線治療チームを設置するなど､患者の副作用 ･合併症やその他の苦痛に

対しても迅速かつ継続的に対応できる診療体制を整備するO

放射線治療機器については､先進的な放射線治療装置､重粒子線や陽子線治

療機器などの研究開発を推進するとともに､その進捗状況を加味し､医療従事

者等が協力して､国内での計画的かつ適正な配置を検討する｡

○化学療法の推進

化学療法の急速な進歩と多様性に対応し､専門性が高く､安全で効果的な化

学療法を提供するため､化学療法の専門医やがん薬物療法認定薬剤師､がん看

護や化学療法等の専門看護師 ･認定看護師など､専門性の高い人材を適正に配

置するとともに､多職種で構成された化学療法チームを設置するなど､患者の

副作用 ･合併症やその他の苦痛に対して迅速かつ継続的に対応できる診療体制
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を通院治療を含めて整備する｡

○手術療法の推進

より質の高い手術療法を提供するため､拠点病院をはじめとする入院医療機

関は､外科医の人員不足を解消し､必要に応じて放射線療法や化学療法の専門

医と連携するなど､各医療機関の状況に合わせた診療体制を整備するとともに､

学会や関係団体などと連携し､手術療法の成績の更なる向上を目指し､手術療

法の標準化に向けた評価法の確立や教育システムの整備を行う｡

国や地方公共団体は､拠点病院をはじめとする入院医療機関などとともに､

高度な先端技術を用いた手術療法や難治性希少がんなどに対して､地域性に配

慮した一定の集約化を図った手術療法の実施休制を検討する｡

手術療法による合併症予防や術後の早期回復のため､麻酔科医や手術部位な

どの感染管理を専門とする医師､口腔棟能 ･衛生管理を専門とする歯科医師な

どとの連携を図り､質の高い周術期管理体制を整備するとともに､術中迅速病

理診断など手術療法の方針を決定する上で重要な病理診断を確実に実施できる

体制を整備する｡

(個別目頼)

患者とその家族が納得して治療を受けられる環境を整備し､3年以内に全て

の拠点病院にチーム医療の体制を整備することを目標とする｡

診療ガイ ドラインの整備など､手術療法､放射線療法､化学療法の更なる質

の向上を図るとともに､地域での各種がん治療に関する医療連携を推進するこ

とにより､安心かつ安全な質の高いがん医療の提供を目標とする｡

(2)がん医療に携わる専門的な医療従事者の育成

(現状)

がんの専門医の育成に関しては､厚生労働省では､平成 19 (2007)年

からeラーニングを整備し､学会認定専門医の育成支援を行っているoまた､

文部科学省では､平成 19 (2007)年度から平成23 (2011)年度ま

でに ｢がんプロフェッショナル養成プラン｣を実施し､大学では､放射線療法

や化学療法､緩和ケア等のがん医療に専門的に携わる医師､薬剤師､看護師､

診療放射線技師､医学物理士等の医療従事者の育成を行っている｡その他､国､

学会､拠点病院を中心とした医療機関､関係団体､独立行政法人国立がん研究

センター (以下 ｢国立がん研究センター｣という｡)などで､医療従事者を対象
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として様々な研修が行われ､がん診療に携わる専門的な薬剤師､看護師等の認

定や育成を行っている｡

しかし一方で､放射線療法､化学療法､績和ケア､口腔ケア等のがん医療に

専門的に携わる医師や歯科医師をはじめ､薬剤師や看護師等の医療従事者の育

成が依然として不十分である他､多様化かつ細分化した学会認定専門医制度に

なっており､専門医の質の担保や各医療機関の専門医の情報が国民に分かりや

すく提供されていないなどの指摘がある｡

(取り組むべき施策)

質の高いがん医療が提供できるよう､より効率的かつ学習効果の高い教材の

開発や学習効果に対する評価､大学間連携による充実した教育プログラムの実

施等により､がん関連学会と大学などが協働して専門医や専門医療従事者の育

成を推進する｡

大学に放射線療法､化学療法､手術療法､緩和ケアなど､がん診療に関する

教育を専門的かつ臓器別にとらわれない教育体制 (例えば ｢臨床腰痛学講座｣

や ｢放射線腫疫学講座｣など)を整備するよう努める｡

がん医療に携わる医療従事者の育成に関わる様々な研修を整理し､より効率

的な研修体制を検討するとともに､国､学会､拠点病院を中心とした医療機関､

関係団体､国立がん研究センター等は､研修の質の維持向上に努め､引き続き､

地域のがん医療を担う医療従事者の育成に取り組む｡また､医療機関でもこう

した教育プログラム-医療従事者が参加しやすい環境を整備するよう努める｡

(個別日額)

5年以内に､拠点病院をはじめとした医療機関の専門医配置の有無等､がん

患者にとって分かりやすく提示できる体制の整備を目標とする｡

また､関連学会などの協働を促し､がん診療に携わる専門医のあり方を整理

するとともに､地域のがん医療を担う専門の医療従事者の育成を推進し､がん

医療の質の向上を目標とする｡

(3) がんと診断された時からの緩和ケアの推進

(現状)

緩和ケアとは､ ｢生命を脅かす疾患による問題に直面している患者とその家

族に対して､痛みやその他の身体的問題､心理社会的問題､スピリチュアルな
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問題を早期に発見し､的確なアセスメントと対処を行うことによって､ 苦しみ

を予防し､和らげることで､QOLを改善するアプローチである｣ (世界保健

機関より)とされている｡したがって､緩和ケアは精神心理的､社会的苦痛を

含めた全人的な対応が必要であり､その対象者は､患者のみならず､その家族

や遺族も含まれている｡

このため､前基本計画の重点課題に｢治療の初期段階からの緩和ケアの実施｣

を掲げ､全ての拠点病院を中心に､緩和ケアチームを整備するとともに､がん

診療に携わる医師に対する緩和ケア研修会の開催の他､緩和ケアの地域連携な

どについても取り組んできた｡

しかし､日本の医療用麻薬消費量は増加傾向にあるが､欧米先進諸国と比較

すると依然として少なく､がん性疲痛に苦しむがん患者の除痛がまだ十分に行

われていないことが推測される他､がんと診断された時から､身体的苦痛だけ

でなく､不安や抑うつなどの精神心理的苦痛､就業や経済負担などの社会的苦

痛など､患者とその家族が抱える様々な苦痛に対して､迅速かつ適切な緩和ケ

アががん診療の中でまだ十分に提供されていない｡

また､拠点病院に設置されている専門的緩和ケアを提供すべき緩和ケアチー

ムの実績や体制等に質の格差が見られる他,専門的な緩和ケアを担う医療従事

者が不足している｡さらに､こうした緩和ケアの質を継続的に評価し還元でき

る体制も不十分である｡

この他､国民の医療用麻薬への誤解や緩和ケアが終末期を対象としたものと

する誤った認識があるなど､依然として国民に対して緩和ケアの理解や周知が

進んでいない｡

(取り組むべき施策)

患者とその家族が抱える様々な苦痛に対する全人的なケアを診断時から提供

し､確実に緩和ケアを受けられるよう､患者とその家族が抱える苦痛を適切に

汲み上げ､がん性療病をはじめとする様々な苦痛のスクリーニングを診断時か

ら行うなど､がん診療に緩和ケアを組み入れた診療体制を整備する｡また､患

者とその家族等の心情に対して十分に配慮した､診断結果や病状の適切な伝え

方についても検討を行う｡

拠点病院を中心に､医師をはじめとする医療従事者の連携を図り､緩和ケア
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チームなどが提供する専門的な緩和ケアへの患者とその家族のアクセスを改善

するとともに､個人 ･集団カウンセリングなど､患者とその家族や遺族などが

いつでも適切に緩和ケアに関する相談や支援を受けられる体制を強化する｡

専門的な緩和ケアの質の向上のため､拠点病院を中心に､精神腫療医をはじ

め､がん看護の専門看護師 ･認定看護師､社会福祉士､臨床心理士等の適正配

置を図り､緩和ケアチ-ムや緩和ケア外来の診療機能の向上を図るo

拠点病院をはじめとする入院医療機関が在宅緩和ケアを提供できる診療所な

どと連携し､患者とその家族の意向に応じた切れ目のない在宅医療の提供体制

を整備するとともに､急変した患者や医療ニーズの高い要介護者の受入れ体制

を整備する｡

がん性療病で苦しむ患者をなくすため､多様化する医療用麻薬をはじめとし

た身体的苦痛緩和のための薬剤の迅速かつ適正な使用と普及を図るoまた､精

神心理的 ･社会的苦痛にも対応できるよう､医師だけでなく､がん診療に携わ

る医療従事者に対する人材育成を進め､基本的な緩和ケア研修を実施する体制

を構築する｡

学会などと連携し､精神心理的苦痛に対するケアを推進するため､精神腫療

医や臨床心理士等の心のケアを専門的に行う医療従事者の育成に取り組む｡

これまで取り組んできた緩和ケア研修会の質の維持向上を図るため､患者の

視点を取り入れつつ､研修内容の更なる充実とともに､必要に応じて研修指導

者の教育技法などの向上を目指した研修を実施する｡

医療従事者に対するがんと診断された時からの緩和ケア教育のみならず､大

学等の教育機関では､実習などを組み込んだ緩和ケアの実践的な教育プログラ

ムを策定する他､医師の卒前教育を担う教育指導者を育成するため､医学部に

緩和医療学講座を設置するよう努める｡

緩和ケアの意義やがんと診断された時からの緩和ケアが必要であることを国

民や医療 ･福祉従事者などの対象者に応じて効果的に普及啓発する｡

(個別目標)

関係機関などと協力し､3年以内にこれまでの緩和ケアの研修体制を見直し､
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5年以内に､がん診療に携わる全ての医療従事者が基本的な緩和ケアを理解し､

知識と技術を習得することを目標とする｡特に拠点病院では､自施設のがん診

療に携わる全ての医師が緩和ケア研修を修了することを目標とする｡

また､3年以内に､拠点病院を中心に､緩和ケアを迅速に提供できる診療体

制を整備するとともに､緩和ケアチームや緩和ケア外来などの専門的な緩和ケ

アの提供体制の整備と質の向上を図ることを目標とする｡

こうした取組により､患者とその家族などががんと診断された時から身体

的 ･精神心理的･社会的苦痛などに対して適切に緩和ケアを受け､こうした苦

痛が緩和されることを目積とする｡

(4) 地域の医療 ･介護サービス提供体制の構築

(現状)

医療提供体制については､がん患者がその居住する地域にかかわらず等しく

科学的根拠に基づく適切ながん医療を受けることができるよう拠点病院の整備

が進められてきた｡ 平成24 (2012)年4月現在､397の拠点病院が整

備され､2次医療圏に対する拠点病院の整備率は68%となっているo

Lかし､近年､拠点病院間に診療実績の格差があることに加え､診療実績や

支援の内容が分かりやすく国民に示されていないとの指摘がある｡また､拠点

病院は､2次医療圏に原則 1つとされているため､既に同じ医療圏に拠点病院

が指定されている場合は､原則指定することができない｡さらに､国指定の拠

点病院に加え､都府県が独自の要件に従ってがん医療を専門とする病院を指定

しているため､患者にとって分かりにくいとの指摘もあり､新たな課題が浮か

び上がっている｡

地域連携については､がん医療の均てん化を目的に､地域の医療連携のツー

ルとして､平成20 (2008)年より地域連携クリティカルパスの整備が開

始された｡

しかし､多くの地域で地域連携クリティカルパスが十分に機能しておらず､

十分な地域連携の促進につながっていないと指摘されている｡

また､在宅医療 ･介護サービスについては､がん患者の間でもそのニーズが

高まっているが､例えば､がん患者の自宅での死亡割合は過去5年間大きな変

化が見られていない0
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こうした状況の中､施設中心の医療から生活の場で必要な医療 ･介護サービ

スを受けられる体制を構築することにより､住み慣れた場で安心して自分らし

い生活を送ることのできる社会の実現が求められている｡

そのため､入院医療機関では､在宅療養を希望する患者に対し､患者とその

家族に十分に説明した上で､円滑に切れ目なく在宅医療 ･介護サービスへ移行

できるよう適切に対応することが必要である｡また､在宅医療や介護を担う医

療福祉従事者の育成に当たっては､在宅療養中のがん患者が非がん患者と比較

して症状が不安定な場合が多いことを踏まえ､がん患者への医療 ･介護サービ

スについて､よりきめ細かな知識と技術を習得させることが必要である｡さら

に.市町村等でも､急速な病状の変化に対応し､早期に医療 .介護サービスが

提供されるよう､各制度の適切な運用が求められている｡

(取り組むべき施策)

拠点病院のあり方 (拠点病院の指定要件､拠点病院と都道府県が指定する拠

点病院の役割､国の拠点病院に対する支援､拠点病院と地域の医療機関との連

携､拠点病院を中心とした地域のがん医療水準の向上､国民に対する医療 ･支

援や診療実績等の情報提供の方法､拠点病院の客観的な評価､地域連携クリテ

ィカルパスの運用等)について､各地域の医療提供体制を踏まえた上で検討す

る｡

拠点病院は､在宅緩和ケアを提供できる医療機関などとも連携して､医療従

事者の在宅医療に対する理解を一層深めるための研修などを実施するとともに､

患者とその家族が希望する療養場所を選択でき､切れ目なく質の高い緩和ケア

を含めた在宅医療 ･介護サービスを受けられる体制を実現するよう努める｡ま

た､国はこうした取組を支援する｡

地域連携や在宅医療 ･介護サービスについては､患者の複雑な病態や多様な

ニーズにも対応できるよう､地域の経験や創意を取り入れ､多様な主体が役割

分担の下に参加する､地域完結型の医療 ･介護サービスを提供できる体制の整

備､各制度の適切な運用とそれに必要な人材育成を進める｡

(個別日額)

がん患者がその居住する地域にかかわらず等しく質の高いがん医療を受けら

れるよう､3年以内に拠点病院のあり方を検討し､5年以内に検討結果を踏ま

えてその機能を更に充実させることを目標とする｡
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また､がん患者が住み慣れた家庭や地域での療養や生活を選択できるよう在

宅医療 ･介護サービス提供体制の構築を目標とする｡

(5) 医薬品 ･医療機器の早期開発 ･承罷等に向けた取組

(現状)

がん医療の進歩は目覚ましいが､治験着手の遅れ､治験の実施や承認審査に

時間がかかる等の理由で､欧米で標準的に使用されている医薬品.医療機器が

日本で使用できない状況であるいわゆる ｢ドラッグ･ラグ｣｢デバイス.ラグ｣
が問題となっている｡

こうした問題に取り組むため､政府では ｢革新的医薬品･医療機器創出のた

めの5か年戦略｣(平成19 (2007)年)､｢新たな治験活性化5力年計画｣

(平成 19(2007)年)､｢医療機器の審査迅速化アクションプログラム｣(辛

成20 (2008)年)に基づき医薬品･医療機器の早期開発 ･承認に向けた

取組が行われ､審査期間の短縮等が図られてきている｡

また､欧米では使用が認められているが､国内では承認されていない医薬品

や適応 (未承認薬･適応外薬)に係る要望の公募を実施し､｢医療上の必要性の

高い未承認薬 ･適応外薬検討会議Jの中で､医療上の必要性を判断し､企業へ

の開発要請や開発企業の募集を行う取組が平成21 (2009)年より進めら

れている｡

具体的には､学会や患者団体等から平成21 (2009)年当時､未来認薬

のみならず､適応外薬についても多くの要望が提出され､そのうち医療上の必

要性の高い未承認薬･適応外薬について､承認に向けた取組が進められている｡

しかしながら､国際水準の質の高い臨床研究を行うための基盤整備が十分で

ないほか､がんの集学的治療開発を推進するための研究者主導臨床試験を実施

する基盤も不十分である｡特に希少がん ･小児がんについては患者の数が少な

く治験が難しいためドラッグ･ラグの更なる拡大が懸念されており､一層の取

組が求められている｡

(取り組むべき施策)

質の高い臨床研究を推進するため､国際水準の臨床研究の実施や研究者主導

治験の中心的役割を担う臨床研究中核病院 (仮称)を整備していくほか､引き

続き研究者やCRC (臨床研究コーディネーター)等の人材育成に努める｡
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独立行政法人医薬品医療機器総合機構 (以下 ｢PMDA｣という｡)は､引き

続き薬事戦略相談事業を継続するなど体制を強化しつつ､PMDAと大学 ･ナ

ショナルセンター等の人材交流を進め､先端的な創薬 ･医療機器等の開発に対

応できる審査員の育成を進めていく｡

未承認薬 ･適応外薬の開発を促進するため､引き続き､｢医療上の必要性の高

い未承認薬 ･適応外薬検討会議｣を定期的に開催し､欧米等で承認等されてい

るが国内で未来認 ･適応外の医薬品等であって医療上必要性が高いと詑められ

るものについて､関係企業に治験実施等の開発を要請する取組を行う｡また､

こうした要請に対して企業が治験に取り組めるよう､企業治験を促進するため

の方策を､既存の取組の継続も含めて検討する｡未承認薬のみならず適応外薬

も含め､米国等の承認の状況を把握するための取組に着手する｡

｢医療上の必要性の高い未承認薬 ･適応外薬検討会議｣の中で､医療上の必

要性が高いと判断されたにもかかわらず､長期間治験が見込まれない抗がん剤

についても.保険外併用療養費制度の先進医療の運用を見直し､先進医療の迅

速かつ適切な実施について取り組んでいく｡

なお､がんを含め､致死的な疾患等で他の治療法がない場合に､未承認薬や

適応外薬を医療現場でより使いやすくするための方策については､現行制度の

基本的な考え方や患者の安全性の確保といった様々な観点や課題を踏まえつつ､

従前からの議論を継続する｡

希少疾病用医薬品･医療機器について､専門的な指導 ･助言体制を有する独

立行政法人医薬基盤研究所を活用するなど､より重点的な開発支援を進めるた

めの具体的な対策を検討する｡

臨床研究や治験を進めるためには患者の参加が不可欠であることから､国や

研究機関等は､国民や患者の目線に立って､臨床研究 ･治験に対する普及啓発

を進め､患者に対して臨床研究･治験に関する適切な情報提供に努める｡

(個別目標)

医薬品.医療機器の早期開発 .承認等に向けて､臨床研究中核病院 (仮称)

の整備､pMDAの充実､未承認薬 ･適応外薬の治験の推進､先進医療の迅速

かつ適切な実施等の取組を一層強化し､患者を含めた国民の視点に立って､有
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効で安全な医薬品･医療機器を迅速に提供するための取組を着実に実施するこ

とを目標とする｡

(6) その他

く希少がん)

(現状)

希少がんについては､様々な希少がんが含まれる小児がんをはじめ､様々な

臓器に発生する肉腫､口腔がん､成人T細胞白血病 (以下 rATL｣という｡)

など､数多くの種類が存在するが､それぞれの患者の数が少なく､専門とする

医師や施設も少ないことから､診療ガイドラインの整備や有効な診断 ･治療法

を開発し実用化することが難しく､現状を示すデータや医療機関に関する情報

も少ない｡

(取り組むべき施策)

患者が安心して適切な医療を受けられるよう､専門家による集学的医療の提

供などによる適切な標準的治療の提供体制､情報の集約 ･発信､相談支援､研

究開発等のあり方について､希少がんが数多く存在する小児がん対策の進捗等

も参考にしながら検討する｡

(個別目棟)

中間評価に向けて､希少がんについて検討する場を設置し､臨床研究体制の

整備とともに個々の希少がんに見合った診療体制のあり方を検討する0

く病理診断)

(現状)

病理診断医については､これまで拠点病院では､病理 ･細胞診断の提供体制

の整備を行ってきたが､依然として病理診断医の不足が深刻な状況にある｡

(取り組むべき施策)

若手病理診断医の育成をはじめ､細胞検査士等の病理関連業務を専門とする

臨床検査技師の適正配置などを行い､さらに病理診断を補助する新たな支援の

あり方や病理診断システムや情報技術の導入､中央病理診断などの連携体制の

構築などについて検討し､より安全で質の高い病理診断や細胞診断の均てん化

に取り組む｡

(個別日額)
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3年以内に､拠点病院などで､病理診断の現状を調査し､がん診療の病理診

断体制のあり方などについて検討する｡

くリハビリテーション)

(現状)

リハビリテーションについては､治療の影響から患者の噴下や呼吸運動など

の日常生活動作に障害が生じることがあり､また､がん患者の病状の進行に伴

い.次第に日常生活動作に次第に障害を来し､著しく生活の質が悪化すること

がしばしば見られることから､がん領域でのリハビリテーションの重要性が指

摘されているO

(取り組むべき施策)

がん患者の生活の質の維持向上を目的として､運動機能の改善や生活機能の

低下予防に資するよう､がん患者に対する質の高いリハビリテーションについ

て積極的に取り組む｡

(個別目棟)

拠点病院などで､がんのリハビリテーションに関わる医療従事者に対して質

の高い研修を実施し､その育成に取り組む｡

2. がんに関する相放支援と情報提供

(現状)

医療技術の進歩や情報端末の多様化に伴い多くの情報があふれる中､患者や

その家族が医療機関や治療の選択に迷う場面も多くなっていることから､これ

まで拠点病院を中心に相談支援センターが設置され､患者とその家族のがんに

対する不安や疑問に対応してきた｡

また､国立がん研究センターでは､様々ながんに関連する情報の収集､分析､

発信､さらに相談員の研修や各種がんに関する小冊子の作成配布等､相談支援

と情報提供の中核的な組織として活動を行ってきた｡さらに､学会､医療機関､

患者団体､企業等を中心として､がん患者サロンや患者と同じような経験を持

つ者による支援 (ピア ･サポー ト)などの相談支援や情報提供に係る取組も広

がりつつある｡

しかしながら､患者とその家族のニーズが多様化している中､相談支援セン

ターの実績や体制に差がみられ､こうした差が相談支援や情報提供の質にも影
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響していることが懸念されている｡また､相談に対応可能な人員が限られる中､

最新の情報を正確に提供し､精神心理的にも患者とその家族を支えることので

きる体制の構築などの課題が指摘されている｡

(取り組むべき施策)

国 ･地方公共団休 ･拠点病院等の各レベルでどのような情報提供と相談支援

をすることが適切か明確にし､学会､医療機関､患者団体､企業等の力も導入

したより効率的･効果的な体制構築を進める｡

拠点病院は､相談支援センターの人員確保､院内 ･院外の広報､相談支援セ

ンター間の情報共有や協力体制の構築､相談者からフィードバックを得るなど

の取組を実施するよう努め､国はこうした取組を支援する｡

拠点病院は､相談支援センターと院内診療科との連携を図り､特に精神心理

的苦痛を持つ患者とその家族に対して専門家による診療を適切な時期に提供す

るよう努める｡

がん患者の不安や悩みを軽減するためには､がんを経験した者もがん患者に

対する相談支援に参加することが必要であることから､国と地方公共団体等は､

ピア ･サポートを推進するための研修を実施するなど､がん患者 ･経験者との

協働を進め､ピア･サポートをさらに充実するよう努める｡

国立がん研究センターは､相談員に対する研修の充実や情報提供 ･相談支援

等を行うとともに､希少がんや全国の医療機関の状況等についてもより分かり

やすく情報提供を行い､全国の中核的機能を担う｡

PMDAは､関係機関と協力し､副作用の情報収集 ･評価と患者への情報提
供を行う｡

(個別目標)

患者とその家族のニーズが多様化している中､地方公共団体､学会､医療機

関､患者団体等との連携の下､患者とその家族の悩みや不安を汲み上げ､がん

の治療や副作用 ･合併症に関する情報も含めて必要とする最新の情報を正しく

提供し､きめ細やかに対応することで､患者とその家族にとってより活用しや

すい相談支援体制を早期に実現することを目標とする｡
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3. がん登録

(現状)

がんの羅患数や羅患率､生存率､治療効果の把握など､がん対策の基礎とな

るデータを得ることにより､エビデンスに基づいたがん対策や質の高いがん医

療を実施するため､また､国民や患者への情報提供を通じてがんに対する理解

を深めるためにもがん登毒針ま必須である｡

地域がん登録は健康増進法 (平成14年法律第103号)第16条に基づき

平成24 (2012)年1月現在､45道府県で実施され､平成24 (201

2)年度中に全都道府県が実施する予定となっている｡また､地域がん登録へ

の積極的な協力と院内がん登録の実施は拠点病院の指定要件であり､拠点病院

で全国の約6割の患者をカバーしていると推定されている｡平成23 (201

1)年5月､国立がん研究センターが拠点病院の院内がん登録情報を初めて公

開した｡

地域がん登録の取組は徐々に拡大し､登録数も平成19 (2007)年35

万件から平成22 (2010)年59万件へと順調に増加しているが､医療機

関に届出の義務はなく､職員も不足している等の理由から院内がん登録の整備

が不十分であること､現在の制度の中で､患者の予後情報を得ることは困難又

はその作業が過剰な負担となっていること､地域がん登鐘は各都道府県の事業

であるため､データの収集､予後調査の方法､人員､個人情報保護の取扱いな

どの点でばらつきがみられることなどが課題としてあげられる｡ さらに､国の

役割についても不明確であり､こうした理由から､地域がん登録データの精度

が不十分であり､データの活用 (国民への還元)が進んでいないとの指摘があ

る｡

(取り組むべき施策)

法的位置付けの検討も含めて､効率的な予後調査体制を構築し､地域がん登

録の精度を向上させる｡また､地域がん登録を促進するための方策を､既存の

取組の継続も含めて検討する｡

国､地方公共団体､医療機関等は､地域がん登録の意義と内容について周知

を図るとともに､将来的には検診に関するデータや学会による臓器がん登録等

と組み合わせることによって更に詳細にがんに関する現状を分析していくこと

を検討する0

21



国立がん研究センターは､拠点病院等への研修､データの解析 ･発信､地域 ･

院内がん登録の標準化への取組等を引き続き実施し､各医療機関は院内がん登

録に必要な人材を確保するよう努める｡

(個別日横)

5年以内に､法的位置付けの検討も含め､効率的な予後調査体制の構築や院

内がん登録を実施する医療機関数の増加を通じて､がん登録の精度を向上させ

ることを目標とする｡

また､患者の個人情報の保護を徹底した上で､全てのがん患者を登録し､予

後調査を行うことにより､正確ながんの罷患数や罷患率､生存率､治療効果等

を把握し､国民､患者､医療従事者､行政担当者､研究者等が活用しやすいが

ん登録を実現することを目標とする｡

4.がんの予防

(現状)

がんの原因は､喫煙 (受動喫煙を含む)､食生活､運動等の生活習慣､ウイル

スや細菌への感染など様々なものがある｡特に､喫煙が肺がんをはじめとする

種々のがんの原因となっていることは､科学的根拠をもって示されている｡

たばこ対策については､｢21世紀における国民健康づくり運動｣や健康増
進法に基づく受動喫煙対策を行ってきたが､平成17 (2005)年に ｢たば

この規制に関する世界保健機関枠組条約｣が発効したことから､日本でも､同

条約の締約国として､たばこ製品への注意文言の表示強化､広告規制の強化､

禁煙治療の保険適用､公共の場は原則として全面禁煙であるべき旨の通知の発

出等対策を行ってきた｡また､平成22 (2010)年10月には､国民の健

康の観点から､たばこの消費を抑制するという考え方の下､1本あたり3.5

円のたばこ税率の引上げを行った｡

こうした取組により､成人の喫煙率は､24. 1% (平成19 (2007)

年)から19.5% (平成22 (2010)年)と減少したところであるが､

男性の喫煙率は､32.2% (平成22 (2010)年)と諸外国と比較する

と依然高い水準である｡

また､成人の喫煙者のうち､禁煙を希望している者は､28.9% (平成1

9 (2007)年)から37.6% (平成22 (2010)年)と増加してい

る｡
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受動喫煙の機会を有する者の割合については､行政機関は16.9% (平成

20 (2008)年)､医療機関は13.3% (平成20 (2008)年)とな

っている｡一方､職場の受動喫煙の状況については､｢全面禁煙｣又は ｢喫煙室

を設けそれ以外を禁煙｣のいずれかの措置を講じている事業所の割合が64%､

職場で受動喫煙を受けている労働者が44% (平成23 (2011)年)とさ

れ､職場の受動喫煙に対する取組が遅れている｡また､家庭で日常的に受動喫

煙の機会を有する者の割合は10.7% (平成22 (2010)年)､飲食店で

受動喫煙の機会を有する者の割合は50. 1% (平成22 (2010)年)と

なっている｡

また､ウイルスや細菌への感染は､男性では喫煙に次いで2番目､女性では

最もがんの原因として寄与が高い因子とされているo例えば､子宮額がんの発

がんと関連するヒトパピローマウイルス (以下 rHPVJという｡)､肝がん

と関連する肝炎ウイルス､ATLと関連するヒトT細胞白血病ウイルス1型(以

下 ｢HTLV-1｣という｡)､胃がんと関連するヘリコバクター ･ピロリな

どがあるOこの対策として､子宮頚がん予防 (HPV)ワクチン接種の推進､

肝炎ウイルス検査体制の整備､HTLV-1の感染予防対策等を実施している｡

がんと関連する生活習慣等については､｢21世紀における国民健康づくり
運動｣等で普及 ･啓発等を行ってきたが､多量に飲酒する人の割合や野菜の摂

取量に変化が見られず､果物類を摂取している人の割合が低下しているなど､

普及啓発が不十分な部分がある｡

(取り組むべき施策)

たばこ対策については､喫煙率の低下と受動喫煙の防止を達成するための施

策等をより一層充実させる｡具体的には､様々な企業 ･団体と連携した喫煙が

与える健康への悪影響に関する意識向上のための普及啓発活動の一層の推進の

他､禁煙希望者に対する禁煙支援を図るとともに､受動喫煙の防止については､

平成22 (2010)年に閣議決定された ｢新成長戦略｣の工程表の中で､｢受

動喫煙のない職場の実現｣が目標として掲げられていることを踏まえ､特に職

場の対策を強化する｡また､家庭における受動喫煙の機会を低下させるに当た

っては､妊産婦の喫煙をなくすことを含め､受動喫煙防止を推進するための普

及啓発活動を進めるO

感染に起因するがんへの対策のうち､HPVについては､子宮窺がん予防 (H

pv)ワクチンの普及啓発､ワクチンの安定供給に努めるとともにワクチン接
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種の方法等のあり方について検討を行う｡また､引き続き子宮環がん検診につ

いても充実を図る｡肝炎ウイルスについては､肝炎ウイルス検査体制の充実や

普及啓発を通じて､肝炎の早期発見 ･早期治療につなげることにより､肝がん

の発症予防に努める｡また､B型肝炎ウイルスワクチンの接種の方法等のあり

方について検討を行う｡HTL∨ -1については､感染予防対策等に引き続き

取り組む｡ヘリコバクタ一 ･ピロリについては､除菌の有用性について内外の

知見をもとに検討する｡

その他の生活習慣等については､｢飲酒量の低減｣､｢定期的な運動の継続｣､

｢適切な体重の維持｣､ ｢野菜 ･果物摂取量の増加｣､ ｢食塩摂取量の減少｣

等の日本人に推奨できるがん予防法について､効果的に普及啓発等を行う｡

(個別目棟)

喫煙率については､平成34 (2022)年度までに､禁煙希望者が禁煙す

ることにより成人喫煙率を12%とすることと､未成年者の喫煙をなくすこと

を目標とする｡さらに､受動喫煙については､行政機関及び医療機関は平成3

4 (2022)年度までに受動喫煙の機会を有する者の割合を0%､織場につ

いては､事業者が ｢全面禁煙｣又は ｢喫煙室を設けそれ以外を禁煙｣のいずれ

かの措置を講じることにより､平成32 (2020)年までに､受動喫煙の無

い職場を実現することを目標とする｡また､家庭､飲食店については､喫煙率

の低下を前提に､受動喫煙の機会を有する者の割合を半減することにより､平

成34 (2022)年度までに家庭は3%､飲食店は15%とすることを目標

とする｡

また､感染に起因するがんへの対策を推進することにより､がんを予防する

ことを目標とする｡

さらに､生活習慣改善については､ ｢ハイリスク飲酒者の減少｣､ ｢運動習

慣者の増加｣､ ｢野菜と果物の摂取量の増加｣､ ｢塩分摂取量の減少｣等を目

標とする｡

5.がんの早期発見

く現状)

がん検診は健康増進法に基づく市町村 (特別区を含む｡以下同じ｡)の事業

として行われている｡

国は､平成23 (2011)年度までにがん検診受診率を50%以上にする

ことを目標に掲げ､がん検診無料クーポンと検診手帳の配布や､企業との連携
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促進､受診率向上のキャンペーン等の取組を行ってきた｡また､がん検診の有

効性や精度管理についても検討会を開催する等､科学的根拠に基づくがん検診

を推進してきた｡さらに､地方公共団体でも､普及啓発活動や現場の工夫によ

り受診率向上のための取組を実施してきた｡

しかしながら､がん検診の受診率は､子宮環がん･乳がん検診で近年上昇し､

年代によっては40%を超えているが､依然として諸外国に比べて低く､20%

から30%程度である｡この理由としてがん検診へのアクセスが悪い､普及啓

発が不十分であること等が指摘され､また､厚生労働省研究班によると対象者

全員に受診勧奨をしている市町村は約半数に留まっている｡

また､科学的根拠に基づくがん検診の実施についても十分でなく､国の指針

以外のがん種の検診を実施している市町村と国の指針以外の検診項目を実施し

ている市町村の数はそれぞれ1000を超えている｡また､精度管理を適切に

実施している市町村数は徐々に増加しているが､依然として少ない｡

さらに､現状､がん検診を受けた者の40%から50%程度が職域で受けて

いるほか､個人でがん検診を受ける者もいる｡しかしながら､職域等のがん検

診の受診率や精度管理については定期的に把握する仕組みがないことも課題と

なっている｡

(取り組むべき施策)

市町村によるがん検診に加えて､職域のがん検診や､個人で受診するがん検

診､さらに､がん種によっては医療や定期健診の中でがん検診の検査項目が実

施されていることについて､その実態のより正確な分析を行う｡

がん検診の項目について､国内外の知見を収集し､科学的根拠のあるがん検

診の方法等について検討を行う｡都道府県は市町村が科学的根拠に基づくがん

検診を実施するよう､引き続き助言を行い､市町村はこれを実施するよう努め

る｡さらに､職域のがん検診についても科学的根拠のあるがん検診の実施を促

すよう普及啓発を行う｡

都道府県は､生活習慣病検診等管理指導協議会の一層の活用を図る等により､

がん検診の実施方法や精度管理の向上に向けた取組を検討する｡

精度管理の一環として､検診実施機関では､受診者へ分かりやすくがん検診
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を説明するなど､受診者の不安を軽減するよう努める｡

受診率向上施策については､これまでの施策の効果を検証した上で､検診受

診の手続きの簡便化､効果的な受診勧奨方法の開発､職域のがん検診との連携

など､より効率的･効果的な施策を検討する｡

がん検診の意義､がんの死亡率を下げるため政策として行う対策型検診と人

間ドックなどの任意型検診との違いや､がん検診で必ずがんを見つけられるわ

けではないことやがんがなくてもがん検診の結果が ｢陽性｣となる場合もある

などがん検診の欠点についても理解を得られるよう普及啓発活動を進めるo

(個別目棟)

5年以内に､全ての市町村が､精度管理 ･事業評価を実施するとともに､科

学的根拠に基づくがん検診を実施することを目標とする｡

がん検診の受診率については､5年以内に50%(胃､肺､大腸は当面40%)

を達成することを目標とする｡目標値については､中間評価を踏まえ必要な見

直しを行う｡また､健康増進法に基づくがん検診では､年齢制限の上限を設け

ず､ある一定年齢以上の者を対象としているが､受診率の算定に当たっては､

海外諸国との比較等も踏まえ､40歳から69歳 (子宮環がんは20歳から6

9歳)までを対象とする｡

がん検診の項目や方法については､国内外の知見を収集して検討し､科学的

根拠のあるがん検診の実施を目標とする｡

6.がん研究

(現状)

日本のがん研究は､平成16 (2004)年度に策定された ｢第3次対がん

10か年給合戦略｣を基軸として､戦略的に推進されるとともに､これまでの

基本計画で掲げられた､難治性がんの克服や患者のQOL向上に資する研究な

ど臨床的に重要性の高い研究や､がん医療の均てん化など政策的に必要性の高

い研究に重点的に取り組んできている｡

また､国内のがん研究に対する公的支援は､厚生労働省､文部科学省､経済

産業省など複数の関係省庁により実施され､内閣府の総合科学技術会議と内閣

官房医療イノベーション推進室によって各省庁によるがん研究事業の企画立案

から実施状況までの評価や予算の重点化が行われ､省庁間の一定の連携が図ら

れるとともに､がん研究の推進体制や実施基盤に多様性をもたらしている｡
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しかし､依然として､多くのがん種でその本態には未だ解明されていない部

分も多く､がんの予防や根治､治療に伴う副作用の軽減等を目指した基礎研究

をさらに推進する必要がある｡また､近年は､国際的に進められているがんワ

クチン開発等の免疫療法をはじめ､日本発のがん治療薬や医療機器の開発の遅

れが指摘され､特に難治性がんや小児がんを含めた希少がんについては､創薬

や機器開発をはじめとして､有効な診断･治療法を早期に開発し､実用化する

ことが求められている｡

また､基礎研究､臨床研究､公衆衛生研究等､全ての研究分野でその特性に

適した研究期間の設定や研究費の適正配分が行われてなく､研究に関わる専門

の人材育成等を含めた継続的な支援体制が十分に整備されていないことが､質

の高い研究の推進の障害となっている｡

さらに､各省庁による領域毎のがん研究の企画 ･設定と省庁間連携､国内の

がん研究の実施状況の全貌の把握と更なる戦略的･一体的な推進が求められて

いる｡

この他､全てのがん研究に関して､その明確な召榛や方向性が患者や国民に

対して適切に伝えられてなく､その進捗状況を的確に把握し評価するため体制

も不十分である｡

(取り組むべき施策)

ドラッグ･ラグとデバイス ･ラグの解消の加速に向け､より質の高い臨床試

験の実施を目指し､がんの臨床試験を統合･調整する体制や枠組みを整備するO

また､日本発の革新的な医薬品･医療機帯を創出するため､がん免疫療法の

がんワクチンや抗体薬の有用性を踏まえた創薬研究をはじめ､国際水準に準拠

した上で､first-in-human試験 (医薬品や医療機器を初めてヒトに使用する試
験をいう｡)､未承認薬などを用いた研究者主導臨床試験を実施するための基盤

整備と研究施設内の薬事支援部門の強化を推進する｡

より効率的な適応拡大試験などの推進のため､平成24 (2012)年度よ

り臨床試験グループの基盤整備に対する支援を図るO

固形がんに対する革新的外科治療 ･放射線治療の実現､新たな医療機器導入
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と効果的な集学的治療法開発のため､中心となって臨床試験に取り組む施設を

整備し､集学的治療の臨床試験に対する支援を強化する｡

がんの特性の理解とそれに基づく革新的がん診断･治療法の創出に向け､先端

的生命科学をはじめとする優良な医療シーズ (研究開発に関する新たな発想や

技術などをいう｡)を生み出すがんの基礎研究への支援を一層強化するとともに､

その基礎研究で得られた成果を臨床試験等へつなげるための橋渡し研究などへ

の支援の拡充を図る｡

限られた研究資源を有効に活用するため､公的なバイオバンクの構築や解析

研究拠点等の研究基盤の整備と情報の共有を促進することにより､日本人のが

んゲノム解析を推進する｡

国内の優れた最先端技術を応用した次世代の革新的医療機器開発を促進する｡

また､実際に一定数のがん患者に対して高度標準化治療を実施している施設に

医療機器開発プラットフォームを構築し､それを活用した効率的な臨床試験の

推進に対して継続的に支援する｡

がんの予防方法の確立に向けて､大規模な公衆衛生研究や予防研究が効率的

に実施される体制を整備し､放射線 ･化学物質等の健康影響､予防介入効果､

検診有効性等の評価のための大規模疫学研究を戦略的に推進するとともに､公

衆衛生研究の更なる推進のため､個人情報保護とのバランスを保ちつつ､がん

に関する情報や行政資料を利用するための枠組みを整備する｡

社会でのがん研究推進全般に関する課題を解決するため､研究成果に対する

透明性の高い評価制度を確立 ･維持するとともに､がん研究全般の実施状況と

その成果を国民に積極的に公開することにより､がん研究に対する国民やがん

患者の理解の深化を図り､がん患者が主体的に臨床研究に参画しやすい環境を

整備する｡

がん登録の更なる充実を通じて､がん政策科学へのエビデンスの提供を推進

するとともに､ 予防.検診 ･診断ガイドラインの作成や､がん予防の実践､が

ん検診の精度管理､がん医療の質評価､患者の経済的負担や就労等に関する政

策研究に対して効果的な研究費配分を行う｡

若手研究者 (リサーチ ･レジデント等)や研究専門職の人材をはじめとする
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がん研究に関する人材の戦略的育成や､被験者保護に配慮しつつ倫理指針の改

定を行うとともに､研究と倫理審査等の円滑な運用に向けた取組を行う｡

(個別目標)

国は､｢第3次対がん10か年総合戦略｣が平成25 (2013)年度に終了

することから､2年以内に､国内外のがん研究の推進状況を僻l敢し､がん研究

の課題を克服し､企画立案の段階から基礎研究､臨床研究､公衆衛生学的研究､

政策研究等のがん研究分野に対して関係省庁が連携して戦略的かつ一体的に推

進するため､今後のあるべき方向性と具体的な研究事項等を明示する新たな総

合的ながん研究戦略を策定することを目標とする｡

また､新たながん診断 ･治療法やがん予防方法など､がん患者の視点に立っ

て実用化を目指した研究を効率的に推進するため､がん患者の参画などを図り､

関係省庁の連携や研究者間の連携を促進する機能を持った体制を整備し､有効

で安全ながん医療をがん患者を含めた国民に速やかに提供することを目標とす

る｡

7.小児がん

(現状)

｢がん｣は小児の病死原因の第1位である｡小児がんは､成人のがんと異な

り生活習慣と関係なく､乳幼児から思春期､若年成人まで幅広い年齢に発症し､

希少で多種多様ながん種からなる｡

一方､小児がんの年間患者の数は2000人から2500人と少ないが､小

児がんを扱う施設は約200程度と推定され､医療機関によっては少ない経験

の中で医療が行われている可能性があり､小児がん患者が必ずしも適切な医療

を受けられていないことが懸念されている｡

また､強力な治療による合併症に加え､成長発達期の治療により､治癒した

後も発育 ･発達障害､内分泌障害､臓器障害､性腺障害､高次脳機能障害､二

次がんなどの問題があり､診断後､長期にわたって日常生活や就学 ･就労に支

障を来すこともあるため､患者の教育や自立と患者を支える家族に向けた長期

的な支援や配慮が必要である｡

さらに､現状を示すデータも限られ､治療や医療機関に関する情報が少なく､

心理社会的な問題への対応を含めた相談支援体制や､セカンドオピニオンの体

制も不十分である｡

29



(取り組むべき施策)

小児がん拠点病院 (仮称)を指定し､専門家による集学的医療の提供 (緩和

ケアを含む)､患者とその家族に対する心理社会的な支援､適切な療育 ･教育環

境の提供､小児がんに携わる医師等に対する研修の実施､セカンドオピニオン

の体制整備､患者とその家族､医療従事者に対する相談支援等の体制を整備す

る｡

小児がん拠点病院を整備したのち､小児がん拠点病院は､地域性も踏まえて､

患者が速やかに適切な治療が受けられるよう､地域の医療機関等との役割分担

と連携を進める｡また､患者が､発育時期を可能な限り慣れ親しんだ地域に留

まり､他の子どもたちと同じ生活 ･教育環境の中で医療や支援を受けられるよ

うな環境を整備する｡

小児がん経験者が安心して暮らせるよう､地域の中で患者とその家族の不安

や治療による合併症､二次がんなどに対応できる長期フォローアップの体制と

ともに､小児がん経験者の自立に向けた心理社会的な支援についても検討する｡

小児がんに関する情報の集約 ･発信､診療実績などのデータベースの構築､

コールセンター等による相談支援､全国の小児がん関連施設に対する診療､連

携､臨床試験の支援等の榛能を担う中核的な機関のあり方について検討し整備

を開始する｡

(個別目棟)

小児がん患者とその家族が安心して適切な医療や支援を受けられるような環

境の整備を目指し､5年以内に､小児がん拠点病院を整備し､小児がんの中核

的な機関の整備を開始することを目標とする｡

8.がんの教育 ･普及啓発.

(現状)

健康については子どもの頃から教育することが重要であり､学校でも健康の

保持増進と疾病の予防といった観点から､がんの予防も含めた健康教育に取り

組んでいる｡しかし､がんそのものやがん患者に対する理解を深める教育は不

十分であると指摘されている｡

また､患者を含めた国民に対するがんの普及啓発は､例えば ｢がん検診50%
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集中キャンペーン｣の開催､国立がん研究センターや拠点病院等の医療機関を

中心とした情報提供や相談支援､民間を中心としたキャンペーン､患者支援､

がん検診の普及啓発や市民公開講座など様々な形で行われている｡しかし､い

まだがん検診の受診率は20%から30%程度であるなどがんに対する正しい

理解が必ずしも進んでいない｡

さらに､職域でのがんの普及啓発､がん患者への理解､がんの薬が開発され

るまでの過程や治験に対する理解､様々な情報端末を通じて発信される情報に

よる混乱等新たなニーズや問題も明らかになりつつある｡

(取り組むべき施策)

健康教育全体の中で ｢がん｣教育をどのようにするべきか検討する0

地域性を踏まえて､がん患者とその家族､がんの経験者､がん医療の専門家､

教育委員会をはじめとする教育関係者一国､地方公共団体等が協力して､対象

者ごとに指導内容 ･方法を工夫した ｢がん｣教育の試行的取組や副読本の作成

を進めていくとともに､国は民間団体等によって実施されている教育活動を支

援する｡

国民への普及啓発について､国や地方公共団体は引き続き､検診や緩和ケア

などの普及啓発活動を進めるとともに､民間団体によって実施されている普及

啓発活動を支援する｡

患者とその家族に対しても､国や地方公共団体は引き続き､拠点病院等医療

機関の相談支援 ,情報提供機能を強化するとともに､民間団体によって実施さ

れている相談支援 ･情報提供活動を支援する｡

(個別目標)

子どもに対しては､健康と命の大切さについて学び､自らの健康を適切に管

理し､がんに対する正しい知識とがん患者に対する正しい認識を持つよう教育

することを目指し､5年以内に､学校での教育のあり方を含め､健康教育全体

の中で ｢がん｣教育をどのようにするべきか検討し､検討結果に基づく教育活

動の実施を目標とする｡

国民に対しては､がん予防や早期発見につながる行動変容を促し､自分や身

近な人ががんに羅患してもそれを正しく理解し､向かい合うため､がんの普及

啓発活動をさらに進めることを目標とする｡
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患者に対しては､がんを正しく理解し向き合うため､患者が自分の病状､治

療等を学ぶことのできる環境を整備する｡患者の家族についても,患者の病状

を正しく理解し､患者の心の変化､患者を支える方法などに加え､患者の家族

自身も心身のケアが必要であることを学ぶことのできる環境を整備することを

目標とする｡

9.がん患者の就労を含めた社会的な問題

(現状)

毎年20歳から64歳までの約22万人ががんに罷患し､約7万人ががんで

死亡している一方､がん医療の進歩とともに､日本の全がんの5年相対生存率

は57%であり､がん患者 ･経験者の中にも長期生存し､社会で活躍している

者も多い｡

一方､がん患者 ･経験者とその家族の中には就労を含めた社会的な問題に直

面している者も多い｡例えば､厚生労働省研究班によると､がんに罷患した勤

労者の30%が依願退陣し､4%が解雇されたと報告されている｡こうしたこ

とから､就労可能ながん患者 ･経験者さえもー復職､継続就労､新規就労する

ことが困難な場合があると想定される｡

また､拠点病院の相談支援センターでも､就労､経済面､家族のサポー トに

関することなど､医療のみならず社会的な問題に関する相談も多い｡しかしな

がら､必ずしも相談員が就労に関する知識や情報を十分に持ち合わせていると

は限らず､適切な相談支援や情報提供が行われていないことが懸念されるo

(取り組むべき施策)

がん以外の患者へも配慮しつつ､がん患者 .経験者の就労に関するニーズや

課題を明らかにした上で､職場でのがんの正しい知識の普及､事業者 ･がん患

者やその家族 ･経験者に対する情報提供 ･相談支援体制のあり方等を検討し､

検討結果に基づいた取組を実施する｡

働くことが可能かつ働く意欲のあるがん患者が働けるよう､医療従事者､産

業医､事業者等との情報共有や連携の下､プライバシー保護にも配慮しつつ､

治療と職業生活の両立を支援するための仕組みについて検討し､検討結果に基

づき試行的取組を実施する｡

がん患者も含めた患者の長期的な軽済負担の軽減策については､引き続き検
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討を進める｡

医療機関は､医療従事者にとって過度な業務負担とならないよう健康確保を

図った上で､患者が働きながら治療を受けられるように配慮するよう努めるこ

とが望ましい｡

事業者は､がん患者が働きながら治療や療養できる環境の整備､さらに家族

ががんになった場合でも働き続けられるような配慮に努めることが望ましい｡

また､職場や採用選考時にがん患者 ･経験者が差別を受けることのないよう十

分に留意する必要がある｡

(個別目横)

がん患者 ･経験者の就労に関するニーズや課題を3年以内に明らかにした上

で､国､地方公共団体､関係者等が協力して､がんやがん患者 ･経験者に対す

る理解を進め､がん患者 ･経験者とその家族等の仕事と治療の両立を支援する

ことを通じて､抱えている不安の軽減を図り､がんになっても安心して働き暮

らせる社会の構築を目標とする｡

第5 がん対策を掩合的かつ計画的に推進するために必要な辛 目

1. 関係者等の連携協力の更なる強化

がん対策の推進に当たっては､囲､地方公共団体と関係者等が､適切な役割

分担の下､相互の連携を図りつつ一体となって努力していくことが重要である｡

2. 都道府県による都道府県計画の策定

都道府県では､基本計画を基本として､平成25(2013)年度からの新

たな医療計画等との調和を図り､がん患者に対するがん医療の提供の状況等を

踏まえ､地域の特性に応じた自主的かつ主体的な施策も盛り込みつつ､なるべ

く早期に ｢都道府県がん対策推進計画｣(以下 ｢都道府県計画｣という｡)の見

直しを行うことが望ましい｡

なお､見直しの際には､都道府県のがん対策推進協議会等へのがん患者等の

参画をはじめとして､関係者等の意見の把握に努め､がん対策の課題を抽出し､

その解決に向けた目標の設定及び施策の明示､進捗状況の評価等を実施し､必

要があるときは､都道府県計画を変更するように努める｡また､国は､都道府
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県のがん対策の状況を定期的に把握し､都道府県間の情報共有等の促進を行うo

都道府県計画の作成に当たって､国は､都道府県計画の作成の手法等の重要

な技術的事項を助言し､都道府県はこれを踏まえて作成するよう努める0

3. 関係者等の意見の把握

がん対策を実効あるものとして総合的に展開していくため､国と地方公共団

体は､関係者等の意見の把握に努め､がん対策に反映させていくことが極めて

重要である｡

4. がん患者を含めた国民等の努力

がん対策は､がん患者を含めた国民を中心として展開されるものであるが､

がん患者を含めた国民は､その恩恵を受けるだけでなく､主体的かつ積極的に

活動する必要がある｡また､企業等には､国民のがん予防行動を推進するため

の積極的な支援 ･協力が望まれる｡

なお､がん患者を含めた国民には､基本法第6条のとおリーがんに関する正

しい知識を持ち､がんの予防に必要な注意を払い､必要に応じがん検診を受け

るよう努めることの他､少なくとも以下の努力が望まれる｡

● がん医療はがん患者やその家族と医療従事者とのより良い人間関係を

基盤として成り立っていることを踏まえ､医療従事者のみならず､がん患

者やその家族も医療従事者との信頼関係を構築することができるよう努

めること｡

● がん患者が適切な医療を受けるためには､セカンドオピニオンに関する

情報の提示等を含むがんに関する十分な説明､相談支援と情報提供等が重

要であるが､がん患者やその家族も病態や治療内容等について理解するよ

う努めることo

● がん患者を含めた国民の視点に立ったがん対策を実現するため､がん患

者を含めた国民や患者団体も､国､地方公共団体､関係者等と協力し､都

道府県のがん対策推進協議会等のがん対策を議論し決定する過程に参加

し､がん医療やがん患者とその家族に対する支援を向上させるという自覚

を持って活動するよう努めること｡
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● 治験を含む臨床試験を円滑に実行するためには､がん患者の協力が不可

欠であり､理解を得るための普及啓発は重要であるが､がん患者を含めた

国民も､がんに関する治験と臨床試験の意義を理解するよう努めること｡

5. 必要な財政措置の実施と予算の効率化t重点化

基本計画による取組を総合的かつ計画的に推進し､全体目標を達成するため

には､がん対策を推進する体制を適切に評価するようなきめ細やかな措置を講

じるなど､各取組の着実な実施に向け必要な財政措置を行っていくことが重要

である｡

一方で､近年の厳しい財政事情の下では､限られた予算を最大限有効に活用

することにより､がん対策による成果を収めていくという視点が必要となる｡

このため､より効率的に予算の活用を図る観点から､選択と集中の強化､各

施策の重複排除と関係庶省間の連携強化を図るとともに､官民の役割と費用負

担の分担を図る｡

6. 日棟の達成状況の把塩とがん対策を評価する持棟の策定

基本計画に定める目標については､適時､その達成状況について調査を行い､

その結果をインターネットの利用その他適切な方法により公表する｡また､が

ん対策の評価に資する､医療やサービスの質も含めた分かりやすい指標の策定

について必要な検討を行い､施策の進捗管理と必要な見直しを行う｡

なお､国は基本計画に基づくがん対策の進捗状況について3年を目途に中間

評価を行う｡この際､個々の取り組むべき施策が個別目標の達成に向けてどれ

だけの効果をもたらしているか､また､施策全体として効果を発揮しているか

という観点から評価を行い､その評価結果を踏まえ､課題を抽出し､必要に応

じて施策に反映する｡また､協議会は､がん対策の進捗状況を適宜把握し､施

策の推進に資するよう必要な提言を行うとともに､必要に応じて専門委員会等

の積極的な活用を行うこととする｡
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7. 基本計画の見直し

基本法第9条第7項では､｢政府は､がん医療に関する状況の変化を勘案し､

及びがん対策の効果に関する評価を踏まえ､少なくとも5年ごとに､基本計画

に検討を加え､必要があると認めるときには､これを変更しなければならない｣

と定められている｡計画期間が終了する前であっても､がんに関する状況の変

化､がん対策の進捗状況と評価を踏まえ､必要があるときは､これを変更する｡
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小児がん医療のあるべき姿
～cLSの視点から～

翌路凝闘国際病院

菅奪琢磨』経路惑櫛誹 濃霧を畢屠』鼠睦

≡滴 絵節季

∩
圃
且



チャイルド･ライフ.プログラム
とは?

北米で実践されている､医療環境における子ど

もと家族を支援する活動である｡その活動(サ
ービス)をチャイルドうイフ.プログラムとよば
れており､チャイルド･ライフⅠスペシャリスト
(CLS)という専門資格を得た者により実践され
ている｡
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ユ旦箪 初の子ども車門病陵設立
(childreǹsHospitalofPhiladelDhia)

ユ旦担 病院内で子どもの遊びのプログラムが作られる(MottChildren'sHosDital､Michigan)

1949 北米において9ヶ所の病院で遊びのプログラムが設けられていた

ユ旦堕 Dr.FredRobbinsの呼びかけにより.EmmaPrankが初めてプログラムを立ち上げる

1950S 入院児の心の健康に関する研究などが行われる

1966 rAssociationfortheWelトBeingofHospiitaEizedChildrenandtheirFamilies｣(病院における子どもと家族のケア協会)が設立

1967 ｢AssociationfortheCareofChildren'sHea托h(ACCH)｣(子どもの健康ケア協会)に改名

1970S～1980S 病院施設などでの遊びのプログラム作りが活性化

1978 ACCH内で｢チャイルドウイフ事業部｣が創られる

1--1

遡

1--6

棚

g
I

2

'
20｡6

貼

全米の小児科に向けて遊ぶプログラム設置を促す通達(アメリカ小児科学会)

childLifeCouncil設立

認定資格化が始まる

資格認定が試験制度になる

rchildLifeServicesは米国での標準的な問題解決の方法で､必要不可欠なサービスであるl(アメリカ小児科学会)

北米のこども病院､小児病棟などの関連施設の95%がcLSを配置

(Nationa/Assoo/'誠onofCJl/I/db ′sHog)/ね/andFPe/atedh7Stkut/Ions,2005)

アメリカ小児科学会がcLS配置の拡大と徹底を呼びかけ

- フィラデルフィア小児病院.常勤60名･非常勤30名

- ニュージャージー州:病院の認可条件としてPICUにおける
cLS配置を義務づけ

470ヶ所以上でCLプログラムが行われている
2



国内におけるCLSの勤務地

(2011年)

名古屋第一日赤病院

名古屋大学医学部附属病院

名古屋医療センター

大阪府立母子保健
総合医療センター

大阪大学医学部附属病院

近畿大学医学部付属病院

広島大学病院

広島県立病院

福岡大学病院

三重大学医学部附属病院

l静岡県立静岡がんセンタ- 冨

静岡県立こども病院 l

療蜜

郷 瓢閤松邑済臨機磯磯L野馳珪井上 :守1

浜松医科大学付属病院

済生会横浜市東部病院

横須賀市立うわまち病院

国立成育医療センター

東京医科歯科大学
医学部附属病院

東邦大学医療センター
大森病院
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一般的な小児病棟における

CLSの業務

●予どもにあった遊びの材料と指針の提供

●検査L;処置前01)プリパレ-ション

●検査日処置申(I)サボ-辛

●子どもと家族の情緒的支援

●予どもの視点を尊重するようスタッLjとの

:.:且｣言ニケ-ションをとる

●予どもと家族を受けAれられる

環境の維持

†顎耶
n聯

㌧心聯 取転義熱.罪～-/t<戎Y...秤



聖路加国際病院に訴ける
CLSの活動

O成人患者さんのお子さん

･Ji.卜児病棟に入院中(J∋お子さんLiご家族

oK:Ljなど小児病棟以外で)k院中の
お子さん･】ご家族

O小児科外来でお子さんE:i::>家族
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心理士? 保育士? CLS?

健康 病気

臨床心理士

E- E- n n F- ロ E- 参 加 ｡ 0 . . ｡ ｡ ｡ ｡ ｡ ｡ ｡ ｡ ｡ ｡ ｡ ｡ ｡ ｡ ｡ ｡ 0 0 ｡ OE>

保育士 病院保育士

ホスピタルプレイ.スヘ○シャリスト
子ども療養支援士

･･･････････････････････ト

医師との連携が必要
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聖路加の小児病棟で.3･･･
･環境改善に協力

･工鞘 バ巨-･一･.ショY7,.j

･.ぎょうだしヽ支援

･-べt:A_jドサイドF】ブLJイルLL-;∴′､で坑き遊びの提供

･,行事やイ･pもントのお手伝い
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子ども医療支援室

小児科医

メンタルqヘルス担当



(仮想)事例 rAくん｣への関わLJを例に･･･

●Aくんは3歳の男の子 急性リンパ性白血病のため入院●CCM(集中治療室)- 小児科病棟へ
●言葉の遅れや遊びなどにも偏りがある?

●心理士さんの入院後発達検査や親子での面談の結果か

らもやはり全体的に発達がややゆっくり､偏りがあるとの
アセスメント

●Aくんは乳児の妹がいたため母はあまり来院できず｡日中

のほとんどの時間をスタッフと過ごしていた｡

●入院中に少しでも刺激を受け､発達を促せるようにしたい

と全員で共通認識をもつ
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(仮想)事例 rAくん｣への関わLJを例に･･･
⑳cLS - ICUからラポールづくり｡Aくんにとってストレスとなる場面でサポ
ート(例:内服､検査時など)｡遊びを通じてストレス

軽減&発達促進｡

⑳ 保育士さん - Aくんが楽しく遊べる環境を整える｡トイレ

トレーニング､食事､午睡など､生活全般における発達支援

および生活パターンの改善｡遊びを通じて発達の促進｡並行して母への子

育て支援｡

⑳ 小児心理士さん 一 発遣りLl埋検査､家族との面談などを元に

心理的巾発達的な課題などをアセスメント｡それらにもとづき家族や他職種
へ子どもに必要なサポート方法をアドバイス｡遊びや

面談を通じさらなる治療的介入も｡退院後もフォロー｡

⑳MSW - 幼い妹を見てもらえる地域の一時保育やヘルパー派遣を調べ
る｡その他活用できる社会資源の情報提供および手続き｡家族の心配ごと

を傾聴し､一緒に考えるカウンセリング的役割も｡
10



小児医療･小児がん医療と成人医療の違い
1.抗がん剤の有効性が極めて高く､遠隔転移があつても3-4割の患者で治癒が期待できるo抗がん剤が重要な治
療手段○

2.手術のほか､放射線治療と化学療法が重要であるが､これらを最適に組み合わせた集学的治療が必須o

3.病気が治つてもその後の人生が長く_社会に一定の影響を与えうる集Eflとなるoそのため健常な成人として育った
めの援助や配慮が必要である∩

4.治療の影響などでさらに別のがんを発症する確率が高く､また後年､血管障害などの成人病を一般より若年で発症
Lやすいという問題があるoこれを晩期合併症といい､治療中よりみられる合併症とともに大きな問題となる○

5.子どもはストレスへの適応能力が未熟であるため､疾患や治療による苦痛などで容易にpTSDなどを発症し､その後

の成長に悪影響を与えることがあるoそのため､治療に際しては心理的ケアや療養環境の整備などt特に配慮が
塵星空ある⊥

6.成長期の発症のため､治療を行いながら同時に教育を行い､成長を促す事が必要である∩

7.未来一死んではならない年齢での死亡であり､患児のみならず_遺族(両親､きようだい)に大きな悲嘆をもたらし､し
ばしぼ､離婚やきようだいの心理的後遺症などの社会的問題の原因となるo

8.病気に伴い発生する心理社会的問題や､それに対する活用可能な社会資源などについて十分な説明や相談支援
がほとんどない(

9.長期フォローアップが必要となっているのにもかかわらず､医療体制.社会支援が確立がされていない○

10.成人とは異なった療養環境が必要O.

- 常に成長をしている集団｡今後の社会にも大きく影響してく集団｡
- ｢患者｣だけを見ていればいいものではない｡
- 小さな大人じゃない｡でも子どもには権利はあり､守られるべきである｡

- ｢こども｣に関して専門的知識を持っている人たちが必要｡ ll



何故このような職種が必要なのか

･療養環境が子どもと家族の身体的･心理的･社会的成長発達に

影響をもたらす

･病院環境は不安やストレスを引き起こす

p磯 の予願 子ば ?

′密度の虜Lき/こ材ti居児の者度五 度児の不安にをEJやすさ､

また膨 lら玄窟芽安げTLlる感賞の産よが予ノ瀞選7子/二をEJラるL-とが
わカ1つf=o

･子どもの｢権利｣を守るため

･ト-タルケア､family-chHdcenteredcareの実行のため
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ユニセフ 子どもの権利条約
～1989年に国連総会で採択｡1994年に日本で批准～

(見出し一覧)

第Ⅰ部

票.1嘉 子ども郎定義

第9桑 差別の禁止

男3嘉 子とも巾黒番の利益

第4桑 立法･行政その他の捨置

票5嘉 親その他の者の柑望

篤百薬 生命への権利

第7盛 名舶･固辞を滞る権利

第8嘉 身元の偵全

第9票 親からの分速禁止

篤10轟 豪族再会

第11桑 回外不法移送･不通遇の

防止

第1L2桑 意見義明梅

篇13窯 基規･情報LTj自由

第15表芸 紹幸士.集会の自由

篤16嘉 プライバシー･名警巾で島喜葉

第17姦 情寿賀へのアウセ_,1､

票相集 親巾票一次義音義は

篤19表芸 虐待･放任からの保護

第20票 代替的養護

策ヨ1票 義子縁組

策r2'2桑 鞄民町子どもの保護.絹地

第93島 障雲泥巾権利巾回β宴協力

第24轟 願意r医療へ郎福利

賞せ7轟 生活水準l＼巾福利

清閑霧 散青への権利

頴'19集 散育耶目的

第3⊂l轟 少数者･先住民町子と'も郎権利

第31嘉 保息､余闘､運び､文化的.

芸術的 生活 p･tの草加

第3?義 経清的搾取からの偶諜

第33霧 庶某･由緒柏葉から巾保護

第34≦蔓 性的搾取.虐待からの保護

第35嘉 誘拐･亮茸.取引の防止

累36桑 佃のあらゆる形態巾搾取からの

1-黒喜葉

菜37嘉 自由を慧われた子と?_.巾適正な

取持い

第3母島 武力紛争における子どもの偶誤

票39盛 心身の回復と寺土金抱帰

第40最 少率司法

第41票 既存の福利郎確1I黒

http//wynvunlceforJP/about_unlcef/abouLnLlnde託htmE



≡-E3＼:了

･l:･サ■こ-}一･l_I.Jdllr.:--,-(.r.~･'lLLT
1-;r-､ニ'二'.･r･l:'i二i::.~‥
二上土..'二･,ほ,､rL.pt!､1こ.A.~二･.

､～-｣3.,･1.111､さ.■,:･L.∴.:,･[ニト:Jll
こJLf.ll-卜一.ニ1'い二､-∴､-J'･こt
i･Ji一:i.t1111I,A.i.1ナ二:1べ.t､.LT,･
ー∵~L'.I(ト T...:I -̀㌔.＼一二~こ.こ.
ニ ー[八･)■JL.･1-I.:Fill二･.-li'-い.L:_
i･JLは{･,l七､.･L･...t171Ii:トHlliて.
TLIII=■▲,_1T也.'Lト:'上 ~i:二-㌔.
こ寸･ノニー:､ユL∴.･∴

イうス1-こPEF.J11ilI/､11.-:tト .,Lこ-I.I.り

病院のことも圃温EACHC如ARTERは.1988年5屑.アラン夕のレイデンで闘牒き
れた詔l幽病院のこともヨ-○ノバ愈法において･℡慮されたq

バ各卸こおける保健法.股札 及び,ガイドラインの中にE^C←1電束の原朗をはみ
入れるこi-をめざしている事

-二1...ipr.̀,llt:二ノバTL.:!消いl一･iI'frlp-こ

一･ll-Lr二､､ ･rHLl.二:.I,■.r;.,･J'!-■､rLtI.T.
書手Llt∵~･二･/-3':ljこ'Lこ∴IL約 ･.∫;I.)
.∴､_∴ ･:､.

-Lf~■二L'.-.-1-ト■二:_:Li.H･1.I/A
-＼1.･1.''｢̀:~lJい ◆:.㍗.-I.:こ1..i
:二∴･(.･､ト†;て･:I.一一.I: ｢rT､_.ritJ

:-L--L･lこ~̀Lll-､牧.･)･lJr'･:､鰯 ,-l:L,L:
･二..11二.､､-二■二㌧_､･:.

こと&,たちは.F暮J?指W泥J空的ニ-ズを

F∴ 二二-'･:こ:I_▲⊥し∴'∴一三'卜二.ぺこ._I
.･▲, r･tJ､イ1日/:Lへに.I.叶.-､JL｢∴＼ノ

ア 二∴ :_､:i. ._ト… .::..:;.･_
.L.て']t.L ′日,L .≧∴ Iとこし.

二 :/.:二JA-I1/):こL.∴し-.:日.
--3I.､i=t,･][､ :/.'･一･■∴LI､Ir.;TJ.ニrl.
:i:{/･rl_ニfIJ._JTIL-i.∴㌧一二.IL･:I:ここLIJ,..二､.

こどもの病院曙塊&プレイセラピーネットワーク (化或 野打みとij)
本部絶境 兇飲沸立傑繁閑等大学 鳩淵研究盤 +菰XO3-3即9-1上端

てい小Nel.吋･.!･lrPILIyt･､叫.イiH亡iFLl=h vぺ ･m ､Ort!ニーC･､拙 さn

10

■1■

_I _:i.:

こ ~∴二1:･∴ ∴L.､?.～;七二:I.∴

:'1/､■/..-'■LLI(I:､:..二㌧jL,r=､

j娘･

磯

丁.1.TL.L- EL.ALI■7-_′‥ ~､こ.

･､さてI.,･1_

T･.･r､.rliてJtこ,.｢ ∫'･ここ---ほ
いIJ◆ーさ,土1,=L･̀Hl~ニー∵J ･:L

NPHC& ,

14



コメディカルの役割

｢病気の治療をする｣だけでは終わらない､
子どもと家族のエンパワーメントを目指す｡
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小児診療に必要と考えられる要件
(前回検討会資料4:｢小児がんモデル病院(仮称)の要件について｣ より)

･ 隆包茎塵 ｢復でー;族≡MS青字♂

･退院時の復学支援を行っている
･復学支援の為の専任のMSWを配置して
いる
･プレイルーム
･ 24時間希望する時に面会t付き添いが

&

･患児のきようだいの保育を行っている
･ 専任の心理士による患児とその家族の
精神的ケアを行っている

･敷地内または近隣に家族長期滞在施設

復学支援の為･ ｣だけ
!ので｢患者.秦

支援の為の専任の
Wを配置｣に

のみが｢必須｣
べて｢必須｣に



小児診療に必要と考えられる要件
(コメディカルの立場から追加項目)

･コメディカルのスタッフは｢患者家族支援｣として
独立した部署への配置が望ましい

･他職種H他科の境界線を越えた連携(多職種カ
ンファレンスを定期的に開催?)

･発達段階に合わせた療養環境の整備(思春期

用activityroom)

･サポートグループとの連携

･地域との連携(学校教育など)

17



コメディカルが有効的に
動くには=･

｢医療チームがあればトータル･ケアができるか
というと､そうではありません｡チームのメンバー
が､おたがいの立場をよく理解したうえで､その
職種を尊重しながらチームワークよく働いて､は
じめてトータル･ケアの望ましい姿が追求できる
のです｡｣
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手空き吾桑華重責呆悪書
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2012年6月12日

第2回 小児がん医療と支援の在り方に問する検討会

小児がん拠点病院における

看護の果たす役割と求められる要件

@ @

●
⑳ 益社団法人 田本看護協会一

看護研修学校長 健股喜代子
⑳



豊艶翰な麹論及静枝健を腐骨る麓産塵.
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②がゐ関連⑳専閃看護師鷺た憶認定看護師
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桐o』も児がゐ◎診療ぬ鹿び療養に関する現状

圏治療ヨ療養環境臆尉官る課題 参考資料4｢今後の小児がん対策の在り方について｣より抜粋

･小児がんの治療は集学的医療によるものがほとんどであり､強い副作用がある

･治療中の子どもの権利の保証や家族支援が不十分

･入院による療養環境(生活や人間関係)の変化や就学の変更を強いられ､ストレスも高い
･病気や治療について相談する場やセカンドオピニオンの対応が不足
･生存期間が長くなり手術の後遺症や障害を持ち成人になっている症例も増加している

･専門病院を退院した後､身近で見てくれる地域の医療機関が少ない(専門的ケアが不十分)

L主謀暴きU昆虫･∴むrs良払

･治療が長期(半年-1年)に渡り､家族の負担が大きい
･遠方-の通院や付き添い等の負担による疲労と､親の仕事に影響がでる
･家族関係が変化し､兄弟が犠牲になる

国情報不足

･小児がんに関する情報は交錯し､医療情報を得る機会は極めて乏しく､正確な情報を得る
ことが困難

⑳



急き尊田『薗護酪⑳館野藍登録鬼 数
庫門看護師と頑 本会専門看護師認定審査に合格し､複雑で解決困難な看護問題を持つ個人､家族及

び集団に対して､水準の高い看護ケアを効率よく提供するための､特定の専門看護

分野の知識及び技術を深めた者をいう｡

専門看護師の役割 専門看護師は､実践 ･相談 ･調整 ,倫理調整 ･教育 t研究の6つの役割を果たすこ

とにより､保健医療福祉や看護学の発展に貢献する｡

実践 専門看護分野において､個人､家族及び集団に対して卓越した看護を実践する○

相談 専門看護分野において､看護者を含むケア提供者に対しコンサルテーションを行うo

調整 専門看護分野において､必要なケアが円滑に行われるために､保健医療福祉に携わる人々の
間のコーディネーションを行うo

倫理 専門看護分野において､個人､家族及び集団の権利を守るために､倫理的な問題や葛藤の解

調 整 決をはかるo

教育 専門看護分野において､看護者に対しケアを向上させるため教育的機能を果たすo

研究 専門看護分野において､専門知識及び技術の向上並びに開発をはかるために実践の場におけ

l専門看護分画 専門看護分野とは､変化する看護こ-ズに対して､独立した専門分野として知識及び
技術に広がりと深さがあると制度委員会が認めたものをいう｡

分野名 分野特定年 認定開始年 登録者数 分野名 分野特定年 認定開始年 登録者数

一,がん看護 1995 1996 327 7.慢性疾患看護 2003 2004 63

2.精神看護 1995 1996 116 8.急性 .重症患者看護 2004 2005 85

3.地域看護 1996 1997 23 9.感染症看護 2006 2006 15

4.老人看護 2001 2002 41 10.家族支援 2008 2008 14

5.小児看護 2001 2002 73 ll.在宅看護 2012 2012見込み



唾》認定者護師⑳館野藍登録Å数
匪定看護師とはl 本会認定看護師認定審査に合格し､ある特定の看護分野において､熟練した看護技

術と知識を用いて､水準の高い看護実践のできる者をいう｡

認定看護師の役割 認定看護師は､看護現場において実践 ･指導 ･相談の3つの役割を果たすことによ
り､看護ケアの広がりと質の向上を図ることに貢献する｡

実践 特定の看護分野において､個人､家族及び集団に対して､熟練した看護技術を用いて水準の
高い看護を実践するo

指導 特定の看 隻分野において､看護実践を通して看護者に対し指導を行うo

匪定看 護分野! 高度化及び専門分化する保健､医療及び福祉の現場において､熟練した看護技術及
び知識を必要とする看護分野として認定看護師制度委員会が認めたものをいう｡

分野名 分 野特定年 差忍定開始年 筆録者数 分野名 分野特定年 認定開始年 登録者数

1,救急看護 1995 1997 614 12.透析看護 2003 2005 133

2.皮膚 .排池ケア 1995 1997 1.595 13.手術看護 2003 2005 208

3.集中ケア 1997 1999 641 14.乳がん看護 2003 2006 163

4.緩和ケア 1998 1999 1,089 15.摂食 .膝下障害看護 2004 2006 302

5.がん化学療法看護 1998 2001 843 16.小児救急看護 2004 2006 130

6.がん性疫病看護 1998 1999 558 17,認知症看護 2004 2006 178

7.訪問看護 1998 2006 266 18.脳卒中リハビリテーション看護 2008 2010 184

8.感染管理 1998 2001 1,358 19.がん放射線療法看 隻 2008 2010 64

9.糖尿病看 萎 2000 2002 321 20.慢性呼吸器疾患看 隻 2010 2012

10.不妊症看 塞プこ 2000 2003 110 21.慢性心不全看護 2010 2012

総数 8,993(2012年4月1日現在)



5≫尊田岡看 護 師 ⑳ 所属状況 ①がゐ診療連携拠慮病院

がん診療連携拠点病院に

おける専門看護師所属状況

(参考)

･全専門看護師(795名)の52.9%(421名)ががん診療連携拠点
病院に所属

･認定看護師は､19分野4,045名(全体の45%)が384施設(がん

がん診療連携拠点病院における

小児看護専門看護師所属状況小児看護専門

看護師32名が
29施設に在籍

(全がん診療

連携拠点病院
の7.5%)
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事例A 化学療法に子どもが主体的に参加するための援助

A君 5歳 脳腫療

<治療の説明>

･頭痛と吐き気で受診後脳腺癌と診断｡

･｢病気を良くするお薬｣との説明で､化学療法が開始｡
<子どもの思い>
･なぜ家に帰れないの!家に帰りたい !!

･｢どうしてこんなにお薬を飲まないといけないの?｣と泣

いて訴える

･｢気持ち患い｣のが､なぜあるのかわからない｡
<家族の思い>

･他のお子さんはどうやって治療を頑張っているのだろう

･どう(本人に)伝えたらよいのかわからない

･病気について本人-の説明は､医療者から行って

ほしい｡自分たちは付き添いたい｡

<小児著者専門看讃師の判断>
･A君は理解できないことばかりで不安や恐怖の中にいる

･家族は情報が少なく､先が見えない不安がある｡

･5歳であり､具体的に分かりやすい言葉で説明すれば､

過去の経験をもとに理解できる発達.段階にあると判断n

<小児看護専門看護師の看護>
家族と医療チームで話し合いの機会を設定｡

母親の疑問に対し､外泊を目標に頑張っている

子どもが多いこと､5歳の子どもなら絵などを用い

て説明すれば､十分理解できることを伝える｡

A君-の説明は､絵本や模型､積木を用いて行う｡

A君に説明する際には､これまで病気についてきち

んと説明せず､つらい思いをさせてしまったこと､

いつも家族や医療者がみんな応援していること､

(一人ではなく)一緒に頑張ることも伝える｡

<A君の変化>
･｢病気を治したいから頑張る｣｢お家に帰りたいから頑
張る｣と泣きながら答える｡

･外泊を目標に治療を継続｡

･自分から説明を求め確認や納得する姿が増えた.

･家族自身も安定した｡



6》擁児がゐ薗護⑳実際
事例B がん性疹痛-の緩和ケア

Bちゃん 10歳 脳腫疾(骨転移あり)
移動:自力での体位変換は困難
コミュニケーション:構音障害ありo うなづいて返事をするO
苦痛時には大声で泣いて訴える

<がん性痔痛に対するペインコントロール>
ベース:フェンタニルパッチやNSAIDs
レスキュー:モルヒネ製主剤の内服
骨転移による痛み:ステロイド製剤の併用

<痛みのアセスメント>

0:日を閉じる 1:表情穏やか･うなづく 2:顔をしかめる 3:泣く

<家族の思い>

･これ以上モルヒネを使ってほしくない｡医師からモルヒネ

の副作用の説明を受け､呼吸抑制が一番心配で怖いO

<専門看護師｡認定看護師の判断>
･家族にモルヒネ使用に対する適切な知識が少なく､不
安が増強｡Bちゃんは行動スケール0-1で過ごせている
が､突出する痛みが出現することがあり､レスキュー使用
は必要｡
･Bちゃんは思春期の発達段階にあり､日常生活援助を
行うには､差恥心に配慮する必要があるo安易な方法を
取ることは､Bちゃんを深く傷っけるだけでなく､医療者と
Bちゃん･その豪族との信頼関係に影響する｡
･終末期には今までと違うニーズをもっている場合があ
る｡家族と一緒に看護計画を立案することは大切

<専門看護師｡認定看護師の看番>

･家族にモルヒネ使用に対する説明を再度行ない､理
解してもらう

痛みを表現している時には､積極的にレスキューを

使用し､効果発現のタイミングを逃さない｡

日常生活援助を行う際には､蓋恥心に配慮し､医療
者のケアを押し付けず､Bちゃんの意思を尊重した
方法を工夫する｡

-+どもと家族のニーズの変化や気持ちの変化を知る
ため､家族にもケアやケア立案を一緒に行なう｡

<Bちゃん｡家族の変化>
･Bちゃんは､移動時に泣かなくなる｡

･子ども-のケアが実践できる､子どもと一緒に過ごす

ことが子どもの痛み緩和ケアにつながることが実感で

き､安定した



連盟三重産 室 遭 垣誼 過 蛙 血 盟 廻塑 宝 陰
･J-:-;qi日.･.__｣芸
㊨理論を用いた状況アセスメントによる課題の明確化と直接ケア

⑳子どもと家族が主体的に治療に参加できるように支援
(例)･非薬理学的な方法を導入し､疹痛緩和ケアの実施
･両親-の精神的なサポートやきょうだい-のケア

㊨在宅移行-の支援
(例)･家族を中心に必要な医療的ケアの指導や在宅に必要な物品の整備

･退院後の生活がイメージできる話し合いの場の設定

_･I-!に:･t::上?L･:チ--･-IiiigiH
⑳プライマリーナースとの看護計画立案･評価･修正(家族や子どもの参加と
他職種との情報共有)

)コ-Lデ.言:･一一･i'/とこ,
⑳多職種連携に向けた調整と､ケアの継続

㊨在宅移行時の院外医療機関(保健センター､訪問看護ステーションの訪問

看護師)との移行調整

⑳倫 理 調 整

㊨治療の選択や意思決定に対する支援

⑳子ども-の最善の利益を目的とした､インフォームド･アセント-の立ち

●教 育

㊨看護実践のケアの意味付け､ケアの振り返りに対する教育的支援



習渦 %児 が ゐ 趣 意病院臆ぬ締る要件 ⑳ 提 案

1｡小児看護専門看護師､およびがん関連の 護師･認定看護師の

配置の必須化
●小児看護ケアに卓越した専門看護師(常勤)を1名以上配置｡

および､がん看護に卓越した専門看護師､または熟練した技術を持つ認定看護師を常勤で

1名以上配置 (がん看護､緩和ケア､がん化学療法､がん性痔痛､がん放射線療法など)0

2｡医療荘療養情報の集約と情報提供機能
●拠点病院における疾患ごとの治療内容やケア内容など､医療や療養環境の情報を蓄積し､

患者家族に､タイムリーに情報提供できる機能を強化｡

3㈱
●小児がんが疑わしい患者が､早期に適切な診断と治療に結びつき､さらに退院した

後でも､長期フォローアップができるように､拠点病院と地域医療機関(訪問看護ステーションを
含む)の連携体制を強化｡

4.地域連携機関の医療従事者(看護職含む)の教育的機能
●小児がんのトータルケアが実践できる地域連携機関の医療従事者(看護職含む)の教育的機能を
保証｡

5d拠点病院の指定更新と検証の健組み惑≪り
●拠点病院として指定を受けた後に､具体的な活動や成果を示す報告と検証するなどの仕組
みを構築し､質を担保｡



参考 資 料



小児看護専門看護師の必要性(丑

Q 病院にいて欲しいスタッフは?

l N=86 (人)複数回答

保育士小児看護専門看護師 31(11%) 47(16%
児童心理士 49(17%)

ソーシャルワーカー 044(15Vo)

チャイルドライフスペシャリスト 41(14%)

患児のきようだいを見てくれる人 榊 聯綱 聯樹 38(13%)

⊥ -

出典:小児脳腫癖の会アンケート(2008年)より

子どもとその家族の小児看護専門看護師-の期待は高い

⑳



小児看護専門看護師の必要性②

Q 患者支援｡心のサポートに関する専門のスタッフは病院にいましたか?

i N=86 (人)複数回答いなかった t∴… 小W 12010
】

小児看護専門看護師 il 17(12%E‥､川

児童心理士ソーシャルワーカーチャイルドライフスペシャリストボランティア患児のきようだいを見てくれる人 A.叫.叩巾～Vvv小"W叫pい叩.叩.8(9%)

33(22%)

5(3%) 29(20%)

5(3%)

出典:小児脳腫療の会アンケ-ト(2008年)より
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小児看護専門看護師の必要性③

Q小児がん親の会が希望する専門職の関わりは?

屈現在関わりがある 国今後関わりを希望する

看護師ソーシャルワーカー )

教師 .鶴)

保育士
､Y.V,V,叩叩､V.V.U)

その他 N=15(団体)

出典:井上玲子(2010)国際医療福祉大学院博士論文より抜粋

今後､看護師とのかかわりを小児がん親の会は期待している



小児看護専門看護師の必要性④

Q 小児がんの子どもを持つ親が看護職に望む役割は? (N-224人)

出典･井上玲子(2010)国際医療福祉大学院博士論文より抜粋

医療従事者としての経験知､治療や闘病生活-のサポートを
小児がんの子どもを持つ親は看護師に期待している



経済産業省における

小児がん長期ケア事業について

平成24年6月12日

経済産業省 商務情報政策局
ヘルスケア産業課
課長補佐 井上美樹代
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小児がん長期ケア事業 -背景･目的～

【日本の小児がんの現状】
近年､小児がん患者の治癒率は70%以上まで向上､成人を迎えた小児がん経演者はl･0万人程度に連している｡

継続的かつ地域を限定しない長期フォローアップを実施するためには､
-小児がん治療医同士の連携 (病癖連携)

一小児がん治療医と地域のかかりつけ医の連携･(病診連携)

これら医師の連携をシームレスに行う仕組が不可欠である｡
小児がん長期ケア事業では､この仕組みにより､
病癖連携:JJヽ児がん治療医間の引継･治療向上に向けたカンファレンス
清診連携:かかりつけ医での一般診療 (風邪･ワクチン接種 等)の受診

に必要となる情報伝達を効率的に行い､医師･経験者･家族の負担を軽減する｡

llllllll}■■寧



､小児がん長期ケア事業 一事業概芋-

小児がん患者への
継続的かつ地域を限定しない長期フォローアップの体制を確立する｡

【平成23年度の取り組み】

こ世: 治

対象疾病:神経芽腫

ー 畢 『

【平成24年度の取り組み】
rTLl
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憲
小児がん長期ケア事業 一扱う情報と項目-

小児がん長期ケア事業では､大きく3種類の情報を扱うこととした

-診断情報

一治療情報

-フォローアップ情報

-特に､小児がん長期ケア事業で扱う情報の項目について
治療情報･フォローアップ情報については､

JPLSG(日本小児白血病リンパ腫研究グループ)長期フォロ-アップ重畳会が

作成した｢フォローアップ手帳｣の項目にあわせて情報項目を設定

(平成23年度実施済み)

今後､診断情報についても､ノJPLSG･JNBSG(日本神経芽腫研究グルー7)の
萱線情報と項目をあわせる

小児がん長期ケア事業独自の仕様ではなく､
各種学会･研究グループとの連携を前提とし､
汎用性を考慮した

- ■■1



小 児 がん長期ケア事業 一情報堂録の流れ･項目-

くJl

.仔)患者基本情報登録
患者】D

氏名

生年月日
性別
住所

②診断情報登録
臨床診断
生化学情報

分子診断情報

画像
病理診断等
※病理診断は確定後､登録

｣____⊥_⊥

3次登録(フォローアップ時随時)

【小児がん治療医】
フォローアップ情報登録
告知情報 ､

予後情報

治療内容
診察所見
検査結果
処方内容
身体測定･性成熟度

ワクチン･アレルギー情報
かかりつけ医への連絡事項

フォロー

アップ情報

冊治療情報登録
プロトコール情報
治療経過の概要
抗がん剤の総使用量
移植関連情報
放射線関連情報
手術関連情報

その他治嘩情報
輸血関連情報
まとめ(備考)
②晩期合併症情報登録
通院時の基本フォローアップ項 目
長期フォローアップ計画

【かかりつけ医】
一般診療･ワクチン接種等の情報登録
治療内容
診察所見
~検査結果
処方内容
身体測定

ワクチン･アレルギ-情報
小児がん治療医ぺの連絡事項
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小児がん長期ケア事業 -運用のあり方(彰-

>参加患者の同意のあり方･方法について

小児がん患者または代諾者からの同意は､

患者の年齢に応じた説明･同意書を用い､

各小児がん治療医が､十分な説明の後に取得することとした｡

-中学生未満の患者について

代諾者への説明後に同意を取得

一中学生以上未成年の患者について

本人および代諾者への説明後に同意を取得

-すでに成年に遺した患者にういて

本人への説明後に同意を取得

※成年に達した患者でも､本人への説明･同意取得が国難な場合には､､

代諾者への説明後に同意を取得

IA



小児がん長期ケア事業 一遇用のあり方②～

>医療連携開始までのフローについて
(彰医療機関の参加について

各医療機関が小児がん長期ケア事業に参加するまでに､

以下のような手続きが必要となった｡
一医療情報を取扱う院内組織(医療情報部等)の承認

一各自治体における個人情報保護条例の確認

一倫理重点会の東証

一施設責任者および経営組織の承認

一情報を嚢託する千葉県がんセンターとの情報委託契約

② システムの利用について

各医療機関がシステムを利用にあたっては､

各医療機関のセキュリティポリシ｣に基づいた個別調整が必要となった｡
-医療情報担当者との調整

小児がん長期ケア事業のシステムの安全性の確認

H】S情報を小児がん長期ケア事業に活用可能か 等

一医務機関独自のネットワーク環境を考慮した通信環境構築

各医療機関の院内ネットワークの状況に合わせ､

医療機関とデータセンタ(千葉県がんセンター)を結ぶ仮想的なVPN回線を設置

■■■-



小児がん長期ケア事業 ～システム構成とセキュリティ対策-

小児がん長期ケア事業へ各医療機関が参加するにあたり､各医療機関の最大の懸念点は､安全性であった｡

小児がん長期ケア事業では､以下のようにシステム構成とセキュリティ対策を行っている｡

･∴

電子カルテ等

塵幽塾 医療機関

也 ･､∴一 一･一･. ＼
医恵連携 オンデマンド

: ･777ZBnLL7X ルータ
病院情報システム 】 利用者

各医務税関の
状 況によ りTJI五 ､､

WEBブラウザで
システムを利用

利用するPCには
データを残さない

■■■■■■

･ファイアーウオ-ル...ある特定のコンビi-タネットワ-クとその外部との通信を制御.
し､内部のコンピュータネットワークの安全を維持する技術

･オンデマンドVPN- 利用者が必要な時に仮想的な専用線をインターネット回線上に
構案しこ全て.の通信を暗号化した高いセキュリティを担保する同時 .:



小児がん長期ケア事業と各種学会･研究グループとの連携

小児がん長期ケア事業を進めるにあたり､

各種学会･研究グループとの連携を実施して事業を推進

/ 日本小児血液がん学会

/ 日本小児外科学会

/ JPLSG(日本小児白血病リンパ腫研究グループ)

※現在､166施設が参加､国内の小児白血病･リンパ腫診療施喪の
ほぼすべてに相当

/ JNBSG(日本神経芽腫研究グループ)

※JPLSGとはぼ同様の診療施設が参加

等

｢~~二二亡二二E



逮
現在､参加している医療機関(平成24年5月16日現在)

参加医療機関(24施 設
東北大学病院

宮城県立ことも病院
大はしこともクリニック

千葉県がんセンター
千葉県こども病院

千葉大学医学部附属病院
宍倉病院
まなこともクリニック

松永クリニック

愛媛大学医学部附属病院
九州大学病院

■■■■■■

)豊富芸歪芙雷雲院

札幌北輸病院
滋賀医科大学医学部附属病院

自治医科大学とちぎ子とも医療センター

島根大学医学部附属病院
昭和大学藤が丘病院

帝京大学医学部附属病院
東京医科歯科大学医学部附属病院
藤志会 がん相談葉菜

掃協医科大学病院とちぎ子ども医療センター
長野県立ことも病院

兵庫県立ことも蒲焼

小児がん長期ケア事業
推進協議会を設立
※小児がん地域連携医療の
拡大･定着に向けて協議

病 診 連 携

( 宮 城 )
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小児がん長期ケア事業 一平成23年度の課題～

>小児がん治療医の入力業務
⇒入力業務の負担を軽減するために､

病院情報システム(HIS)の活用が重要となるが､
HISとの連携に関する各医療機関の規制により実現が国難

【制度面における課題】
施設のセキュリティポリシーにより､
川S情報を外部に出すことは認められない
ー昨年度の実証事業の中では､許可をす岳施設はなかった

∫【技術面】
HISから小児がん長期ケア事業に必要な情報を
自動的に抽出することは国難
-小児がん治療医の専門知識に基づき､
小児がん治療医が情報の選択を行う必要がある

平成24年度
の取り組み

二二二二J
小児がん治療医の入力業務負担を軽減するため､.
-HIS情報の活用に向けた具体的な検討
-~HIS情報の活用以外の方法についても検討

ll



HIS情報の活用に向けた技術的課題 ～セキュリティ面～

小児がん治療医の負担を軽減するため､HIS情報の活用に向けて技術的な課題の
検討が必要である｡HIS情報の活用においては､セキュリティ面から以下の方法が考えられる｡

離 陸 医鯛 関

※賢二隼 誓商 議聖 肇

･自重芸詔砺院 .議一議TIZ揚油■勃

/ 一般的には､ セキュリティを考慮し､
SS-MIXストレージ･データ転送用サーバ等中間的なサーバが必要となる｡
(各医療機関のセキュリティポリシーに依る)
/ 医療機関とデータセンタ間の接続においては､安全な接続手段(回線)が必要となる｡
※小児がん長期ケア事業では､医療機関とデータセンタ間の接続は､厚生労働省ガイドラインに準拠した

オンデマンドVPN回線を利用

焼固塾 医表構関

I開 閉 勧 誘蓉 sEJMJ誉 ミ-ーヽ .:pl､く∴ ∵
※HISのネットワークは､ ･デ-タ転送用.サーバ

■■■■■1
※SS-MIXストレージ:川Sから送信される情報をHL7ver2.5形式で受信･ファイリングし.標準化されたデータでアーカイブする

12



川S情報の活用に向けた技術的課題 一機能面～

一般的には､
各医療機関のH]S情報の活用は､機能面において以下の条件が必要となる｡

(彰HISから情報を出力するSS-MIXストレージが設置されていること

②データ転送用サーバが設置されていること

③データ転送用サーバに､
必要とする情報を抽出(患者･診療日･必要となる項目等を指定)し､
出力する機能があること
※出力する機能がない場合は､開発が必要となる(開発費用の一例:800万円)

また､各医療機関と以下の調整も必要となる｡

一標準形式(HL7､SS-MIX)への対応状況
標準形式でない項目については､csv等の形式で出力し､
小児がん長期ケア事業側で読み込むことも想定

-データの受け渡し方法
オンライン接続を実施するか､媒体渡しとするか

~丁 ⊂ 13



小児がん長期ケア事業におけるHtS情報の活用イメージ(例)

一･･.▲
■.lゝ

二二二⊂ L

研 究 グ ル ー プ な どの 萱 線 事 等 へ 既 に 萱 録 した 情 報 草津 用 す る ことは ､

小 児 が ん 治 療 医 の 入 力 業 務 の 負 担 を減 らす 手 段 とな りうる
14



小児がん分野における萱録事業の状況

/ 小児がん分野では､研究グループなどの萱録事業が
既に10年以上施行されている

/研究グループなどへ萱録する情報は､

小児がん治療医が､専門的な知識に基づき､萱録に必要な情報を

カルテ等病院情報から選択し､それらを整理した情報である

⇒この選択を､システムで自動的に行うことは国難

｢小児がん長期ケア事業｣に科 lては､
既に小児がん分野で定着している研究グループなどの萱録事業で

小児がん治療医が整理した情報を活用して事業を進めることが､

小児がん治療医の負担を減らす一つの手段となりうると考えた｡

⇒平成24年度はこの方法について実証を行う

==■ 15



小児がん分野における情報整理の流れ

過

___⊥ ｣巨

(郭萱緑する情報を

専門知識に基軍 選択

●●●
各種検査値

肩理診断

抗かん剤使用量 等々 敷年間に渡る情報

録する情報を整理
断時の情報･治席の情報)

【診断時の情報】

入

対応表

(萱垂剥D-患者)

【治療の情報】

③萱録
(連結可能匿名化)

L.I,LI___.____..___.__I,_I._I

※多<の医漬機関でまとめているが､

医療機関Ll-とに､様式･運用方法は異なる
16



小児がん長期ケア事業 -HIS･既存情報の活用の可能性について～

1次登録(診断時)
a)患者基本情報登録

雷'D i

芸月日 LISAh麺 .q
(可能性あり)

臨床診断

生化学情報
分子診断情報
画像

病理診断

※病理診断は確定後､登録

l
I
I

I

J.I
-

It~1.-Itl,,

ヽ

_

､hHlSから抽出するだけでは､情報の整理が国難
⇒研究グループ等萱線情報の活用が望ましい

■■■■■暮

2次登録(治療終了時)

プロトコール情報
治療経過の概要
抗がん剤の総使用量
移植関連情報
放射線関連情報
手術関連情報
その他治療情報
輸血関連情報..._

※赤字:必読項Er

妄蒜 福毒)L【HISから抽出するだけでは､情報の整理が国難
⇒退院サマリ等の活用が望ましい～.__,__,_____,__

董②慧監 禁 雪慧 警ッ相 ｡ 蔓
‡ 長期フォローアップ計画 :

【小児がん治療医】
フォローアップ情報登録
告知情報

予後什報

フォロー
アップ情報

′′-~漕野内5-MM-MMMM-…~~＼

i 悪書雷雲
､ 身体測定
､~腎蔵繋擾"MMH-"I
ワクチン･アレルギー情報
かかりつけ医への連絡事項

暮
I

川Sから抽出
(可能性あり)
′

HISから抽出するだけでは､情報の整理が困難
⇒①の情報堂録とアルゴリズムにより､

自動化が可能(平成24年度実証予定)

【かかりつけ医】
一般診療.ワクチン接種等の情報登録
'層療丙蓉~-N--MqM~~……山M＼
:診察所見 Ⅰ
:検査結果 川Sから抽出

し㌫ 蒜 .
(可能性あり)

ワクチンヴレルギー情報
小児がん治療医への連絡事項

17



18



【参考】｢シームレスな地域連携医療｣と｢どこでもMY病院構想｣との連携

治寮機関
- ■■耳 19



小児がん長期ケア事業 医療連携システムを利用した

医療情報等の連携に関する契約書

〇〇〇〇 (以下 ｢甲｣という｡)と 【中核的医療機関】(以下.｢乙｣というb)とは､小児がん長期

ケア事業医療連携システムを利用した医療情報等の連携 (以下 ｢情報連携｣という｡)に関して､次

の条項により契約を締結する｡

(信義誠実の義務)

第1条 甲及び乙は､信義を重んじ､誠実にこの契約書を履行しなければならない｡

(目的)

第2条 甲及び乙は､情報連携に関わる利用施設間の契約を行うものとする｡

(責任事項)

第3条 甲及び乙は､別紙に定める ｢小児がん長期ケア事業 医療連携システム利用規約｣を遵守す

るものとするO

(秘密の保持)

第4条 甲及び乙並びに甲及び乙に属する者は､本契約に基づく義務の実施に関し､知り得た事実に

ついて､その秘密を守らなければならないC

(契約期間)

第5条 契約期間は､平成 年 月 日から平成 月 日までとする0

2 前項の契約期間が満了する1カ月前までに甲または乙から特段の意思表示がないときは､

この契約は､同一内容で更に1年継続するものとし､以後同様とするC

(契約の解除)

第6条 甲また乙がこの契約を解除しようとするときは少なくとも1カ月前に契約の相手方に申し

出なければならない｡ただし､事故等で予測できない事由による場合はこの限りではないQ

(疑義の決定)

第7条 この契約に関し､疑義が生じたときは､甲乙協議のうえ定めるものとする｡

上記契約の締結を証するために､この契約書2通を作成し､甲乙記名押印のうえ各自その1通を

保有するものとする｡

年 月 日

(甲)

(乙) 【中核的医療機関】

住所

医療機関名

代表者役職 ･代表者名
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経済産業省委託実証事業 ｢医療情報化促進事業｣採択

｢小児がん長期ケア事業｣実証事業

説明文書

1.はじめに

あなたのご病気についてはこれまでに担当医の方からご説明が行われたと思われますので､

おおよその内容をお話しますDあなたのご病気は 小̀児がん"という子供のがんの1種類です.

"小児がん"は､治りやすいものから､様々な治療が必要なタイプのものまで広く分かれていま

す｡

この`̀小児がん"に対しては様々な治療法が行われ､現在小児がんの方が治る率は向上してお

りますが､病気が治った方の50%以上の方に合併症 (ある病気､またはその治療が原因となっ

て起こる別の病気)が存在することがわかっています｡しかしながら､治療中･治療後･治療後

の長期にわたって､あなたのこの病気に関する情報 ･病気による症状 ･治療に伴う副作用 ･合

併症の情報を医師･社会と効率よく､安全に伝達･共有する仕組み(システム)は完成していませ

ん｡私たちのグループは､この仕組み(システム)を､様々な面から検討し､作り上げることに

より､あなたの様な小児がん患者さんの生涯にわたるQOL(クオリティ･オブ･ライフ:生活の

質｡ひとりひとりの人生の内容の質や社会的にみた生活の質を意味する｡)向上に役立てたいと

考えており､このために政府の一つの省庁二経済産業省からこの事業を委託されました｡

この事業の意義についてご理解いただき､事業にご参加いただければ幸いです｡

2.仕組み(システム)の検討 ･構築方法について

(1)"シームレスな医療連携"について

後で示す医療情報を､インターネットを使って小児がん治療病院担当医の方に登録していただ

きます｡本事業ではあなたのこれらの情報について､小児がん治療病院とあなたのかかりつけ

医との間での受け渡し･共有と括用し､インターネットを介して円滑･かつ安全に行う仕組み(シ

ステム)を､様々な面から検討し､作り上げさせていただきます｡情報の安全な受け渡し･管理

が最も重要ですので､小児がん治療病院とあなたのかかりつけ医との間での受け渡し･共有に

ついては入念な安全対策を行ってから､情報を伝達します｡小児がん治療病院とあなたのかか

1
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りつけ医との間でのスムーズな医療情報の受け渡し･共有によって､′J､児がん治療中のかかり

つけ医での風邪や下痢などの治療をスムーズに行えるのみならず､採血の回数を減らしたり､

感染症の予防をしたりして､小児がんそのものの治療を遅延無く､安全に行える利点がありま

+O

また小児がんに対して､抗がん剤による化学療法､放射線療法､外科手術､移植療法などの様々

な治療を行い､治癒した後の合併症(晩期合併症と言います)についても担当医の方から治療内

容の説明を受けられたことと存じます｡これらの合併症には､腎臓の障害､心臓の機能の障害､

内分泌系 (ホルモン:性徴や成熟､体の中の環境を調節するタンパク質)の障害 (身長が伸び

ない､大人-の成熟が遅れる､妊娠しにくくなるなど)､肝臓の機能の障害､血圧の異常､頭髪

の減少などがあります｡この晩期合併症についても小児がん治療病院とあなたのかかりつけ医

との間でのスムーズな医療情報の受け渡しによって､あなたのQOLを向上できる可能性がありま

す｡具体的には､あなたが進学や就職で合併症を継続的に診療する病院が違う地域となるとき､

これまでの医療情報が充分に且つ安全迅速に電子的に新しい病院に受け渡されます｡また､元

の病院の主治医の先生の別の病院-の転勤の時にも､新たな主治医の先生に電子データによる

医療情報が円滑に引き渡されます｡

この円滑で､切れ目が無く､安全な医療情報の病院の間の伝達を "シームレスな医療連携"と

考えています｡

患者情報

転 覆 [転 塾 羅 肇

一喝谷野r
主治医から患者に引継ぐ情報

患者自らが身を守るために必要な情報
本人病名告知･抗がんXI使用量･放射強庶射皇･

既知の合併症.身件萄定･仕成熟度･施行牧童･

7レルギー･ワクチン･禁忌gE等信頼

長期ケア用
データベース

患者･豪族が

長期ケアサービス利用を希望する等合

長期ケアサービス

十甲 琴

笛 盗 hTNePVaomI髭T I

胃 忘 碧 ＼諾 ㌘ -

由

五着･宗族は主治度から引担いだ樟兼を
｢NPO温人TeamNET｣のデータベースへ尾管
-r冨軽信群落かL)･牲供サービス｣

自らが活用しやすい形にff報をtB焦し.Jt急F?･成人社の 一㌧
長耗治寺 等へ活用

TrE童信頼浪合サマリー作成･蛋鉄サービスL
rI)スク椿も抽出･良f･島供サーヒス｣
重吉に応じでrlPO法人TeamNETlが班鉄する古書サービスを利用

図.この事業の内容を示す図
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伝達する情報は1.診断情報､2.治療情報､3.フォローアップ情報の3つに大別されます｡

1.診断情報(神経芽腫の場合)

氏名､施設名､担当医師名､医療施設電話番号･医療施設FAX番号､担当医師e-mailアドレス､

生年月日､診断年月日､検体操取日､性別､病期､血液･生化学データ (尿VMA,尻tNA,血清

NSE)､画像データ (超音波､CT,MRI,シンチグラフィ)､病理診断･病理画像データ､腫疲MYCN

コピー数､DNAploidy値

2.治療情報(小児がん全般)

プロトコール､抗がん剤の使用量､造血幹細胞移植関連情報､放射線療法関連情報､手術関連

情報､治療中非血液学的合併症､輸血関連情報

3.フォローアップ情報(小児がん全般)

受診日､治療内容 (診察内容､処方 ･投薬､治療内容)､画像データ (cT)､身体測定情報､性

成熟度情報､施行検査 (血液検査等)､情報､治療終了時の晩期合併症情報､長期フォローアッ

プ計画

これらの医療情報､および個人情報が "小児がんデータベース"という高度なセキュリティ対

策が行われたデータベースに安全に蓄積されます｡

(2)"どこでもMY病院"との協力について

晩期合併症が問題になる時期には､あなたも思春期､または青年期に達していると思われ､あ

なたが自分自身でこれらの問題について悩み､対応していかねばならない可能性があります｡

これらの晩期合併症に対して最初の小児がん治療病院の担当医が対応できる場合もありますが､

大学入学､就職などで故郷を離れなければならない場合には､新たな土地でこれらの晩期合併

症に対応していただく専門医･かかりつけ医の方が必要になると予想されます｡これらの晩期合

併症に対応していただく専門医･かかりつけ医の方が治療をスムーズに行うには､小児がん治療

病院の担当医の方-の文書による問い合わせが従来は必要でした｡しかしながら､この小児が

ん治療病院の担当医の方の転勤などでこれが困難となる例もあります｡このようなトラブルを

防ぎ､必要な医療情報をスムーズ･安全に伝達･共有するために､晩期合併症の診察･治療に必

3
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要な医療情報を選び出し(図参照)､あなたが自身で管理･使用する医療情報集 "MY病院データベ

ース"を患者さん･医療に携わる人･社会が協力して作り上げ､′J､児がん患者さんの晩期障害に

対する対策を検討し､QOLを向上させることにこの事業で取り組みます｡`̀どこでもMY病院"事

業に参加するためには別途契約書が必要です｡別添の説明書を熟読され､あなたの保護者の方

と共に契約書-の記入･提出をご検討ください｡

(3)情報の利用について

診断に使用したあなたの個人情報･医療情報は､上記治療中の情報の伝達･共有､治癒後の情

報の伝達･共有のためにデータベースに保存させていただきます｡保存した情報は､将来計画さ

れる同様の事業においても貴重なものとなるので､将来の事業のために使わせていただくこと

があります｡

2.この事業に同意することで予想される利益 ･不利益

これらの事業の結果は今回の治療の方針決定には用いませんので､治療を行う上での利益･

不利益にはつながりません｡また､新たに身体に影響を及ぼすことはありません｡

3.事業に係る費用

この事業に関わる費用は､経済産業省 ｢医療情報化促進事業｣を中心に負担されます｡｢医療情

報化促進事業｣実施中は､あなたやご家族の方に対し､この事業に係る費用を請求することは

一切ありません｡

※一般診療に係る費用は､通常どおり自らで負担する費用があります｡

※事業に参加 ･協力いただいたことに対する金銭を含めた報酬はありません｡

4.個人情報の保護

また個人情報の取り扱いについては､患者さんの氏名等の個人情報や､患者さんに関わる診

療情報といった機密性の高い情報を扱うことから､個人情報の適切な管理､運用の方針を定め､

実施体制を確立していきます｡個人情報保護のためのセキュリティ対策としては､現在制定さ

4
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れている ｢個人情報保護に関する培律｣､｢個人情報保護に関する専門家からの提言｣やシステ

ム開発組織で定めている｢個人情報保護方針｣｢個人情報保護規定｣等の標準額に従い対策を立

てますD事業結果などの公表にあたっても,個人が識別できる情報は一切公表されることはあ

りません｡

本事業ではオンデマンドVPN回線という非常に機密性が高い､安全な回線をデータ送付に使用し､

データ保存は2重に施錠された部屋で通常のインターネットに接続されないコンピューターを

使用します｡最適のセキュリティ対策が施され､個人情報漏洩のリスクは非常に低いと考えら

れます｡万一の漏洩時には早急に対処し､最善の処置を行いますが､お見舞金や各種手当て等

この事業に特別な経済面の補償があるわけではありません｡

5.同意撤回の自由

この事業に同意するかどうかは,自由です｡たとえ､同意しなくても今後の治療に於いて不

利益を受けることは決してありません｡また､いったん事業に同意した後でも､いつでも同意

を撤回することができます｡同意を撤回した場合でも,不利益を被ることなく従来の治療を受

けることができます｡

6.情報の管理

あなたの医療情報から得られた結果は事業責任者が組織的､人的､物理的及び技術的安全管理

対策を行って､保存します｡個人情報があなたの同意なく外部へ提供されることは特別な場合

を除いてありません｡

7.データの報告について

事業の結果は､医療情報化による医療連携の促進､小児がん患者の生涯にわたJるQOL向上のた

めに貴重な情報であり､大変有益な情報です｡患者さんの個人情報が明らかとならないよう十

分に配慮した上で､結果を報告書で公表させて頂きます｡

8.参加に当たって
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この事業では､あなたもしくはそのご家族の方の同意を文書で得ることが定められていますO

以上の内容を十分にご理解いただき､納得された上で同意書に署名をお願いします｡不明な点

や不安なことがありましたら､ご遠慮なく担当医にお尋ね下さい0

9.この事業の承認について

この事業は､担当医の施設の長または科長の方から審議され､本事業が"医の倫理"に適合し､

計画の妥当性が評価されると承認を受けて実施されるものです｡また､施設によっては倫理委

員会という機関でこの審議 ･承詠が行われます｡

10.この事業に関するご質問先

この事業に関するご質問は担当医または下記にご相談ください｡

中川原 章 (なかがわら あきら)､上候 岳彦､永瀬 浩喜､中村 洋子､大平 美紀

千葉県がんセンター事業所 ･小児がん検体センター

住所 :〒260-0801 千葉県千葉市中央区仁戸名町666-2

電話 :043-264-5431 FAX :043-265･4459

E-mail:akiranak@chiba一cc.Jp

用語集

オンデマンドWN :インターネット上で利用者が必要なとき (オンデマンド)に仮想的な専用

線を構築し､セキュリティを担保することO

小児がん長期フォローアップ:医療者が小児がん経験者を長期的に診察･治療することによって､

小児がん経験者の健康管理､晩期合併症の予防 ･早期発見･早期治療を通じてQOL(生活の質)

の向上を目指すことO

シームレスな地域連携医療:医療機関等が患者のQOL等の向上を目指し､一定の地域､さらには

6
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地域を越えた関係者間において必要な医療情報を､ITを活用してシームレスに共有し疾病の管

理を行う仕組み｡

どこでもMY病院 :QOL(生活の質)向上のために､国民が自らの医療 ･健康情報を､IT(情報

技術)を用いて管理することで､自ら活用できる仕組み｡

長期ケア:患者が自らの情報を管理することによって､長期的に自分の健康を管理することo

IT:ⅠnformationTechnology ｢情報技術｣のことで､コンピューターやデータ通信に関する技

術の総称｡

データベース :たくさんのデータを蓄積して簡単に利用するための仕組み｡

医療情報化促進事業 :IT活用によって､すべての国民が地域を問わず､質の高い医療サービス

を受けられる社会を実現することを目指す活動｡

セキュリティ:コンピューターを利用する上での安全性Oコンピューター-の不正なアクセス

やデータの作り変えなどの問題を扱い､対処すること｡
＼

医療情報 :あなたの症状､検査値など医療に開通する情報｡

個人情報 :個人に関する情報で､特定の個人を識別できるもの(例氏名､住所､電話番号など)

個人を特定し識別できる手掛かりとなる情報のこと｡配慮なく公開すべきでないプライバシー

にあたること｡具体例 :住所､氏名､年齢､性別､生年月日､電話番号 (基本情報) ｡
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経済産業省委託実証事業 ｢医療情報化促進事業｣採択

｢小児がん長期ケア事業｣実証事業

同意書

私は､"経済産業省委託実証事業 ｢医療情報化促進事業｣採択 ｢小児がん長期ケア事業｣シーム

レスな地域連携医療実証事業"について､担当医師より以下の項目について文書を用いた説明

を受け､十分理解いたしましたので､事業-の参加に同意します｡

① 事業の意義

② 事業の目的

③ 事業の方法

⑥ 予想される結果と不利益

6)事業参加の同意は私の自由意志にもとづくこと
⑥ 同意の撤回について

⑦ プライバシーの保護と事業結果の発表について
⑧ 資料の閲覧について

@ 事業組織および責任者

⑩ 問い合わせ先

口
□
ロ
ロ
ロ
ロ
ロ
ロ
ロ
ロ

ご理解のうえ､同意された項目にはチェックをお願いします｡

同 意 日: 平成 年 月 日

氏 名 :

代 託 者

氏 名 : (続柄 )

医 師

説 明 日: 平成 年 月 日

説明医師名 :
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経済産業省委託実証事業 ｢医療情報化促進事業｣採択

｢小児がん長期ケア事業｣実証事業

同意撤回書

私は､"経済産業省委託実証事業 ｢医療情報化促進事業｣採択 ｢小児がん長期ケア事業｣シーム

レスな地域連携医療実証事業"について､担当医師より文書を用いた説明を受け､十分理解し､

事業-の参加に同意しましたが､この同意について撤回したくお願いいたします｡

同 意 撤 回 日: 平成 年 月 日

氏 名 :

代 託 者

氏 名 : (続柄 )
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経済産業省委託実証事業 ｢医療情報化促進事業｣採択

｢小児がん長期ケア事業｣実証事業

説明文書

1. はじめに.

あなたの病気についてはこれまでに担当の先生から説明してもらったと思います｡あなたの

病気は白血病やリンパ腫という血液のがんや､卓越 算遠や寝技結尚遠という｢がんのかたまり｣

を作る固形月重蕩かもしれませんが､いずれにせよ"小児がん''という子どものがんの1種類です｡

"小児がん"は､漁りやすいものから､様々な治療が必要なものまでいろいろあります｡

現在小児がんは治りにくいものも含めて､100人のうち70-80人以上が治るようになっていま

すが､以前に小児がんが治った人たちの100人に50人くらいに答辞産 (ある病気､またはその
治療がもとになって起こる別の病気)がおこってしまうことが外国を含めた過去の経験からわ

かっていますO治療が始まり､終わってからもずっと先まで､あなたのこの病気の内容 ･病気

による症状 ･病気や治療によっておこる副作用や合併症の情報は､ほとんどの場合は最初に治

療してくれた病院の中だけにあります｡この情報を､他のお医者さんやあなたを助けてくれる

社会の人たちと簡単に､安全に伝え･同じ様に利用できる (共有する)仕組み(システム)は日本

にはほとんどありません｡私たちのグループは､この仕組み(システム)を､様々な面から考え､

作り上げることにより､あなたの様な小児がん患者さんの一生にわたる生活の質 (QOL:クオリ

ティ･オブ･ライフ｡ひとりひとりの人生の内容や､社会的にみた生活の中身を意味する｡)が

良くなるように役立てたいと考えており､政府の中の経済産業省からこの仕事 ･事業を行うよ

うにたのまれました｡

この仕事･事業の必要性や大切さについて理解し (わかって)､事業を作ることに参加してく

れればうれしいです｡

1,仕組み(システム)の検討 ･構築方法について

(1)"シームレスな医療蓮挨"(切れ目のない病院と病院や診療所のつながり)について

後で示すあなたの病気の情報を､インターネットを使って小児がんを治療した病院のお医者さ
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中学生以上未成年2

んに登録してもらいます｡この事業ではあなたのこれらの情報を､小児がん治療病院とあなた

のかかりつけ医との間でインターネットを通じて受け渡し･共有を安全に行う仕組み(システ

ム)を､様々な面から考えて､作り上げます｡十分しっかりと安全対策を行ってから､情報を伝

えますO小児がん治療病院とあなたのかかりつけ医との間で簡単に安全に医療情報をやりとり

か ぜ
することによって､小児がんの治療中に風邪などでかかりつけ医にかかる時に簡単にみてもら

えるだけでなく､採血の回数を減らしたり､感染症の予防をしたりして､小児がんそのものの

治療を休まずに続けられるようにできるでしょう｡

また小児がんを治すために抗がん剤による化学療法､放射線療法､外科手術､移植治療など

の様々な治療を行ったことが原因で､元の病気が治った後におこってしまう合併症(晩期または

長期合併症と言います)についても病院の先生から説明してもらったことと思います.これらの

合併症はすべての人に出るわけではありませんが､腎臓や心臓や肝臓の働きが悪くなる､内分

泌系の働きが良くない (ホルモンの働きが悪くなって身長が伸びない､おとなのからだになる

のが遅くなる･早くなる､妊娠しにくくなるなど)､血圧が高い､髪の毛の減るなどがあります｡

このような合併症がある時も､無い時でも合併症は後で出てくるかも知れないので一生にわた

って経過を見てゆくことを長期フォローアップと言います｡この長期合併症についても小児が

ん治療病院とあなたのかかりつけ医との間でのうまく医療情報を受け渡すシステムができるこ

とよって､あなたの生活の質をよくできるようになればよいと思います.たとえば､あなたが

大学に行く時や就職で住むところが遠くなって､合併症を続けてみてもらう時に診療する病院

を変えなければならない時､これまでの治療情報が十分にかつ安全に､コンピューターの情報

として新しい病院に受け渡されるシステムを作ることができます｡また､元の病院の主治医の

先生が別の病院-転勤しても､新たな病院に電子データによる医療情報を上手に引き渡すこと

ができます｡

この簡単にすばやく､切れ目が無く､安全な医療情報を病院の間で伝達することを `̀シームレ

スな医療連携"と考えていますO

伝える情報は1.診断情報､2.治療情報､3.フォローアップ情報の3つに大別されます｡
1.■診断情報(現在は神経芽腫の場合のみ)

あなたの名前､生年月日､診断年月日､先生の連絡先､病気の詳しい内容 (血液検査､尿検査､

レントゲンやcTやMRI､鼓撮鏡検査の結果､がん遺伝子の検査結果など)
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中学生以上未成年2

2.治療情報(小児がん全般)

抗がん剤を使った順番と量 (プロトコール)､蓮題辞霜鳥接縫､放射線療法､手術などの情報､

治療中の様々な合併症､輸血などの情報を全部

3.フォローアップ情報(小児がん全般)

病院に来た日､診察内容､薬や注射などの治療内容､レントゲンやCT,MRIなどの画像データ､

身長や体重､順調におとなのからだになっているか､血液 ･尿検査結果などの情報｡

治療が全部終わった時の合併症情報､長期フォローアップ計画 (これからどんな検査をどれく

らいの回数で行っていくか)

これらの医療情報､および個人情報が "小児がんデータベース"という非常にしっかりと安全

対策が行われたコンピューターの中のデータベース (記録したものをしまって､後で簡単に取

り出せるようにしておく場所)に保存しておきます｡

患者情報

㊤ [三重 〕画
~ー■同率P r

主治医から患者に引継<情報
患者自らが身を守るために必要な情報
本入稿名告知･坑かん剤捷用量･放射強照射量･
茂知の合併症･身体対立･性成熟度･施行挟ま.

アレルギー･ワクチン･芸寺平 等情報

長期ケア用
データベース

患者･豪族が
長期ケ7サービス利用を希望する場合

長期ケアサー･ビス
申込･実約

- ◆

笛盗 hTNePVaomkT
思 諾 蛋-

級

主事.家長は主治唇から引#いた環七を
rNPO法人TeamNET｣のデータペ-スヘ保管
-rE責情報課かリ.均携サービスJ自らが活用しやすい形に拝報を指&し.耗急特･成人鼓の長期治寺等へ活用,
J匡責情削*含サマFJ一作成･簸扶サービ声J
rリスク情報紬か 集f･鐘供サービスJ ;
必事に応じてrNPO送入TeamNET｣が捷鉄する音溝サーヒスを利用

図.この事業の内容を示す図

(2)"どこでもMY病院"との協力について
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中学生以上未成年2

長期合併症が心配になるころには､あなたも中学･高校生､または大人になっているでしょう｡

あなたが自分自身でこれらの病気にかかわる問題について悩み､自分で問題を解決していかな

ければならないかもしれませんOこれらの長期合併症に対して最初の小児がん治療痛院の先生

が全部みてくれる場合もありますが､大人の専門の先生でなければみられない病気の時や､大

学入学､就職などでご両親のいる実家を離れなければならない時には､長期合併症に対応して

くれる先生･かかりつけ医が必要になります｡今までは､長期合併症に対応してもらうには､小

児がん治療病院の先生-の手紙による問い合わせが必要でしたが､簡単なものしか用意できま

せんでした｡これから長期合併症の診察･治療に必要な医療情報を選び出し(図をみてください)､

あなたが自分で管理･使用する医療情報集 "MY病院データベース"をあなたのような患者さん･

医療にかかわる人･社会が協力して作り上げることによって､未来のあなたが簡単に他の病院や

診療所で治療や検査を受けることができ､社会の助けを受けられ､生活の質をよくすることが

できるようにシステムを作りたいと思います｡

"どこでもMY病院"事業に参加するためには別に入会申し込み書が必要です｡別にお渡しする

説明書をよく読んで､あなたの保護者の方と一緒考え､協力できるなら入会申し込み書に記入

して提出してださい｡

(3)情報の利用について

病院の治療で使用したあなたの名前や住所や生年月日などの個人情報と､病名や治療方法な

どの医療情報はコンピューターの中のデータベースに保存させていただきます｡保存した情報

は､将来計画される同じようなシステムを作る仕事が行われる時にも貴重なものとなるので､

将来の事業のために使わせてもらうことがあります｡もちろん個人情報が外に漏れることはあ

りません｡

2.この事業に同意することで予想される利益 ･不利益 (得すること､損すること)

これらの事業の結果は､あなたの今の治療をどうするか決めるためには使いませんし､新し

い治療を行うわけではないので､今後治療を行う時に損することも､得することもありません｡

また､新たに身体に問題が起こることもありません｡

3.事業に参加するための費用

4
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中学生以上未成年2

この事業を行うにあたり､あなたとご両親はお金を払う必要はありません｡費用は､経済産業

省 ｢医療情報化促進事業｣を中心に負担しますのであなたやご家族の方に対し､この事業に必

要な費用を請求することは-切ありません｡

※一般診療に必要な費用は､通常どおりあなたのお家で払う必要があります｡

※事業に参加 ･協力いただいてもお礼にお金が支払われることはありません｡

4.個人情報の保護

個人情報とは名前や住所や生年月日などあなたがどこのだれかを示す情報を言います｡この

個人情報や､患者さんの診療情報といった､とても大切で他人には知られたくない情報は厳重

に管理されなければなりません｡この事業の中でも個人情報の正しい管理､使い方の方針を決

め､事業を行う体制を確立していきます｡個人情報保護のために国や様々なところで決められ

ている法律や決まりを守って､情報が漏れないように対策を立てます｡事業結果などを発表す

る時も,個人がわかる情報は一切公表されることはありません｡

この事業では特別に情報が漏れにくいコンピューター用回線を使います｡データ保存には2重に

鍵をかけた部屋で普通のインターネットに接続されないコンピューターを使います｡このため

個人情報が漏れる危険は非常に低いと考えられます｡それでも万一情報がもれた時には大至急､

最善の処置を行いますが､お見舞金や各種手当て等が支払われるわけではありません｡

5.参加同意撤回の自由

この事業に参加するかどうかは自由です｡たとえ､参加しなくても今後の治療で損をするこ

とは決してありません｡また､いったん参加に同意した後でも､いつでも参加をやめることが

できます｡参加をやめた場合でも,今まで通りの治療を受けることができます｡

6.情報の管理

あなたの個人情報や病気に関する情報と､その情報がどう使われたかという情報は事業の責任

者が様々な対策を行って保存しますOあなたの個人情報があなたの許可無く他の機関やだれか

5
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中学生以上未成年2

に提供されることは特別な場合を除いてありませんC

7.デ-タの報告について

事業の結果は､医療情報化による医療班 .e'促進､小児がん患者の生涯にわたるQOL向上のた

めに貴重な情報であり､大変有益な情報です｡患者さんの個人情報が明らかとならないよう十

分に配慮した上で､結果を報告書で公表させて頂きます｡

8.参加に当たって

この事業では､あなたもしくはそのご家族の方の参加の同意を文書にすることが定められて

います｡以上の内容を十分にご理解し､納得できたら同意書に署名をお願いします｡不明な点

や不安なことがありま.したら､ご遠慮なく担当医にお尋ね下さい｡

9.この事業の承貢削こついて

この事業は､担当医の病院の長または科長の方が十分検討して､この事業が医療を行う時の道

徳にあっており､計画どおり行ってよいと承認を受けて行われるものです｡.また､病院によっ

ては鹿追委員会という委員会で検討され､承認が行われます｡

11.この事業に関するご質問先

この事業に関するご質問は担当医または下記にご相談くださいo

中川原 章 (なかがわら あきら)､上値 岳彦､永瀬 浩喜､中村 洋子､大平 美紀

千葉県がんセンター事業所 ･小児がん検体センター

住所 :〒260･0801 千葉県千葉市中央区仁戸名町666-2

電話 :043-264-5431 FAX :043･265-4459

E･mai1:akiranak@chiba-cc.jp
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用語集

#シームレスな地域連携医療:痛嘆や医院の先生たちが患者のQOL等の向上を目指し､コンピュ

ーターを活用して､一定の地域､さらには地域を越えた関係者の間において必要な医療情報を､

どこにいても共有できて､病気の管理をいつでもどこでも切れ目なく行う仕組み｡

#どこでもMY病院 :QOL(生活の質)向上のために､患者さんが自分の医療 ･健康情報を､コ

ンピューターを用いた情報を自ら管理することで､活用できる仕組み｡

#医療情報化促進事業 :コンピューターの情報技術を活用することによって､すべての国民が

地域を問わず､質の高い医療サービスを受けられる社会を実現することを目指す活動｡

#医療情報 :あなたの病気の症状､病名､検査値､画像､薬や注射の内容など治療を受けたこ

とに関連する情報｡

#個人情報 :個人を特定できるもので､どこのだれかが分かってしまう情報のこと｡住所､氏

名､年齢､性別､生年月日､電話番号､病気の内容など､配慮なく見知らぬ多くの人に知らせ

るべきでないプライバシーにあたること｡
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経済産業省委託実証事業 ｢医療情報化促進事業｣採択

｢ノJ､児がん長期ケテ事業｣実証事業

同意書

私は､"経済産業省委託実証事業 ｢医療情報化促進事業｣採択 ｢小児がん長期ケア事業｣シーム

レスな地域連携医療実証事業"について､担当医師より以下の項目について文書を用いた説明

を受け､十分理解いたしましたので､事業-の参加に同意します.

① 事業の意義

② 事業の目的

(診 事業の方法

① 予想される結果と不利益

⑤ 事業参加の同意は私の自由意志にもとづくこと

⑥ 同意の撤回について

⑦ プライバシーの保護と事業結果の発表について

⑧ 資料の閲覧について

⑨ 事業組織および責任者

⑳ 問い合わせ先

ロ
ロ

ロ
ロ
ロ

ロ

ロ
ロ
ロ
ロ

ご理解のうえ､同意された項目にはチェックをお願いしますO

同 意 日: 平成 年 月 日

氏 名:

代 託 者

氏 名: (続柄 )

医 師

説 明 日: 平成 年 月 日

説明医師名 :
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経済産菓省委託実証事業 ｢医療情報化促進事業｣採択

｢小児がん長期ケア事業｣実証事業

同意撤回書

私は､"経済産業省委託実証事業 ｢医療情報化促進事業｣採択 ｢小児がん長期ケア事業｣シーム

レスな地域連携医療実証事業"について､担当医師より文書を用いた説明を受け､十分理解し､

事業-の参加に同意しましたが､この同意について撤回したくお願いいたしますb

同 意 撤 回 日: 平成 年 月 日

氏 名:

代 託 者

氏 名 :

-38-

(続柄 )
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経済産業省委託実証事業 ｢医療情報化促進事業｣採択

｢小児がん長期ケア事業｣実証事業

説明文書

1. はじめに

あなたの病気についてはこれまでに担当の先生から説明してもらったと思います｡あなたの

病気は "小児がん"という子どものがんの1種類です｡"小児がん"は､治りやすいものから､様々

な治療が必要なものまでいろいろあります｡

現在小児がんは治りにくいものも含めて､100人のうちの多くが治るようになっていますが､

以前に小児がんが治った人たちの半分くらいに答瀞産 (ある病気､またはその治療がもとにな

って起こる別の病気)がおこってしまうごとがわかっています｡治療が始まり､終わってから

もずっと先まで､あなたのこの病気の内容は最初に治療してくれた病院だけが知っていますO

この病気の内容を､他のお医者さんに知らせる仕組みがありません｡私たちのグループは､こ

の仕組みを､様々な面から考え､作り上げることにより､あなたの様な′J､児がん患者さんの生

活が良くなるように役立てたいと考えております｡

この仕事･事業の必要性や大切さについて理解し(わかって)､事業を作ることに参加してく

れればうれしいです｡

1.仕組み(システム)の検討 ･構築方法について

(1)"シームレスな医療蓮挨"(切れ目のない病院と病院や診療所のつながり)について

後で示すあなたの病気の内容を､インターネットを使って小児がんを治療した病院のお医者さ

んに登録してもらいます｡この内容を､最初に治療してくれた病院とあなたのかかりつけ医と

の間でインターネットを通じて安全に受け渡します｡これによって､小児がんの治療中に嵐轟な

どでかかりつけ医にかかる時に簡単にみてもらえるだけでなく､採血の回数を減らしたり､感

染症の予防をしたりして､小児がんそのものの治療を休まずに続けられるようにできるでしょ

う｡

また小児がんを治すための様々な治療が原因で､おこってしまう合併症についても病院の先

1
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生から説明してもらったことと思います｡これらの合併症はすべての人に出るわけではありま

せんが､後で出てくるかも知れないので一生にわたって経過を見てゆくことを長期フォローア

ップと言います｡この長期合併症についても病院とあなたのかかりつけ医との間でうまく連絡

できることによって､あなたの生活をよくできるようになればよいと思います｡たとえば､あ

なたが大学に行く時や就職で住むところが遠くなって､合併症を続けてみてもらう時に診療す

る病院を変えなければならない時､これまでの病気の内容が十分にかつ安全に､コンピュータ

ーの情報として新しい病院に受け渡すことができます｡また､元の病院の主治医の先生が別の

病院-転勤しても､新たな病院に病気の内容を知らせることができます｡

この簡単にすばやく､切れ目が無く､安全に病気の内容を病院の間で伝えることを p̀シームレ

スな医療連携"と考えていますD

伝える内容は1.診断､2.治療､3.長期フォローアップの3つに大別されます｡

1.診断(現在は神経芽腫の場合のみ)

あなたの名前､生年月日､診断年月日､先生の連絡先､病気の詳しい内容 (血液検査､尿検査､

レントゲンやcTやMRI､捕 鏡検査の姦果､がん遺伝子の検査結果など)

2.治療(小児がん全般)

抗がん剤を使った順番と量 (プロトコール)､蓬監経絡巌道産､放射線療法､手術など､

治療中の様々な合併症､輸血などの記録｡

3.長期フォローアップ(小児がん全般)

病院に来た日､診察内容､薬や注射などの治療内容､レントゲンやcT,MRIなどの画像データ､

身長や体重､順調におとなのからだになっているか､血液 ･尿検査結果などの記録｡

治療が全部終わった時の合併症情報､長期フォローアップ計画 (これからどんな検査をどれく

らいの回数で行っていくか)

これらの医療の内容が "′J､児がんデータベース"という非常にしっかりと安全対策が行われた

コンピューターの中のデータベース (記録したものをしまって､後で簡単に取り出せるように

しておく場所)に保存しておきます｡
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患者情報

旦 〔三重 〕密
ー■耕 一

主治医から患者に引継ぐ倍幸貰
患者自らが身を守るために必要な情報
本入京名告知･抗がん剤任用量･放射魚用封量･

庶知の合併症･身体頴走･牲成熟度･施行牧童･
7レルギー･ワクチン･芸忌IE等情報

長期ケア用
データベース

患者･豪族が
長期ケアサービス利用を尊重する集合

長瀬ケアサービス

､甲琴退､

題濫温hTNePV80m% T
思 諾賢 -

a

玉手･宗族Ei主治Eから引鮭いた情報を
｢NPO法人TeanNETJのデータベースへ保管
J 盲鮒 報荒かりIH供サービス｣

自らが活用しやすい形に倍鞍をk集し､井息II･成人itの
長瀬泊鼓 等へ活F8
-r医長信頼強食サマIJ一作J&･提供サービスI
rリスクfi報抽出･保管･遠鉄サービス｣,
盛事に応じてrNPO法人TeanNET.Jが拍供する各Iサービスを利用

図.この事業の内容を示す図

(2)"どこでもMY病院"との協力について

長期合併症が心配になるころには､あなたも中学･高校生､または大人になっているでしょうD

あなたが自分自身でこれらの病気にかかわる問題について悩み､自分で問題を解決していかな

ければならないかもしれません｡これらの長期合併症に対して最初の小児がん治療病院の先生

が全部みてくれる場合もありますが､大人の専門の先生でなければみられない病気の時や､大

学入学､就職などでご両親のいる実家を離れなければならない時には､長期合併症に対応して

くれる先生･かかりつけ医が必要になります｡今までは､長期合併症に対応してもらうには､小

児がん治療病院の先生-の手糖による問い合わせが必要でしたが､簡単なものしか用意できま

せんでした｡これから長期合併症の診察･治療に必要な医療の内容を選び出し(図をみてくださ

い)､あなたが自分で管理･使用する医療情報集 "MY病院データベース"を作ります｡これによ

って､将来のあなたは簡単に他の病院や診療所で治療や検査を受けることができます｡

"どこでもMY病院"事業に参加するためには別に入会申し込み書が必要ですO別にお渡しする

説明書をよく読んで､あなたの保護者の方と一緒考え､協力できるなら入会申し込み書に記入

して提出してださい｡
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(3)情報の利用について

病院の治療で使用したあなたの名前や住所や生年月日などの個人情報と､病名や治療方法な

どの医療の内容はコンピューターの中のデータベースに保存させていただきます｡保存した内

容は､将来計画される同じようなシステムを作る仕事が行われる時にも貴重なものとなるので､

将来の事業のために使わせてもらうことがあります.もちろんこれらが外に漏れることはあり

ません｡

2.この事業に同意することで予想される利益 ･不利益 (得すること､損すること)

これらの事業の結果は､あなたの今の治療をどうするか決めるためには使いませんし､新し

い治療を行うわけではないので､今後治療を行う時に損することも､得することもありません｡

また､新たに身体に問題が起こることもありません｡､

3.事業に参加するための費用

この事業を行うにあたり､あなたとご両親はお金を払う必要はありません｡費用は､経済産業

省 ｢医療情報化促進事業｣を中心に負捜しますのであなたやご家族の方に対し､この事業に必

要な費用を請求することはありません｡

※一般診療に必要な費用は､通常どおりあなたのお家で払う必要があります｡

※事業に参加 ･協力いただいてもお礼にお金が支払われることはありません｡

4.個人情報の保護

個人情報とは名前や住所や生年月日などあなたがどこのだれかを示す情報を言います｡この

個人情報や､患者さんの診療情報といった､とても大切で他人には知られたくない情報は厳重

に管理されなければなりません｡この事業の中でも個人情報の正しい管理､使い方の方針を決

め､事業を行う体制を確立していきますO個人情報保護のために国や様々なところで決められ

ている法律や決まりを守って､情報が漏れないように対策を立てます｡事業結果などを発表す

る時も,個人がわかる情報は一切公表されることはありません｡

この事業では特別に情報が漏れにくいコンピューター用回線を使いますoデータ保存には2重に

4
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鍵をかけた部屋で普通のインターネットに接続されないコンピューターを使います｡このため

個人情報が漏れる危険は非常に低いと考えられます｡それでも万一情報がもれた時には大至急､

最善の処置を行いますが､お見舞金や各種手当て等が支払われるわけではありませんO

5.参加同意撤回の自由

この事業に参加するかどうかは自由です.たとえ､参加しなくても今後の治療で損をするこ

とは決してありません｡また､いったん参加に同意した後でも､いつでも参加をやめることが

できます｡参加をやめた場合でも,今まで通りの治療を受けることができます｡

6.情報の管理

あなたの個人情報や病気に関する内容と､それらがどう使われたかということについては事業

の責任者が様々な対策を行って保存します｡あなたの個人情報があなたの許可無く他の機関や

だれかに提供されることは特別な場合を除いてありません｡

7.データの報告について

事業の結果は､病院や医院の間の連絡のしやすさの現善､患者さんの生活の改善のために貴

重な情報であり､大変役に立つ情報です｡患者さんの個人情報が明らかとならないよう十分に

配慮した上で､結果を報告書で公表させて頂きます0

8.参加に当たって

この事業では､あなたもしくはそのご家族の方の参加の同意を文書にすることが定められて

います.以上の内容を十分にご理解し､納得できたら同意書に署名をお願いします｡不明な点

や不安なことがありましたら､ご遠慮なく担当のお医者さんにお尋ね下さい0

9.この事業の承認について

この事業は､担当のお医者さんの病院長または科長の先生が十分検討して､この事業が医療を

5
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行う時の道徳にあっており､計画どおり行ってよいと承認を受けて行われるものです｡また､

病院によっては鳥越委員会という委員会で話し合われ､許可されます0

11.この事業に関するご質問先

この事業に関するご質問は担当のお医者さんまたは下記にご相談ください｡

中川原 章 (なかがわら あきら)､上候 岳彦､永瀬 浩喜､中村 洋子､大平 美紀

千葉県がんセンター事業所 =J､児がん検体センター

住所 :〒260-0801 千葉県千葉市中央区仁戸名町666-2

電話 :043126415431 R匁Ⅹ :043･265-4459

E･mai1:akiranak@chiba-ccjp

用語集

#シームレスな地域連携医療 :病院や医院の先生たちが患者の生活の質等の向上を目指し､コ

ンピューターを活用して､一定の地域､さらには地域を越えた関係者の間において必要な医療

情報を､どこにいても共有できて､病気の管理をいつでもどこでも切れ目なく行う仕組み｡

#どこでもMY病院:生活の質の向上のために､患者さんが自分の医療･健康情報を､コンピュ

ーターを用いた情報を自ら管理することで､活用できる仕組み｡

#医療情報化促進事業 :コンピューターの情報技術を活用することによって､すべての国民が

地域を問わず､質の高い医療サービスを受けられる社会を実現することを目指す活動｡

#医療情報 :あなたの病気の症状､病名､検査値､画像､薬や注射の内容など治療を受けたこ

とに関連する情報｡

#個人情報 :個人を特定できるもので､どこのだれかが分かってしまう情報ゐこと｡住所､氏

名､生年月日､電話番号など､配慮な■く見知らぬ多くの人に知らせるべきでないプライバシー

にあたること｡
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経済産業省委託実証事業 ｢医療情報化促進事業｣採択

｢/ト児がん長期ケア事業｣実証事業

同意書

私は､"経済産業省委託実証事業 ｢医療情報化促進事業｣採択 ｢/J､児がん長期ケア事業｣シーム

レスな地域連携医療実証事業"について､担当医師より以下の項目について文書を用いた説明

を受け､十分理解いたしましたので､事業への参加に同意します｡

① 事業の意義

② 事業の目的

(罫 事業の方法

④ 予想される結果と不利益

⑤ 事業参加の同意は私の自由意志にもとづくこと
⑥ 同意の撤回について

⑦ プライバシーの保護と事業結果の発表について
⑧ 資料の閲覧について

⑨ 事業組織および責任者

⑳ 問い合わせ先

□
□
□
□
□
□
□
□
□
□

ご理解のうえ､同意された項目にはチェックをお廉いします｡

同 意 日: 平成 年 月 日

氏 名 :

代 託 者

氏 名 : (続柄 )

医 師
説 明 ~目: 平成 年 月 日
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経済産業省委託実証事業 ｢医療情報化促進事業｣採択

｢小児がん長期ケア事業｣実証事業

同意撤回書

私は､"経済産業省委託実証事業 ｢医療情報化促進事業｣採択 ｢小児がん長期ケア事業｣シーム

レスな地域連携医療実証事業"について､担当医師より文書を用いた説明を受け､十分理解し､

事業-の参加に同意しましたが､この同意について撤回したくお願いいたしますO

同 意 撤 回 日: 平成 年 '月 日

氏 名:

代 託 者

氏 名 :

ー46-
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経済産業省委託実証事業 ｢医療情報化促進事業｣採択

｢小児がん長期ケア事業｣実証事業

説明文書

1.はじめに

あなたのご病気についてはこれまでに担当医の方からご説明が行われたと思われますので､

概略をお話します｡あなたのご病気は 小̀児がん"という子供の悪性腫癌です｡"小児がん"は､悪

性の程度が軽いものから､悪性の程度が高く様々な治療を行っても治りにくいタイプのものま

で広く分かれています｡

この"小児がん"に対しては様々な治療法が行われ､現在小児がんの治癒率は70数%と向上

し長期生存率が向上しておりますが､長期生存者の50%以上の方に合併症が存在することがわ

かっています｡しかしながら､治療中･治療後･治癒後の長期にわたって､あなたのこの病気に

関する情報･病期による症状･治療に伴う副作用･合併症の情報を医療者･社会と効率よく､安

全に伝達･共有する仕組み(システム)は完成していません｡私たちの事業体は､この仕組み(シ

ステム)を､様々な面から検討し､構築させていただくことにより､あなたの様な小児がん患者

さんの生涯にわたるQOL向上に役立てたいと考えており､このために経済産業省からこの事業を

委託されました｡

この事業の意義についてご理解いただき､事業にご参加いただければ幸いです｡

2.仕組み(システム)の検討 ･構築方法について

(1)"シームレスな医療連携"について

下記医療情報をオンラインで小児がん治療病院担当医の方に登録していただきます｡本事業で

はあなたのこれらの情報について､小児がん治療病院とあなたのかかりつけ医との間での伝

達･共有し､インターネヅトを介して円滑･かつ安全に行う仕組み(システム)を､様々な面から

検討し､構築させていただきます｡情報の安全な伝達管理が最も重要ですので､小児がん治療

病院とあなたのかかりつけ医との間での伝達 ･共有については入念なセキュリティ対策の基に

情報を伝達します｡小児がん治療病院とあなたのかかりつけ医との間での円滑な医療情報の伝

達･共有によって､採血の回数を減らしたり､小児がん治療中のかかりつけ医でのプライマリ･

1
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ケア (風邪や下痢などの初期治療)を円滑に行い､小児がん治療を遅延無く､安全に行えるメ

リットがあります｡

また小児がんに対して､抗がA(剤による化学療法､放射線療法､外科手術､移植療法などの様々

な治療を行い､治癒した後の合併症(晩期合併症と言います)についても担当医の方から治療内

容の説明を受けられたことと存じます｡これらの合併症には､腎障害､心臓の機能の障害､内

分泌系の障害 (低身長‥2次性徴の遅延､不妊症など)､肝臓の機能の障害､血圧の異常､二次

性の悪性腫癌の発症､頭髪の減少などがあります｡この晩期合併症についても小児がん治療病

院とあなたのかかりつけ医との間での円滑な医療情報の伝達によって､あなたのQOL(クオリテ

ィ･オブ･ライフ:生活の質｡ひとりひとりの人生の内容の質や社会的にみた生活の質を意味す

る｡)向上を達成できる可能性があります｡具体的には､あなたが進学や就職で合併症を継続的

に診療する病院が違う地域となるとき､これまでの医療情報が充分に且つ安全迅速に電子的に

新しい病院に伝達されます｡また､元の病院の主治医の先生の転任等の際にも､新たな主治医

の先生に電子データによる医療情報が円滑に引き渡されます｡

この円滑で､切れ目が無く､安全な医療情報の医療者間の伝達を "シームレスな医療連携"と

考えています｡

患春情報1

旦 [垂]密
蕪-1-

主治医から患者に引継ぐ情報
患者自らが身を守るために必要な情報
本人房事告知･抗がん粥使用量･放射強用射量･
FS知の合BF症･身体gI走･性成熟度･施行牧童･
アレルギー･ワクチン･芸急事 等情報

長期ケア用

データベース

患者･豪族が
長期ケアサービス利用を希望する場合,

長期ケアサービス
ItlI..:r.

ぷ 監 箪 笥NePVaomRT

貰 曽 議 宗㌘-

醍

.gi寺･菓集は主治医から引継いだ情報を
rNPO法人TeamNETJのデータベースへ保管
J 匡ヰ情報預かり･浅供サ-ビスJ
自らが活用しやすい形に借軽を好JEL､X急時･成人社の長瀬治凄等へ活用 ､)
-｢匡鮒 耗托合サマTJ一作成･提供サービス｣
nJスク信I耶4出･保f･浅鉄サ-ビスJ
必事に応じてrNPO法人TeamNET｣が長供する告辞サービスを利用

図.本事業の概要

伝達する情報は1.診断情報､2.治療情報､3.フォローアップ情報の3つに大別されます｡
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1.診断情報(神経芽腫の場合)

氏名､施設名､担当医師名､医療施設電話番号･医療施設FAX番号､担当医師e-mailアドレス､

生年月日､診断年月日､検体採取日､性別､病期､血液･生化学データ (尿VMA,尿HVA,血清

NSE)､画像データ (超音波､cT,MRI,シンチグラフィ)､病理診断 ･病理画像データ

腫癌MYCNコピー数､DNAploidy値

2.治療情報(小児がん全般)

プロトコール､抗がん剤の使用量､造血幹細胞移植関連情報､放射線療法関連情報､手術関連

情報､治療中非血液学的合併症､輸血関連情報

3.フォローアップ情報(小児がん全般)

受診日､治療内容 (診察内容､処方 ･投薬､治療内容)､画像データ (CT)､身体測定情報､性

成熟度情報､施行検査 (血液検査等)情報､治療終了時の晩期合併症情報､長期フォローアッ

プ計画

これらの医療情事臥 および個人情報が "小児がんデータベース"という高度なセキュリティ対

策が行われたデータベースに安全に蓄積されます｡

(2)"どこでもMY病院"との連携について

晩期合併症が問題になる時期には､あなたも思春期､または青年期に達していると思われ､あ

なたが自分自身でこれらの問題について悩み､対応していかねばならない可能性があります｡

これらの晩期合併症に対して最初の小児がん治療病院の担当医が対応できる場合もありますが､

大学入学､就職などで故郷を離れなければならない場合には､新たな土地でこれらの晩期合併

症に対応していただく専門医･かかりつけ医の方が必要になると予想されます.これらの晩期合

併症に対応していただく専門医･かかりつけ医の方が治療を円滑に行うには､小児がん治療病院

の担当医の方-の文書による問い合わせが従来は必要でした｡しかしながら､この小児がん治

療病院の担当医の方の転勤などでこれが困難となる例もあります｡このようなトラブルを防ぎ､

必要な医療情報を円滑･安全に伝達･共有するために､晩期合併症のケアに必要な医療情報を選

び出し(図参照)､あなたが自身で管理･使用する医療情報集"MY病院データベース"を患者さん･

医療者･社会が協力して作り上げ､小児がん患者さんの晩期障害に対する対策を検討し､QOLを

3

-49-



成人用

向上させることにこの事業で取り組みます｡"どこでもMY病院"事業に参加するためには別途契

約書が必要です｡別添の説明書を熟読され､契約書-の記入.提出をご検討ください｡

(3)情報の利用について

診断に使用したあなたの個人情報･医療情報は､上記治療中の情報の伝達･共有､治癒後の情報

の伝達･共有のためにデータベースに保存させていただきますC保存した情報は､将来計画され

る同様の事業においても貴重なものとなるので､将来の事業のために使わせていただくことが

あります｡

3.この事業に同意することで予想される利益 ･不利益

これらの事業の結果は今回の治療方針決定には用いませんので､治療上の利益 ･不利益には

つながりませんOまた､新たに身体に影響を及ぼすことはありません｡

4.事業に係る費用

この事業に係る費用は､経済産業省 ｢医療情報化促進事業｣を中心に負担されます｡｢医療情報

化促進事業｣実施中は､あなたやご家族の方に対し､この事業に係る費用を請求することは一

切ありません｡

※一般診療に係る費用は､通常どおり自己負担が発生します｡

※事業に参加 ･協力いただいたことに対する金銭を含めた報酬はありません｡

5.個人情報の保護

また個人情報の取り扱いについては､患者さんの氏名等の個人情報や､患者さんに関わる診

療情報といった機密性の高い情報を扱う'ことから､個人情報の適切な管理､運用の方針を定め､

実施体制を確立していきます｡個人情報保護のためのセキュリティ対策としては､現在制定さ

れている ｢個人情報保護に関する法律｣､｢個人情報保護に関する専門家からの提言｣やシステ

ム開発組織で定めている ｢個人情報保護方針｣｢個人情報保護規定｣等の標準類に従い対策を立

てます｡事業結果などの公表にあたっても,個人が識別できる情報は一切公表されることはあ

4
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りません｡

本事業では非常に機密性が高い､安全な回線をデータ送付に使用し､データ保存は2重に施錠さ

れた部屋で通常のインターネットに接続されないコンピューターを使用します｡最適のセキュ

リティ対策が施され､個人情報漏洩のリスクは非常に低いと考えられます｡万一の漏洩時には

早急に対処し､最善の処置を行い辛すが､お見舞金や各種手当て等この事業に特別な経済面の

補償があるわけではありません｡

6.同意撤回の自由

この事業に同意するかどうかは,自由です｡たとえ､同意しなくても今後の治療に於いて不

利益を受けることは決してありません｡また､いったん事業に同意した後でも､いつでも同意

を撤回することができます｡同意を撤回した場合でも,不利益を被ることなく従来の治療を受

けることができます｡

7.情報の管理

あなたの医療情報から得られた結果は事業責任者が組織的､人的､物理的及び技術的安全管理

措置を講じ､保存します｡個人情報があなたの同意なく外部-提供されることは､特別な場合

を除いてありません｡

8.データの報告について

事業の結果は､医療情報化による医療連携の促進､小児がん患者の生涯にわたるQOL向上のた

めに貴重な情報であり､大変有益な情報ですO患者さんの個人情報が明らかとならないよう十

分に配慮した上で､結果を報告書で公表させて頂きます｡

9.参加に当たって

この事業では､あなたもしくはそのご家族の方の同意を文書で得ることが定められています｡

以上の内容を十分にご理解いただき､納得された上で同意書に署名をお曙いします｡不明な点

5
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や不安なことがありましたら､ご遠慮なく担当医にお尋ね下さい｡

10.この事業の承認について

この事業は､担当医の施設の長または科長の方から審議され､本事業が"医の倫理"に適合し､

計画の妥当性が評価されると承認を受けて実施されるものです｡また､施設によっては倫理委

員会という機関でこの審議 ･承認が行われます｡

11.この事業に関するご質問先

この事業に関するご質問は担当医または下記にご相談ください｡

中川原 章 (なかがわら あきら)､上候 岳彦､永瀬 浩喜､中村 洋子､大平 美紀

千葉県がんセンター事業所 ･小児がん検体センター

住所 :〒260-0801 千葉県千葉市中央区仁戸名町666･2_

電話 :043-264-5431 FAX :0431265-4459

E-mail:akiranak&hiba-CCJP

用語集

オンデマンドWN :インターネット上で利用者が必要なとき (オンデマンド)に仮想的な専用

線を構築し､セキュリティを担保すること｡

小児がん長期フォローアップ:医療者が小児がん経験者を長期的にフォローすることによって､

小児がん経験者の健康管理､晩期合併症の予防･早期発見 ･早期治療を通じてQOL(生活の質)

の向上を目指すこと｡

シームレスな地域連携医療 :医療機関等が患者のQOL等の向上を目指し､一定の地域､さらには

地域を越えた関係者間において必要な医療情報を､ITを活用してシームレスに共有し疾病の管

理を行う仕組み｡

どこでもMY病院 :QOL(生活の質)向上のために､国民が自らの医療･健康情報を､IT(情報

技術)を用いて管理することで､自ら活用できる仕組み｡

6
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長期ケア :患者が自らの情報を管理することによって､長期的に自分の健康を管理すること｡

MYCN:神経芽腫の発がん･悪性度に重要ながん遺伝子｡悪性神経芽腫ではこのMYCN遺伝子が増幅

している.このMYCN遺伝子の増幅度によって神経芽腫の予後が判定される.

DNAploidy:細胞あたりのDNA量｡このDNA量によって神経芽腫の予後が判定される｡

IT:InformationTechnology ト情報技術｣のことで､コンピューターやデータ通信に関する技

術の総称｡

データベース :たくさんのデータを蓄積して簡単に利用するための仕組み｡

医療情報化促進事業 :IT活用によって､すべての国民が地域を問わず､質の高い医療サービス

を受けられる社会を実現することを目指す活動D

セキュリティ:コンピューターを利用する上での安全性｡コンピューター-の不正なアクセス

やデータの作り変えなどの問題を扱い､対処すること｡

医療情報 :あなたの症状､検査値など医療に関連する情報｡

個人情報 :個人に関する情報で､特定の個人を識別できるもの(例氏名､住所､電話番号など)

個人を好走し識別できる手掛かりとなる情報のこと｡配慮なく公開すべきでないプライバシー

にあたること｡具体例 :住所､氏名､年齢､性別､生年月日､電話番号 (基本情報)｡

-53-



成人用

経済産業省委託実証事業 ｢医療情報化促進事業｣採択

｢小児がん長期ケア事業｣実証事業

同意書

私は､"経済産業省委託実証事業 ｢医療情報化促進事業｣採択 ｢小児がん長期ケア事業｣シーム

レスな地域連携医療実証事業"について､担当医師より以下の項目について文書を用いた説明

を受け､十分理解いたしましたので､事業-の参加た同意します｡

(∋ 事業の意義

② 事業の目的

(卦 事業の方法

庄)予想される結果と不利益

6)事業参加の同意は私の自由意志にもとづくこと
(参 同意の撤回について

⑦ プライバシーの保護と事業結果の発表について
⑧ 資料の閲覧について

⑨ 事業組織および責任者

⑳ 問い合わせ先

ロ
ロ
ロ
ロ
ロ
ロ
ロ
D
□
□

ご理解のうえ､同意された項目にはチェックをお願いします｡

同 ･意 日: 平成 年 月 ･ 日

氏 名 :

代 託 者 (必要な場合のみ)

氏 名 : (続柄 )

医 師

説 明 日: 平成 年 月 日

説明医師名:
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経済産業省委託実証事業 ｢医療情報化促進事業｣採択

｢小児がん長期ケア事業｣実証事業

同意撤回書

私は､"経済産業省委託実証事業 ｢医療情報化促進事業｣採択 ｢′J､児がん長期ケア事業｣シーム

レスな地域連携医療実証事業"について､担当医師より文書を用いた説明を受け､十分理解し､

事業-の参加に同意 しましたが､この同意について撤回したくお願いいたします｡

同 意 撤 回 日: 平成 年 月 日

氏 名

代 託 者 (必要な場合のみ)

氏 名 : (続柄 )
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代諾着用

経済産業省委託実証事業 ｢医療情報化促進事業｣採択 ､

｢小児がん長期ケア事業｣実証事業

説明文書

1.はじめに

あなたのお子さまのご病気についてはこれまでに担当医の方からご説明が行われたと思われ

ますので､概略をお話します｡お子さまのご病気ぽ 小̀児がん"という子供の悪性腫癌ですB"小

児がん"は､悪性の程度が軽いものから､悪性の程度が高く様々な治療を行っても治りにくいタ

イプのものまで広く分かれています｡

この"小児がん"に対しては様々な治療法が行われ､現在小児がんの治癒率は70数%と向上

し長期生存率が向上しておりますが､長期生存者の50%以上の方に合併症が存在することがわ

かっていますOしかしながら､治療中･治療後･治癒後の長期にわたって､あなたのお子さまの

この病気に関する情報･病期による症状･治療に伴う副作用･合併症の情報を医療者･社会と効

率よく､安全に伝達･共有する仕組み(システム)は完成していません｡私たちの事業体は､この

仕組み(システム)を､様々な面から検討し､構築させていただくことにより､あなたのお子さ

まの様な小児がん患者さんの生涯にわたるQOL向上に役立てたいと考えており､このために経済

産業省からこの事業を委託されました｡

この事業の意義についてご理解いただき､事業にご参加いただければ幸いです｡

2.仕組み(システム)の検討 ･構築方法について

(1)"シームレスな医療連携"について

下記医療情報をオンラインで小児がん治療病院担当医の方に登録していただきます｡本事業で

はあなたのお子さまのこれらの情報について､小児がん治療病院とあなた.のかかりつけ医との

間での伝達･共有し､インターネットを介して円滑･かつ安全に行う仕組み(システム)を､様々

な面から検討しi構築させていただきますD情報の安全な伝達管理が最も重要ですので､小児

がん治療病院とあなたのかかりつけ医との間での伝達 ･共有については入念なセキュリティ対

策の基に情報を伝達します｡小児がん治療病院とあなたのかかりつけ医との間での円滑な医療

情報の伝達 ･共有によって､採血の回数を減らしたり､小児がん治療中のかかりつけ医でのプ

1
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ライマリ･ケア (風邪や下痢などの初期治療)を円滑に行い､小児がん治療を遅延無く､安全に

行えるメリットがあります｡

また小児がんに対して､抗がん剤による化学療法､放射線療法､外科手術､移植療法などの様々

な治療を行い､治癒した後の合併症(晩期合併症と言います)についても担当医の方から治療内

容の説明を受けられたことと存じます｡これらの合併症には､腎障害､心臓の機能の障害､内

分泌系の障害 (低身長､2次性徴の遅延､不妊症など)､肝臓の機能の障害､血圧の異常､二次

性の悪性腫癌の発症､頭髪の減少などがあります｡この晩期合併症についても小児がん治療病

院とあなたのかかりつけ医との間での円滑な医療情報の伝達によって､あなたのお子さまとあ

なたのQOL(クオリティ ･オブ･ライフ :生活の質｡ひとりひとりの人生の内容の質や社会的に

みた生活の質を意味する｡)向上を達成できる可能性があります｡具体的には､お子さまが進学

や就職で合併症を継続的に診療する病院が違 う地域となるとき､これまでの医療情報が充分に

且つ安全迅速に電子的に新しい病院に伝達されます｡また､元の病院の主治医の先生の転任等

の際にも､新たな主治医の先生に電子データによる医療情報が円滑に引き渡されます｡

この円滑で､切れ目が無く､安全な医療情報の医療者間の伝達を "シームレスな医療連携"と

考えています.

患者借許

〔亘 〔室〕密
≡ll‥14

主治医から患者に引継ぐ情報
患者自らが身を守るために必要な情報
本入所名告知･抗がん湘使用量･放射姓照射量･
母知の合併症･身件知立･性成熟度･施行汝童･
アレルギー.ワクチン･芸急事等信頼

長期ケア用
データベース

患者･豪族が

長期ケアサービス利用を希望する寄合

畢 曽 鮎
韻 等 監 nTNeP:omk Ti

思 諾 蛋ら-

患者･葉集は主治医から引換いた偉鞍を
rNPO法人TeamNETlのデータベースへ良書
-T盲責清類講かり･提供サービス.J
自らが活用しやすい形に庸報を指溝し､Rま時.成人社の､
長瀬治責等へ着用
-T官費清稚統合サマリ一作成･境鉄サービス｣
rIJスク情報抽出･錬甘･蛙扶サービスJ
曲事に応じや~NPO法人TeamNETJが提供する音揮サービスを利用

図.本事業の概要

伝達する情報は1.診断情報､2.治療情報､3.フォローアップ情報の3つに大別されます｡
1.診断情報(神経芽腫の場合)

2
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代諾着用

氏名､施設名､担当医師名､医療施設電話番号･医療施設FAI番号､担当医師e-mailアドレス､
生年月日､診断年月日､検体採取日､性別､病期､血液･生化学データ (尿VMA,尿HVA,血清

NSE)､画像データ (超音波､cT,MRI,シンチグラフィ)､病理診断 ･病理画像データ

腫疾MYCNコピー数､DNAploidy値

2.治療情報(小児がん全般)

プロトコール､抗がん剤の使用量､造血幹細胞移植関連情報､放射線療法関連情報､手術関連

情報､治療中非血液学的合併症､輸血関連情報

3.フォローアップ情報(小児がん全般)

受診日､治療内容 (診察内容､処方 ･投薬､治療内容)､画像データ (CT)､身体測定情報､性

成熟度情報､施行検査 (血液検査等)情報､治療終了時の晩期合併症情報､長期フォローアッ

プ計画

これらの医療情報､および個人情報が "小児がんデータベ-ズ'という高度なセキュリティ対

策が行われたデータベースに安全に蓄棟されます｡

(2)`̀どこでもMY病院"との連携について

晩期合併症が問題になる時期には､あなたのお子さまも思春期､または青年期に達していると

思われ､お子さまが自分自身でこれらの問題について悩み､対応していかねばならない可能性

があります.これらの晩期合併症に対して最初の小児がん治療病院の担当医が対応できる場合

もありますが､大学入学､就職などで故郷を離れなければならない場合には､新たな土地でこ

れらの晩期合併症に対応 していただく専門医･かかりつけ医の方が必要になると予想されます｡

これらの晩期合併症に対応していただく専門医･かかりつけ医の方が治療を円滑に行うには､小

児がん治療病院の担当医の方-の文書による問い合わせが従来は必要でした｡しかしながら､

この小児がん治療病院の担当医の方の転勤などでこれが困難となる例もあります｡このような

トラブルを防ぎ､必要な医療情報を円滑･安全に伝達･共有するために､晩期合併症のケアに必

要な医療情報を選び出し(図参照)､あなた又はあなたのお子さまが自身で管理･使用する医療情

報集 "MY病院データベ-ズ'を患者さん.医療者･社会が協力して作り上げ､小児がん患者さん

の晩期障害に対する対策を検討し､QOLを向上させることにこの事業で取り組みます｡"どこで

もMY病院"事業に参加するためには別途契約書が必要です｡別添の説明書を熟読され､契約書

-の記入･提出をご検討ください｡
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(3)情報の利用について

診断に使用したあなたお子さまの個人情報･医療情報は､上記治療中の情報の伝達･共有､治

癒後の情報の伝達･共有のためにデータベースに保存させていただきます.保存した情報は､将

来計画される同様の事業においても貴重なものとなるので､将来の事業のために使わせていた

だくことがあります｡

3.この事業に同意することで予想される利益 ･不利益

これらの事業の結果は今回の治療方針決定には用いませんので､治療上の利益 ･不利益には

つながりません｡また､新たに身体に影響を及ぼすことはありません｡

4.事業に係る費用

この事業に係る費用は､経済産業省 ｢医療情報化促進事業｣を中心に負担されます｡｢医療情報

化促進事業｣実施中は､お子さまやご家族の方に対し､この事業に係る費用を請求することは

一切ありません｡

※一般診療に係る費用は､通常どおり自己負担が発生します｡

※事業に参加 ･協力いただいたことに対する金銭を含めた報酬はありません｡

5.個人情報の保護

また個人情報の取り扱いについては､患者さんの氏名等の個人情報や､患者さんに関わる診

療情報といった機密性の高い情報を扱うことから､個人情報の適切な管理､運用の方針を定め､

実施体制を確立していきます｡個人情報保護のためのセキュリティ対策としては､現在制定さ

れている ｢個人情報保護に関する法律｣､｢個人情報保護に関する専門家からの提言｣やシステ

ム開発組織で定めている｢個人情報保護方軌 ｢個人情報保護規定｣等の標準類に従シ､対策を立

てます｡事業結果などの公表に串たっても,個人が識別できる情報は一切公表されることはあ

りません｡

本事業では非常に機密性が高い､安全な回線をデータ送付に使用し､データ保存は2重に施錠さ

れた部屋で通常のインターネットに接続されないコンピューターを使用しますO最適のセキュ

4

- 5 9-



代諾者用

リティ対策が施され､個人情報漏洩のリスクは非常に低いと考えられます｡万一の漏洩時には

早急に対処し､最善の処置を行いますが､お見舞金や各種手当て等この事業に特別な経済面の

補償があるわけではありません0

6.同意撤回の自由

この事業に同意するかどうかは,自由です｡たとえ､同意しなくても今後の治療に於いて不

利益を受けることは決してありません｡また､いったん事業に同意した後でも､いつでも同意

を撤回することができます｡同意を撤回した場合でも,不利益を被ることなく従来の治療を受

けることができます｡

7.情報の管理

/

あなたの医療情報から得られた結果は事業責任者が組織的､人的､物理的及び技術的安全管

理措置を講じ､保存します｡個人情報があなたの同意なく外部-提供されることは特別な場合

を除いてありません｡

8.データの報告について

事業の結果は､医療情報化による医療連携の促進､小児がん患者の生涯にわたるQOL向上のた

めに貴重な情報であり､大変有益な情報です｡患者さんの個人情報が明らかとならないよう十

分に配慮した上で､結果を報告書で公表させて頂きます｡

9.参加に当たって

この事業では､お子さまもしくはそのご家族の方の同意を文書で得ることが定められていま

すO以上の内容を十分にご理解いただき､納得された上で同意書に署名をお願いします｡不明

な点や不安なことがありましたら､ご遠慮なく担当医にお尋ね下さい｡

10.この事業の承認について

5
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この事業は､担当医の施設の長または科長の方から審議され､本事業が"医の倫理"に適合し､

計画の妥当性が評価されると承認を受けて実施されるものです｡また､施設によっては倫理委

員会という機関でこの審議 ･承認が行われます｡

11.この事業に関するご質問先

この事業に関するご質問は担当医または下記にご相談ください｡

中川原 章 (なかがわら あきら)､上候 岳彦､永瀬 浩喜､中村 洋子､大平 美紀

千葉県がんセンター事業所 ･小児がん検体センター

住所 :〒260-0801 千葉県千葉市中央区仁戸名町666-2

電話 :043-264-5431 FALX :043･26514459

E･mai1:akiranak@chiba-ccjp

用語集

オンデマンドVPN :インターネット上で利用者が必要なとき (オンデマンド)に仮想的な専用

線を構築し､セキュリティを担保することo

小児がん長期フォローアップ:医療者が小児がん経験者を長期的にフォローすることによって､

小児がん経験者の健康管理､晩期合併症の予防 ･早期発見･早期治療を通じてQOL(生活の質)

の向上を目指すこと｡

シームレスな地域連携医療:医療機関等が患者のQOL等の向上を目指し､一定の地域､さらには

地域を越えた関係者間において必要な医療情報を､ITを活用してシームレスに共有し疾病の管

理を行う仕組み｡

どこでもMY病院 :QOL(生活の質)向上のために､国民が自らの医療 ･健康情撃を､IT(情報

技術)を用いて管理することで､自ら活用できる仕組み｡

長期ケア:患者が自らの情報を管理することによって､長期的に自分の健康を管理すること｡

MYCN:神経芽腫の発がん･悪性度に重要ながん遺伝子｡悪性神経芽腫ではこのMYCN遺伝子が増幅

しているoこのMYCN遺伝子の増幅度によって神経芽腫の予後が判定される0

6
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DNAploidy:細胞あたりのDNA量｡このDNA量によって神経芽腫の予後が判定されるo

IT:ⅠnformationTechnology ｢情報技術｣のことで､コンピューターやデータ通信に関する技

術の給称｡

データベース :たくさんのデータを蓄積して簡単に利用するための仕組み｡

医療情報化促進事業 :IT活用によって､すべての国民が地域を問わず､質の高い医療サービス

を受けられる社会を実現することを目指す活動｡

セキュリティ:コンビニ一夕-を利用す,る上での安全性｡ コンピューター-の不正なアクセス

やデータの作り変えなどの問題を扱い､対処すること｡

医療情報 :あなたの症状､検査値など医療に関連する情報.

個人情報 :個人に関する情報で､特定の個人を識別できるもの(例氏名､住所､電話番号など)

個人を特定し看鮎りできる手掛かりとなる情報のこと.配慮なく公開すべきでないプライバシー

にあたること｡具体例 :住所､氏名､年齢､性別､生年月日､電話番号 (基本情報)｡
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経済産業省委託実証事業 ｢医療情報化促進事業｣採択

｢小児がん長期ケア事業｣実証事業

同意書

私は､"経済産業省委託実証事業 ｢医療情報化促進事業｣採択 ｢小児がん長期ケア事業｣シーム

レスな地域連携医療実証事業"について､担当医師より以下の項目について文書を用いた説明

を受け､十分理解いたしましたので､事業-の参加に同意します｡

① 事業の意義

② 事業の目的

③ 事業の方法

在)予想される結果と不利益

⑤ 事業参加の同意は私の自由意志にもとづくこと
⑥ 同意の撤回について

⑦ プライバシーの保護と事業結果の発表について
⑧ 資料の閲覧について

⑨ 事業組織および責任者

⑩ 問い合わせ先

□
□
□
□
□
ロ
ロ
ロ
ロ
ロ

ご理解のうえ､同意された項目にはチェックをお願いします｡

向 ･昔 日= 平成 ･ 年 月 日

氏 名 :

代 託 者

氏 名 : (続柄 )

医 師

説 明 日: 平成 年 月 日

説明医師名:
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経済産業省委託実証事業 ｢医療情報化促進事業｣採択

｢小児がん長期ケア事業｣実証事業

同意撤回書

私は､"経済産業省委託実証事業 ｢医療情報化促進事業｣採択 ｢小児がん長期ケア事業｣シーム

レスな地域連携医療実証事業"について､担当医師より文書を用いた説明を受け､十分理解し､

事業-の参加に同意しましたが､この同意について撤回したくお願いいたします｡

同 意 撤 回 日: 平成 年 月 日

氏 名 :

代 託 者

氏 名 : (続柄 )
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小児がん拠点病院(仮称)を考える際の論点

●拠点病院に期待される役割について

●拠点病院の当面必要な数について

●地域ブロックの設定について

●拠点病院の要件について

●ネットワーク内の医療機関に求められるものについて

●小児がんの中核的な機関に求められる機能について

●小児がん医療･支援提供体制の今後の展望について
∩
触
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小児がん拠点病院 (仮称)のあり方 (莱)

(背景)

｢がん｣は小児の病死原因の第1位である｡小児がん患者は､治療後の経過が成人に比べて長いことに加えて､晩期合併症

や､患者の発育や教育に関する問題等､成人のがん患者とは異なる問題を抱えているにも関わらず､これまでのがん対策は5

大がん等成人のがんを中心に進められ､小児がん対策は遅れていた｡

こうしたことから､今回､｢がん対策推進基本計画｣(平成24年6月閣議決定)(以下 ｢基本計画｣という｡)では､｢小児

がん｣が重点的に取り組むべき課題に掲げられた｡特に､小児がんの年間患者数は2000人から2500人と少ないが､小

児がんを扱う施設は約200程度と推定され､医療機関によっては少ない経験の中で医療が行われている可能性があり､小児

がん患者が必ずしも適切な医療を受けられていないことが懸念されている｡

こうした現状を改善するため､基本計画の中で､小児がん患者とその家族が安心して適切な医療や支援を受けられるような

環境の整備を目指し､5年以内に ｢小児がん拠点病院 (仮称)｣(以下 ｢拠点病院｣という｡)を整備し､小児がんの全国の中

核的な機関 (以下 ｢中核機関｣という｡)の整備を開始することが目標に定められている｡

1.拠点病院に期待される役割について

拠点病院には以下のような役割が期待されると考えられる｡●拠点病院は自院が小児がん医療において優れた診療機能を有するのみならず､地域 (ブロック単位)の小児がんを専
門的に診療することのできる複数の医療施設 (以下 ｢協力病院｣という｡)とネットワークを構成し､ネットワーク内

の中心施設として､協力病院の診療機能を支援し､地域における小児がん医療の牽引役として､地域全体の小児がん医

療の質の向上に資すること｡●具体的には､基本計画に記載されているとおり､専門家による集学的医療の提供 (緩和ケアを含む)､患者とその家族
に対する心理社会的な支援､適切な療育 ･教育環境の提供､小児がんに携わる医師等に対する研修の実施､セカンドオ

ピニオンの体制整備､患者とその家族､医療従事者に対する相談支援等の体制の整備等を進めること｡●将来的には､協力病院とともに､小児がんを担う病院と地域の医療機関や診療所等と役割分担と連携を進め､患者が
発育時期を可能な限り慣れ親しんだ地域に留まり､他の子どもたちと同じ生活 ･教育環境の中で医療や支援を受けられ

るような環境を整備すること｡●さらに､協力病院を含む地域の医療機関や診療所等とともに､地域の中で患者とその家族の不安や治療による合併症､
二次がんなどに対応できる長期フォローアップの体制を整備すること｡

小児がん医療提供体制のイメージ(莱)

2.拠点病院の当面必要な数について

小児がんは患者数も少ないことから､質の高い医療を提供するためには一定程度の集約化が必要と考えられ､これまで関連
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する学会の努力により小児がんを専門的に扱う医療機関に一定の集約化が進められているところである｡一方､過度な集約化

は患者や家族の負担になるととともに､患者の発育や教育環境にも影響を及ぼすことが懸念される｡従って､賢の高い医療を

提供するための一定程度の集約と地域の小児がん医療の均てん化のバランスに配慮し､当面､地域ブロック毎に1-3機関､

全体では10機関程度が適当と考えられる｡

3.地域ブロックの設定について

ブロックの設定については､地方厚生局の地域ブロックを参考に､今後､拠点病院の候補となる病院の地理的配置等を踏ま

えて設定することとする｡また､患者や医療機関の多いブロックには複数の拠点病院が指定されることが想定されるが､その

場合はそれぞれの拠点病院がカバーする地域を明らかにすることが望ましい｡

(参考)地方厚生居の地域ブロック

北海道ブロック :北海道

東北ブロック: 青森､岩手､宮城､秋田､山形､福島

関東信越ブロック 茨城､栃木､群馬､埼玉､千葉､東京､神奈川､新潟､山梨､長野

東海北陸ブロック 富山､石川､岐阜､静岡､愛知､三重

近畿ブロック 福井､滋賀､京都､大阪､兵庫､奈良､和歌山

中国四国ブロック 鳥取､島根､岡山､広島､山口､徳島､香川､愛媛､高知

九州ブロック 福岡､佐賀､長崎､熊本､大分､宮崎､鹿児島､沖縄

4.拠点病院の要件について (別紙)

拠点病院の要件については､がん診療連携拠点病院の要件をもとに作成した｡留意すべき事項として以下の点があげられる｡●拠点病院の要件は､概ねがん診療連携拠点病院の要件と同じであるが､小児がん診療の現状を踏まえ､クリティカ
ルパス､外来化学療法､地域連携クリティカルパス､人の配置に関することについては要件を緩和し､一方､小児患

者に必要な発育や教育に関する環境整備を要件に追加をした｡

●少なくとも日本小児血液 ･がん学会が認定する ｢日本小児血液 ･がん専門医研修施設J及び日本小児外科学会認定
の ｢認定施設｣であることを要件とした｡●がん診療連携拠点病院の要件にはないが､質の高い医療を提供するためには一定程度の診療実績は必要と考えられ
ることから､全体の患者数も踏まえ､年間新規固形腫癌10例程度以上 (うち脳脊髄腫癌が2例程度以上)かつ造血

器腫療 10例程度以上を要件とした｡

ただし､診療実績については､大きく変動することも想定されることから､定期的に各医療機関の診療実績を把握

し､必要に応じて要件を見直す必要がある｡●拠点病院は､今後整備される予定である中核機関と小児がんに関する診療 ･支援 ･研究等に関する情報を共有する
など､小児がん診療 ･支援の向上のため積極的に中核機関に協力することが求められる｡●指定要件は必要に応じて見直すが､概ね指定後3年を目途に要件全体を見直すこととする｡

5.ネットワーク内の協力病院に期待される役割について

拠点病院を中心とする地域ブロックのネットワーク内の協力病院は､協力病院であることを拠点病院に登録するとともに､

国民にわかりやすく掲示し､拠点病院と小児がんに関する診療 ･支援 ･研究等に関する情報を共有するなど､地域ブロックの

小児がん診療 ･支援の向上に努めることが求められる｡

6.中核機関に期待される役割について

中核機関には以下のような役割が期待されると考えられる｡今後､拠点病院を指定した後､基本計画を踏まえ､中核機関の

整備を進める｡

● 拠点病院や協力病院の診療情報に関する情報の集約 ･発信

● 診療等に関する研修の実施

● 相談支援に関する研修の実施及び内容の標準化

● コールセンター等による相談支援

● 全国の小児がん関連施設に対する診療支援 (病理､治療計画等)

● 臨床試験の支援及び情報の集約 .発信

● 小児がんに関する普及啓発等

7.小児がん医療 ･支援提供体制の今後の展望について

小児がんは患者数が少なくその多くが希少がんである｡拠点病院は今後､希少がんやその他の希少な疾患に関する医療提供

体制のモデルにもなると期待される｡拠点病院の指定後も､定期的に各地域の拠点病院の取組状況､協力病院との連携の状況､

課題等を共有し､小児がん医療 ･支援に関して有識者､患者､遺族､拠点病院等とともに議論を進める検討の場を設け､試行

錯誤の中でよりよい医療提供体制を構築していくことが求められる｡
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拠点病院の要件について (別紙)

がん診療連携拠点病院 小児がん拠点病院 (仮称)(莱)

1 診療体制

(1)診療機能

【1] 集学的治療の提供 ア 我が国に多いがん (肺がん､胃がん､肝が ア 小児に多いがん(造血器腫癌､固形腫癌(脂

体制及び標準的治療等の ん､大腸がん及び乳がんをいう○以下同じ○) 腫癌や骨軟部腫癌)､再発症例等治療の難しい

提供 その他各医療機関が専門とするがんについて､ 吐盟塵を盈堕その他各医療機関が専門とする

手術､放射線療法及び化学療法を効果的に組み 坐盟がんについて､手術療法､放射線療法及び

合わせた集学的治療及び緩和ケア (以下 ｢集学 化学療法を効果的に組み合わせた集学的治療

的治療等｣というo)を提供する体制を有する 及び緩和ケアを提供する体制を有するととも

とともに､各学会の診療ガイドラインに準ずる に､各学会の診療ガイドラインに準ずる標準的

標準的治療 (以下 ｢標準的治療｣というo)等 治療等坐盟がん患者の状態に応じた適切な治

がん患者の状態に応じた適切な治療を提供することo 療を提供すること○

イ 我が国に多いがんについて､クリティカルパス (検査及び治療等を含めた詳細な診療計画表をいうo)を整備すること○

ウ がん患者の病態に応じたより適切ながん イ 坐盟がん患者の病態に応じたより適切な

医療を提供できるよう､キャンサーボード(辛 がん医療を提供できるよう､キャンサーボード

術､放射線療法及び化学療法に携わる専門的な (手術､放射線療法及び化学療法に携わる専門

知識及び技能を有する医師その他の専門を異 的な知識及び技能を有する医師その他の専門

にする医師等によるがん患者の症状､状態及び を異にする医師等によるがん患者の症状､状態

治療方針等を意見交換 .共有 .検討 .確認等す 及び治療方針等を意見交換 .共有 .検討 .確認

るためのカンファレンスをいうo以下同じ○) 等するためのカンファレンスをいうO以下同

を設置し､定期的に開催することo じo)を設置し､定期的に開催することo

ウ 地域の医療機関等との協力体制を構築すること等により､小児がん患者が成人後も長期にわたり診療できる体制を構築していることo

エ 急変時等の緊急時に小児がん患者が入院できる体制の確保すること○

[2] 化学療法の提供体 ア 急変時等の緊急時に (3)の[2]のイに規

刺 定する外来化学療法室において化学療法を提供する当該がん患者が入院できる体制を確保すること○

イ 化学療法のレジメン (治療内容をいうo) ア 化学療法のレジメン (治療内容をいうo)

を審査し､組織的に管理する委員会を設置する を審査し､組織的に管理する委員会を設置する

ことoなお､当該委員会は､必要に応じて､キ ことoなお､当該委員会は､必要に応じて､キ

ヤンサーボードと連携協力すること○ ヤンサーボードと連携協力することo

【3] 緩和ケアの提供体 ア (2)の[1]のウに規定する医師及び (2) ア (2)の[1]のウに規定する医師及び (2)

刺 の[2]のウに規定する看護師等を構成員とする の[2]のウに規定する看護師等を構成員とする

緩和ケアチームを整備し､当該緩和ケアチーム 緩和ケアチームを整備し､当該緩和ケアチーム

を組織上明確に位置付けるとともに､がん患者 を組織上明確に位置付けるとともに､吐盟がん

に対し適切な緩和ケアを提供すること○ 患者に対し適切な緩和ケアを提候すること○

イ 外来において専門的な緩和ケアを提供で ィ.外来において専門的な緩和ケアを提供で

きる体制を整備することO きる体制を整備するが呈呈上公o

ウ アに規定する緩和ケアチーム並びに必要 ウ アに規定する緩和ケアチーム並びに必要

に応じて主治医及び看護師等が参加する症状 に応じて主治医及び看護師等が参加する症状

緩和に係るカンファレンスを週1回程度開催 緩和に係るカンファレンスを週1回程度開催

すること○ すること○

エ 院内の見やすい場所にアに規定する緩和ケ エ 院内の見やすい場所にアに規定する緩和

アチームによる診察が受けられる旨の掲示を ケアチームによる診察が受けられる旨の掲示

するなど､がん患者に対し必要な情報提供を行 をするなど､吐盟がん患者盈堕塞昼笠に対し必

うこと○ 要な情報提供を行うこと○

オ かかりつけ医の協力.連携を得て､主治医 オ かかりつけ医の協力.連携を得て､主治医

及び看護師がアに規定する緩和ケアチームと 及び看護師がアに規定する緩和ケアチームと
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共に､退院後の居宅における緩和ケアに関する 共に､退院後の居宅における緩和ケアに関する

療養上必要な現明及び指導を行うこと. 療養上必要な説明及び指導を行うことo

力 緩和ケアに関する要請及び相談に関する 力 緩和ケアに関する要請及び相談に関する

受付窓口を設けるなど､地域の医療機関及び在 受付窓口を設けるなど､地域の医療機関及び在

宅療養支援診療所等との連携協力体制を整備 宅療養支援診療所等との連携協力体制を整盤

することo することが望ましい○

[4]病病連携 .病診連携 小児がん拠点病院は地域 (ブロック単位)の

の協力体制 小児がんを専門的に診療することのできる複数の医療機関 (以下 ｢協力病院｣という○)とネットワークを構成し､ネットワーク内の中心施設として､協力病院の診療機能を支援し､地域における小児がん医療の牽引役として､地域全体の小児がん医療の質の向上に資することoまた､小児がん拠点病院は､今後整備される予定である小児がんの全国の中核的な機関 (以下 ｢中核機関｣というo)と小児がんに関する診療 .支援 .研究等に関する情報を共有するなど､小児がん診療 .支援の向上のため積極的に中核機関に協力すること○

ア 地域の医療機関から紹介されたがん患者 ア 地域の医療機関から紹介された生温がん

の受入れを行うこと○また､がん患者の状態に 患者の受入れを行うこと○また､坐盟がん患者

応じ､地域の医療機関へがん患者の紹介を行う の状態に応じ､地域の医療機関へ坐盟がん患者

ことo の紹介を行うことo

イ 病理診断又は画像診断に関する依頼､手 イ 病理診断又は画像診断に関する依頼､手

術､放射線療法又は化学療法に関する相談な 術､放射線療法又は化学療法に関する相談な

ど､地域の医療機関の医師と相互に診断及び治 ど､地域の医療機関と相互に診断及び治療に関

療に関する連携協力体制を整備すること○ する連携協力体制を整備することo

ウ 我が国に多いがんについて､地域連携クリ ウ 患者の状況に応じて､地域連携クリテイカ

テイカルパス (がん診療連携拠点病院と地域の ルパス (小児がん拠点病院と地域の医療機関等

医療機関等が作成する診療役割分担表､共同診 が作成する診療役割分担表､共同診療計画表及

療計画表及び患者用診療計画表から構成され ぴ患者用診療計画表から構成されるがん患者

るがん患者に対する診療の全体像を体系化し に対する診療の全体像を体系化した表をいうo

た表をいう○以下同じ○)を整備すること○ 以下同じ○)を整備することが望ましい○

エ ウに規定する地域連携クリティカルパス エ ウに規定する地域連携クリティカルパス

を活用するなど､地域の医療機関等と協力し､ を活用するなど､地域の医療機関等と協力し､

必要に応じて､退院時に当該がん患者に関する 必要に応じて､退院時に当該がん患者に関する

共同の診療計画の作成等を行うこと○ 共同の診療計画の作成等を行うことが望まし也 .

[5] セカンドオどこオ 我が国に多いがんについて､手術､放射線療法 小児がんについて､手術､放射線療法又は化学

ンの提示体制 又は化学療法に携わる専門的な知識及び技能 療法に携わる専門的な知識及び技能を有する

を有する医師によるセカンドオピニオン (診断 医師によるセカンドオピニオン (診断及び治療

及び治療法について､主治医以外の第三者の医 法について､主治医以外の第三者の医師が提示

師が提示する医療上の意見をいう○以下同じ○) する医療上の意見をいう○以下同じo)を提示

を提示する体制を有することo する体制を有すること○

(2)診療従事者

[1] 専門的な知識及び ア 専任 (当該療法の実施を専ら担当している ア 放射線療法に携わる専門的な知識及び技



従事していることをいうoこの場合において､｢専ら従事している｣とは､その就業時間の少なくとも8割以上､当該療法に従事していることをいうO以下同じo)であることが望ましいO

イ 専任の化学療法に携わる専門的な知識及 イ 専任 (当該療法の実施を専ら担当している

ぴ技能を有する医師を1人以上配置すること○ ことをいうoこの場合において､｢専ら担当し

なお､当該医師については､原則として常勤で ている｣とは､担当者となっていればよいもの

あること○また､専従であることが望ましい○ とし､その他診療を兼任していても差し支えないものとするoただし､その就業時間の少なくとも5割以上､当該療法に従事している必要があるものとするo以下同じ○)の化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する医師を1人以上配置すること○なお､当該医師については､原則として常勤であることoまた､専従 (当該療法の実施日において､当該療法に専ら従事していることをいう.この場合において､｢専ら従事している｣とは､その就業時間の少なくとも8割以上､当該療法に従事していることをいうO以下同じ○)であることが望ましい○

ウ (1)の[3】のアに規定する緩和ケアチーム ウ (1)の【3]のアに規定する緩和ケアチーム

に､専任の身体症状の緩和に携わる専門的な知 に､身体症状の緩和に携わる専門的な知識及び

識及び技能を有する医師を1人以上配置する 技能を有する医師を1人以上配置することOな

ことoなお､当該医師については､原則として常勤であることoまた､専従であることが望ましいo(1)の[3]のアに規定する緩和ケアチーム お 当該医師については 専任であることが望ましいoまた､常勤であることが望ましいo(1)の[3]のアに規定する緩和ケアチーム

に､精神症状の緩和に携わる専門的な知識及び に､精神症状の緩和に携わる専門的な知識及び

技能を有する医師を1人以上配置することoな 技能を有する医師を1人以上配置することoな

お､当該医師については､専任であることが望 お､当該医師については､専任であることが望

ましい○また､常勤であることが望ましい○ ましい○また､常勤であることが望ましい○

エ 専従の病理診断に携わる医師を1人以上 エ 専従の病理診断に携わる医師を1人以上
配置すること○なお､当該医師については､原 配置することoなお､当該医師については､原

則として常勤であること○ 則として常勤であること○

[2] 専門的な知識及び ア 専従の放射線治療に携わる常勤の診療放 ア 放射線療法に携わる診療放射線技師を1

技能を有するコメディ力 射線技師を1人以上配置すること○ 人以上配置すること○

ルスタッフの配置 専任の放射線治療における機器の精度管理､ 放射線療法における機器の精度管理､照射計

照射計画の検証､照射計画補助作業等に携わる 画の検証､照射計画補助作業等に携わる技術者

常勤の技術者等を1人以上配置すること 等を1人以上配置することo

イ 専任の化学療法に携わる専門的な知識及 イ 化学療法に携わる専門的な知識及び技能

ぴ技能を有する常勤の薬剤師を1人以上配置 を有する常勤の薬剤師を1人以上配置すること.｣すること○

(3)の[2]のイに規定する外来化学療法室に､専任の化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する常勤の看護師を1人以上配置すること○なお､当該看護師については､専従であることが望ましいo

ウ (1)の[3]のアに規定する緩和ケアチ- ウ (1)の[3]のアに規定する緩和ケアチ-

ムに､専従の緩和ケアに携わる専門的な知識及 ムに､緩和ケアに携わる専門的な知識及び技能

ぴ技能を有する常勤の看護師を1人以上配置 を有する常勤の看護師を1人以上配置すること 且 .(1)の[3】のアに規定する緩和ケアチーム

すること○

(1)の[3]のアに規定する緩和ケアチーム

に協力する薬剤師及び医療心理に携わる者を に協力する薬剤師及び医療心理に携わる者を

それぞれ1人以上配置することが望ましい○ それぞれ1人以上配置することが望ましいo

エ 細胞診断に係る業務に携わる者を1人以 エ 細胞診断に係る業務に携わる者を1人以



[3] その他 ア がん患者の状態に応じたより適切ながん ア 生温がん患者の状態に応じたより適切な

医療を提供できるよう､各診療科の医師におけ がん医療を提供できるよう､各診療科の医師に

る情報交換 .連携を恒常的に推進する観点か おける情報交換 .連携を恒常的に推進する観点

ら､各診療科を包含する居室等を設置すること から､各診療科を包含する居室等を設置するこ

が望ましい○ とが望ましい○

イ 地域がん診療連携拠点病院の長は､当該拠 イ 小児がん拠点病院の長は､当該生温がを拠

点病院においてがん医療に携わる専門的な知 点病院においてがん医療に携わる専門的な知

識及び技能を有する医師の専門性及び活動実 識及び技能を有する医師の専門性及び活動実

績等を定期的に評価し､当該医師がその専門性 積等を定期的に評価し､当該医師がその専門性

を十分に発揮できる体制を整備すること○な を十分に発揮できる体制を整備することoな

お､当該評価に当たつては､手術.放射線療法 . お､当該評価に当たつては､手術.放射線療法 .

化学療法の治療件数 (放射線療法 .化学療法に 化学療法の治療件数 (放射線療法 .化学療法に

ついては､入院 .外来ごとに評価するこ-tが望 ついては､入院 .外来ごとに評価することが望

ましい○)､紹介されたがん患者数その他診療 ましい○)､紹介されたがん患者数その他診療連

連携の実績､論文の発表実績､研修会 .日常診 携の実績､論文の発表実績､研修会 .日常診療

癖等を通じた指導実績､研修会 .学会等への参 等を通じた指導実績､研修会 .学会等への参加

加実績等を参考とすることo 実績等を参考とすること○

(3)医療施設

[1] 年間入院がん患者 年間入院がん患者数.(1年間に入院したがん患

敬 者の延べ人数をいう○)が1200人以上であることが望ましいo

[2]専門的ながん医療を ア 放射線治療に関する機器を設置すること○ ア 放射線療法に関する機器を設置することo

提供するための治療機器 ただし､当該機器は､リニアックなど､体外照 ただし､当該機器は､リニアックなど､体外照

及び治療室等の設置 射を行うための機器であること 射を行うための機器であること

イ 外来化学療法室を設置すること○ -

ウ 集中治療室を設置することが望ましいo イ 集中治療室を設置することが望ましいo

エ 白血病を専門とする分野に掲げる場合は､無菌病室を設置することo

オ がん患者及びその家族が心の悩みや体験 ウ !土埋 がん患者及びその家族が心の悩みや

等を語り合うための場を設けることが望まし 体験等を語り合うための場を設けることが望

い○ ましいo

[3]敷地内禁煙等 敷地内禁煙の実施等のたばこ対策に積極的に 敷地内禁煙の実施等のたばこ対策に積極的に

取り組むこと○ 取り組むことo

(4)診療突績 造血器腫癌について年間新規症例数が10件程度以上であること○

固形旺癌について年間新規症例数が10件程度以上 (うち脳 .脊髄腫癌が2例以上)である三_と且_

2 研修の実施体制 (1)原則として､別途定める ｢プログラム｣に準拠した当該2次医療圏においてがん医療に携わる医師を対象とした緩和ケアに関する研修を毎年定期的に実施すること○

(2) (1)のほか､原則として､当該2次医療圏においてがん医療l_こ携わる医師等を対象とした早期診断及び緩和ケア等に関する研修を実施すること○なお､当該研修については､実地での研修を行うなど､その内容を工夫するように努めることo

(3)診療連携を行っている地域の医療機関等 (3)ネットワーク内の協力病院等の医療従事

の医療従事者も参加する合同の力ンフアレン 者も参加する小児がんの診療､相談支援､がん

スを毎年定期的に開催することo 登録､臨床試験等に関するカンファレンスや勉塵全量皇毎年定期的に開催すること○

3 情報の収集提供体制

(1)相談支援センター [1]及び[2]に掲げる相談支援を行う機能を有 [1]及び[2]に掲げる相談支援を行う機能を有



なお､相談支援センタ-以外の名称を用いても なお､相談支援センター以外の名称を用いても

差し支えないが､その場合には､がん医療に関 差し支えないが､その場合には､がん医療に閤

する相談支援を行うことが分かる名称を用い する相談支援を行うことが分かる名称を用い

ることが望ましい○)を設置し､当該部門にお ることが望ましいo)を設置し､当該部門にお

いて､アからクまでに掲げる業務を行うことo いて､アからキまでに掲げる業務を行うこと○

なお､院内の見やすい場所に相談支援センター なお､院内の見やすい場所に相談支援センター

による相談支援を受けられる旨の掲示をする による相談支援を受けられる旨の掲示をする

など､相談支援センターについて積極的に広報 など､相談支援センターについて積極的に広報

すること○ することo

【1] 国立がん研究センターがん対策情報セン [1] 国立がん研究センターがん対策情報セン

タ- (以下 ｢がん対策情報センター｣という○) タ- (以下 ｢がん対策情報センター｣というo)

による研修を修了した専従及び専任の相談支 による研修を修了した小児がん患者や家族等

援に携わる者をそれぞれ1人以上配置するこ の抱える問題に対応できる専任の相談支援に

とo 携わる者を1人以上配置することo

[2】 院内及び地域の医療従事者の協力を得 [2] 院内及び地域の医療従事者の協力を得

て､院内外のがん患者及びその家族並びに地域 て､院内外の小児がん患者及びその家族並びに

の住民及び医療機関等からの相談等に対応す 地域の住民及び医療機関等からの相談等に対

る体制を整備すること○また､相談支援に関し 応する体制を整備することoまた､相談支援に

十分な経験を有するがん患者団体との連携協 関し十分な経験を有する坐盟がん患者団体と

力体制の構築に積極的に取り組むこと○<相談支援センターの業務> の連携協力体制の構築に積極的に塵且塵を主とが望ましい○<相談支援センターの業務>

ア がんの病態▲標準的治療法等がん診療及び ア 坐盟がんの病態､標準的治療法等吐旦がん

がんの予防.早期発見等に関する一般的な情報の提供イ 診療機能､入院 .外来の待ち時間及び医療 診療等に関する一般的な情報の提供イ 診療機能及び医療従事者の専門とする分

従事者の専門とする分野 .経歴など､地域の 野 .経歴など､ネットワーク内の協力病院及

医療機関及び医療従事者に関する情報の収集､提供ウ セカンドオピニオンの提示が可能な医師 ぴ医療従事者に関する情報の収集､提供ウ セカンドオピニオンの提示が可能な医師

の紹介 の紹介

エ がん患者の療養上の相談 エ 小児がん患者の発育 .教育 .療養上の相談

オ 地域の医療機関及び医療従事者等におけ オ 地域の医療機関及び医療従事者等におけ

るがん医療の連携協力体制の事例に関する る坐盟がん医療の連携協力体制の事例に関

情報の収集､提供力 アスベストによる肺がん及び中皮腫に関する医療相談キ HTLV-1関連疾患であるATLに関する医療相談ク その他相談支援に関すること する情報を収集､提供力 必要に応じて､ネットワ-ク内の協力病院に対して相談支援に関する支援を行うこと○キ その他相談支援に関すること

(2)院内がん登録 [1] 健康局がん対策 .健康増進課長が定める [1] 健康局がん対策 .健康増進課長が定める

｢標準登録様式｣に基づく院内がん登録を実施 ｢標準登録様式｣に基づく院内がん登録を実施

することo すること○

[2] がん対策情報センターによる研修を受講 [2] がん対策情報センターによる研修を受講

した専任の院内がん登録の実務を担う者を1 した専任の院内がん登録の実務を担う者を1

人以上配置すること○ 人以上配置すること○

[3] 毎年､院内がん登録の集計結果等をがん [3] 毎年､院内がん登録の集計結果等をがん

対策情報センターに情報提供すること○ 対策情報センターに情報提供すること.

[4] 院内がん登録を活用することにより､当 [4】 院内がん登録を活用することにより､当



に協力することo に協力することo

(3)その他 [1] 我が国に多いがん以外のがんについて､集学的治療等を提供する体制を有し､及び標準的治療等を提供している場合は､そのがんの種類等を広報することo

[2] 臨床研究等を行っている場合は､次に掲 [2] 臨床研究等を行っている場合は､次に掲

げる事項を実施すること○ げる事項を実施すること○

ア 進行中の臨床研究 (治験を除く○以下同 ア 進行中の臨床研究 (治験を除くo以下同

じo)の概要及び過去の臨床研究の成果を広報 じo)の概要及び過去の臨床研究の成果を広報

すること○ すること○

イ 参加中の治験について_､その対象であるが イ 参加中の治験について､その対象であるが

んの種類及び薬剤名等を広報することが望ま んの種類及び薬剤名等を広報することが望ま

しい○ しいoウ 臨床研究を支援する専門の部署を設置していることが望ましいoエ 臨床研究コーディネーターを配置し､ブロック内の協力機関とも連携し､ブロック内の臨床研究を推進すること○

4 患者の発育や教育等に関して必要な環境整備 保育士を配置していることo

チャイル ドライフスペシャリス ト､臨床心理士､社会福祉士等の療養支援担当者を配置していることが望ましいo

院内学級または教師の訪問による教育支援を行っていることO

退院時の復学支援を行っていることo

プレイル-ム等を設置していることo

家族等が利用できる､長期滞在施設またはこれに準じる施設が整備されていることo

家族等の希望により､24時間面会､付き添いができる体制を構築していることo

患者のきようだい保育を行っていることが望ましい○
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L_参考資料1｣

｢小児がん医療 ･支援のあり方に関する検討会｣開催要綱

1. 趣旨

｢がん｣は小児の病死原因の第1位である｡小児がんの年間患者数は20

00人から2500人と少ないが､小児がんを扱う施設は約200程度と推

定され､小児がん患者が必ずしも適切な医療を受けられていないことが懸念

されている｡

本検討会においては､小児がん患者とその家族が安心して適切な医療や支

援を受けられるような環境の整備を目指し､小児がん拠点病院 (仮称)に必

要とされる機能及び全国の小児がん関連施設に対する診療､連携､臨床試験

の支援等の機能を担う中核的な機関のあり方等について検討する｡

2. 検討事項

(1)小児がん拠点病院 (仮称)に必要とされる機能について

く2)小児がんの中核的な機関のあり方について

3. その他

(1)本検討会は健康局長が別紙の構成員の参集を求めて開催する｡

(2)本検討会には､構成員の互選により座長をおき､検討会を統括する｡

(3)本検討会には､必要に応じ､別紙構成員以外の有識者等の参集を依頼す

ることができるものとする｡

(4)本検討会は､原則として公開とする｡

(5)本検討会の庶務は､厚生労働省健康局がん対策 ･健康増進課が行う｡

(6)この要綱に定めるもののほか､本検討会の開催に必要な事項は､座長が

健康局長と協議の上､定める｡



別紙

｢小児がん医療 ･支援のあり方に関する検討会｣ 構成員名簿

天野 慎介 特定非営利法人グループ･ネクサス理事長

小俣 智子 武蔵野大学人間科学部社会福祉学科准教授

垣添 忠生 公益社団法人日本対がん協会会長

田口 智幸 国立大学法人九州大学大学院医学研究院小児外科教授

蓮見 公雄 公益社団法人全国自治体病院協議会会長

三浦 絵荊子 聖路加国際病院こども医療支援室チャイルド･ライフ･スペシャリスト

水谷 修紀 国立大学法人東京医科歯科大学小児科教授

道永 麻里 社団法人日本医師会常任理事

(五十音順 ･敬称略)



｢車 中 如しl

日本小児血液 ･がん学会 ｢日本小児血液 ･がん専門医研修施設｣

申請条件について (日本小児血液 .がん学会ホームページより抜粋)

1.小児血液 ･がん指導医または暫定指導医が1名以上常勤で勤務している

こと｡

2.小児がん認定外科医が常勤で勤務していること｡規則施行日から5年間

は小児外科専門医で可とする｡また､非常勤または診療協力施設 (*)で

の常勤でも可とする｡ (規則施行日とは平成23年 (2011年)4月1日

です｡)

3.放射線診断専門医または放射線治療専門医が常勤で勤務していること｡

規則施行日から5年間は非常勤または診療協力施設 (*)での常勤でも可
とする｡放射線治療が自施設､または､診療協力施設 (*)でできること｡

4.病理専門医は常勤で勤務していること｡規則施行日から5年間は非常勤

でも可とする｡

5. 日科が骨髄移植推進財団認定施設またはさい帯血バンクネットワーク登

録施設であること (**)｡診療協力施設がこの条件を満たすことでも可

(*)0

6.直近の3年間に細則第 22条に示す診療実績 (初発診療例)があること｡

直近の3年間とは､2009年1月1日から2011年12月31日までの期間

です｡2012年1月1日から2012年6月30日までの期間の診療実績は算

定されません｡

7 診療実績に示す初発症例は本学会の小児がん全数把握登録事業または小

児血液疾患登録事業に登録されていること (必須) (***)｡移植症例に

ついては造血細胞移植登録一元管理プログラム (以下､TRUMP)に登録さ

れていること｡移植症例については診療協力施設での登録でも可｡

8.本学会が定める研修プログラム作成要項に基づいて研修プログラムが作

成され公表されていること｡自施設で完結しない項目については､他の

専門医研修認定施設と連携して補完し (****)､全ての研修プログラム

を満たすこと｡

9.院内倫理審査委員会が開催され､同委員会により承認された臨床試験に

参加していること｡

10.院内の関連部門が参加する小児がんカンプアランスまたはこれに準じる

ものが定期的に開催され､会議録が保存されていること｡

ll.緩和ケアチームが活動していること｡



12.以下に示す小児患者の療養環境が整えられていること｡①保育士または
チャイルドライフスペシャリスト等の子ども療養支援担当者の配置､②

院内学級または訪問教師による教育支援､③家族の長期滞在施設または

これに準じる設備が利用できること｡ (①②③は､いずれか一つ以上が

満たされていればよい｡)

*:診療協力施設とは､自施設単独では患者の診療が行えない場合に､予
め登録された診療協力施設と協力して診療を行う施設のことです｡これには､

自施設には常勤非常勤を問わず小児外科専門医が不在の場合 ･自施設には常

勤非常勤を問わず放射線診断専門医および放射線治療専門医が不在の場

合･自科が骨髄移植推進財団認定施設またはさい帯血バンクネットワーク登

録施設ではなく自科で同種移植診療ができない場合があたります｡診療協力

施設は､専門医研修施設であることを問いません｡しかし､診療協力施設の

登録にあたっては､予め当該施設長の了解を得なければなりません｡ (当該

施設長の了解を証明する書式は不要です｡)

**:自施設ではなく､自科が骨髄移植推進財団認定施設またはさい帯血

バンクネットワーク登録施設であることが必要です｡内科あるいは幹細胞移

植科などと合同で登録されている場合には認められます｡その場合には合同

で登録している旨のコメントを記載してください｡

***:固形腫癌は､本学会の ｢固形腫癌登録システム｣から登録を行っ
てください｡また､造血器腫癌性疾患および非腫癌性血液疾患は､本学会の

rOSCRPTOSH｣上の ｢日本小児血液 ･がん学会 新規疾患登録｣で登録を行
ってください｡

｢申請エントリー｣のウエブ申請の際の ｢診療実績登録｣の ｢症例のID

番号｣欄には､固形腫癌の場合には､日本小児血液 ･がん学会疾患登録 固

形腫癌の登録番号をお書きください｡(C1OOIOlなど)
また血液疾患の場合は､旧小児血液学会による小児血液腫癌性疾患登録の学

会登録番号 (JPLSG登録コードは不可) (LIOOIOl)､または小児非腫
癌性血液疾患登録の学会登録番号 (HIOOIOlなど)､または新学会による登
録番号であるJSPHO番号 (11654など)をお書きください｡
造血細胞移植例はTRUMP登録に基づく一元管理番号をお書き下さい｡

学会続合に伴い小児血液疾患登録を PTOSHに変更した時に､血液疾患の方
は､H～と か L～という番号 (H110120.LllOOllなど)の使用は終了いたし
ました｡



新しい日本小児血液 ･がん学会疾患登録では､これまでに登録されていた

患者にも新たに JSPHO番号として通し番号が付与されています｡ (10436､

10525など)

一方､固形腫癌疾患の登録はこれまでのように､C～番号が付与され､す

でに登録済みの患者は以前の番号のままです｡.(C125102､C125110など)
したがいまして､今回の専門医研修施設認定申請で登録される診療実績の

｢症例のID番号｣は､血液疾患では原則として新しい JSPHO登録番号を

使用してください｡ただし暫くの問は古い H～や し～番号のどちらでも申請

は可能です｡

固形腫癌はこれまで通りの C～です｡また､TRUMPの番号はこれまで通り

です｡

****:研修プログラムに規定する研修内容はー専門医認定申請の際に
申請要件として認められるように配慮して規定をしてください｡自施設で研

修が行えない疾患の研修は､他施設で行えるように規定してください｡この

場合の他施設を研修連携施設と呼びます｡その際､腫癌性疾患については詑

定専門医研修施設で経験 (診断および治療)した症例でなければ認められま

せんので､研修連携施設は認定専門医研修施設であることが必要です｡しか

し､非腫癌性血液疾患あるいは造血幹細胞移植については､指導医(暫定指

導医)のもとで経験した症例であれば施設(あるいは科)を問いませんので､

研修連携施設(料)は認定専門医研修施設でなくても認められます｡



｢華考妻17料亭 ｣

日本小児外科学会 ｢認定施設｣申請資格について

(日本小児血液･がん学会専門医制度施行細則第3章認定施設第16条抜粋)

第16条 (申請資格)

認定施設の認定を希望するものは,以下の基準をすべて充たしていることを要

する｡ただし,当分の問第7項および第14項を除外することができるものとす

る｡

1.小児外科の専門診療が行なわれていること｡

2.小児外科に専従する医師が2名以上常勤していること｡なお,付則第3条に

定める研修医は含めない｡

3.小児外科指導医が1名以上常勤していること｡

4.過去3年間の小児外科手術例数が.平均年間100例以上,および新生児外科

症例数が平均年間10例以上あること｡ただし.うち5例以上は新生児外科

手術例であること｡

5.小児外科患者について剖検を行い得る体制にあり,かつ十分な経験を有する

病理医の指導の下に剖検症例についての臨床病理検討会 (cpc)が定期的

に行われていること｡

6.小児外科の診療と卒後教育に協力する小児科および麻酔科の医師が常勤し

ていること｡

7.独立した小児患者の看護単位をもっこと｡

8.以下の検査を常時施行しうること｡

1.X線撮影 2.血液ガス

3.血液一般検査 (血算)および血液生化学検査

4 迅速病理診断 5.超音波検査 6.CTスキャン

9.放射線治療が可能なこと｡

10.RI検査が可能なこと｡

ll.リハビリテーション機能をもち,医療相談業務が行なわれていること｡

12.医学的会合が定期的に行なわれていること｡

13.小児外科の卒後教育に関するカリキュラムをもっていること｡

14.実験研究設備をもっていること｡



l参考資亘亘コ

小児がんに関するデータ



JSPHO固形がん疾患別都道府県別症例数(2008-2010年お断症例数合計)

脂.脊髄腫癌 神経芽腫群腫癌 旺細胞腫癌(脳腫癌を除く) 軟部腫疲 骨腫琴 肝腫癌 網膜芽腫 腎腫痩
北海道 13 20
青森県 12
岩手県 .
宮城県
秋田県

山形県
福島県 16
茨城県 18 14
栃木県 12 10
群馬県 12
埼玉県 78 30 25 15 ll 14
千葉県 28 32 19 13 10
東京都 88 53 33 30 14 18 22, 17
神奈川県 50 20 25 17 18 12 15
山梨県
新潟県 33 10
富山県 .
石川県
福井県
長野県
岐阜県 10
静岡県 45 15
愛知県 25 20 12 18 10 10 23
三重県
滋賀県 17 10
京都府 18 10
大阪腐 79 30 31 26 12 14
兵庫県 36 20 18 13
奈良県. 10
和歌山県 ll
鳥取県

島根県
岡山県 13
広島県ー 18 ･10 13
山口県

徳島県 15
香川県 12
愛媛県 10
高知県
福岡県 26 23 20 20 12
佐賀県

長崎県
熊本県

大分県
宮崎県 ll
鹿児島県 13
沖縄県

注)2011年9月30日までの登録件数(本登録のみ)を計上
汰)9名以下は-で表示
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JSPHO血液がん疾患別都道府県別症例数 (2008-2010年診断症例数合計)

ALL AML まれな■白血病 NHL 組織球症

北海道 58 20 17 13
青森県 12
岩手県 20
宮城県 33 12
秋田県
山形県
福島県 32 10
茨城県 39 14
栃木県 32 16
群馬県 25 ll
埼玉県 87 31 25 25
千葉県 80 32 22 12
東京都 164 62 28 33
神奈川県 107 50 25 22
山梨県
新潟県 33 14 10
富山県 17
石川県 ll
福井県 ll
長野県 26 10
岐阜県 22 10
静岡県 51 18
愛知県 75 18 27 ,23
三重県 19
滋賀県 10
京都府 38 ll
大阪庶 108 46 2_8 48
兵庫県 82 20 16 25
奈良県 21
和歌山県 10
鳥取県
島根県
岡山県 20
広島県 33 15 12 14
山口県 10
徳島県 10
香川県 10
愛媛県 17
高知県
福岡県 46 33 12 ll
佐賀県 13
長崎県
熊本県 17 ll
大分県 10
宮崎県 17
鹿児島県 22 12 15
沖縄県 19

注1)2011年6月15日までの登録件数を計上
注2)JSPHOからの提出資料をがん対策･健康増進課で3年分合計に修正
注3)9名以下は-で表示
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小児がん患者数

(2008-2010年診断症例数合計)
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J固形がん J血液がん Id合計

注)北海道･東北:北海道:青森､岩手､宮城､秋田､山形､福島

関東:茨城､栃木､群馬､埼玉､干葉､東京､神奈川､山梨
北陸･中部:新潟､富山.石川､福井､長野､岐阜､静臥 愛知､三重
関西:滋賀､京都､大阪､兵庫､奈良､和歌山

中国･四国:鳥取､島根.岡山､広島､山口､徳島､香川､愛媛､高知
九州･沖縄:福岡､佐賀.長崎､熊本､大分､宮崎､鹿児島､沖縄

出典:JspHO提出資料を厚生労働省において集計



小児慢性特定疾患治療研究事業
疾患群別給付人数 (平成22年度地域別)
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法)北海道･東北:北海道､青森､岩手､宮城､秋田､山形､福島､関東:茨城､栃木､群馬､埼玉､千葉､東京､神奈川､山梨
北陸･中部.新潟､富山､石川､福井､長野､岐阜､静岡､愛知､三重､関西:滋賀､京都､大阪､兵庫､奈良､和歌山
中国･四国:鳥取､島根､岡山､広島､山口､徳島､香川､愛媛､高知､九州･沖縄.福岡､-佐賀､長崎､熊本､大分､宮崎､鹿児島､沖縄

(参考)小児慢性特定疾患治療研究事業疾患群別給付人数

悪性新生物 16′554 15,907 15′766 15′530 15,365

出典:厚生労働省母子保健課調べ
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-今後の小児がん対策のあり方について～

(小児がん専門委員会報告書)

平成23年8月10日

がん対策推進協議会

小児がん専門委員会



恒 はじめにl

lがん対策推進基本計画による取革

く1)がん患者を含めた国民の視点に立ったがん対策の実施

がんは､我が国において昭和56年から死因の第一位となっていることから､｢国

民病｣と位置づけられており､がん対策基本法第2条第3号においても｢がん患者の

意向を尊重したがん医療の提供体制の整備｣と規定されており､国民目線でのがん対

策が実施されている｡一方､子どもは国民の宝として大切に育てられるべきであるに

も関わらず､がんは小児において病死原因の第一位を占めており､がん対策推進基本

計画には､小児がん対策はほとんど盛り込まれていない｡その結果､小児がん対策が

著しく遅れている｡

これまでの基本計画がおもに成人の5大がんを中心としたものであったこと､小児

がんの多くが小児病院で診療されていることー患者が子どもであり国への声が届きに

くいことなどが､小児がん患者が本基本計画の恩恵にあずかれなかった理由と考えら

れる｡小児がんは成人がんとはまったく異なる疾患辞で､小児白血病のほか多くの種

類の胎児性腫痕や肉腫により構成されるaこれらの疾患は発生頻度が低く､様々な部

位から発生するうえ-小児から思春期､若年成人に書で発症するため､一口に小児が

んといっても､多穣多様ながん種と幅広い年齢層を念頭に置いた対策が必要である｡

思春期がんを含む小兜がん (以下､小児がん)は成人がんと比べ､化学療法や放射

線治療-の反応性が良好でありー適切な治療の実施により多くのがん種で高い治癒率

が得られる反面､たとえ治癒しても強力な治療による合併症に加え､成長発達期の治

療によるその後の合併症 (両者を合わせて晩期合併症と呼ぶ)が､治癒した後も問題

となるなど､日常生活における様々な心理社会的問題に波及することから､成人がん

とは異なった取り組みが必要である｡また､現在､大震災での子どもの放射線被ばく

によるがんの発生についての取り組みも求められている｡

く2)小児がんに対して重点的に取り租むべき課題を定めた総合的ながん対策の実施

がん対策推進基本計画はへ ｢がんによる死亡率の減少｣及び ｢すべての患者お

よびその家族の苦痛の軽減ならびに療養生活の質的申上｣を全体目標としており､rが

ん医療｣については､がん診療運携拠点病院整備を中心にがんの治療の均てん化が行

われてきている｡しかし､小児がんは化学療法や放射線治療への感受性も高く､正し

い診断のもとに経験豊富な施設で的確な治療を迅速に行うことがより求められるに

も関わらず､発症数が少ないうえに症例が分散しており､必ずしも正確な診断や適切

な初期治療がなされていない｡また､小児がん全般に対応可能な複数の領域の専門家
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が揃い､小党に適した治療設備を備えた施設は極めて少ない｡小児がんは多様な疾患

の集まりであるが化学療法や放射線治療の進歩により全体の7割で治癒が可能とな

り､今や小児がん経験者 (小児がんの原疾患が治癒した者)は20歳代の約1,00

0人に1人に達していると推定され､今後さらに増加する見込みである｡しかし､小

児がん経験者にとっては､晩期合併症 (発育･発達障害､内分泌障害､臓器障害､妊

卒性障害､高次脳機能障事､二次がんなの が大きな問題であるにもかかわらず､そ

の実態と対策はいまだ明らかではなく､長期フォローアップ体制の確立など成人がん

と異なった医療体制と社会支援が強く求められている｡

2 小児がんをめぐる現準

○小児がん医療の問題点

がん医療において質の高い医療を提供するためには､医療者の経験値を高めること

が必須であるが､小児がんは発症数が少ないため､専門施設に患者を集約し､人材と

医療技術を集中させて診療の質を高めることが重要であるBすなわち､集約化が必要

である｡現状では2000-2500人の患者が約200施設で診療されている.

抗がん剤については､市場規模が小さいことから企業治験は皆無に近く､小党がん

に適応のある薬剤は極めて限られており,成人がん鎮域と大きな格差がある｡また､

適応外薬剤の使用についても施設格差がある｡小児腰痛に精通した放射線治療医や病

理医も極めて少なくーこれら-の対応もたち遅れているQ成人領域ではこの数年間で

大きく前進した緩和ケアについては､小児領域では終末期ケアも含めてほと.んど対策

はなされていないという状況である｡

(1)小児がん患者と患者家族の視点に立ったがん対策の実施

小児がんの治療は撃力な化学療法が行われるため､患者及び家族は半年から1年間

の入院を余儀なくされる｡しかし､治療中の子どもの権利の保証や家族支援が不十分

な状況であり､療養環境や教育体制も不備である｡また､家族､きょうだいの犠牲も

大きく､遠方への通院や付き添いなどの負担により両親が仕事を失うなど､経済的な

負担にも悩まされている｡

このような状況の中で患者家族は､や児がんに関する様々な情報に期待し､適
切な治療を求めているが､正確な情報は極めて乏しいうえに様々な情報が交錯してい

て正しい情報が得ることが困難である.また､相談する場やセカンドオピニオンへの

対応も不足しており､こうした現状を改善していくことが求められている｡

(2)治療後の小児がん経験者の視点に立った小児がん対策の実施

現在､小児がんの7割が治癒する時代となり､小児がんを克服した小児がん経験者
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が次第に増えている現状で､小児がん経験者の晩期合併症 (発育･発達障害､内分泌

障害､臓器障害､妊卒性障害､高次脳機能障害､二次がんなど)や､それによる心理

社会的問題の実態が十分に把握されていない｡また､小児がん患者を長期にわたり支

援する長期フォローアップガイドラインやその診療体制も確立しておらず､多くは初

期治療を行った小児科医が継続して行っているのが現状である｡各分野の専門家がか

かわる医療体制や､成人後の患者に対しての成人科との連携など多くの課題がある｡

治療後は成人として社会参加が望まれるが､治療後の就学先､就職先の無理解､相

談支援先の不足､民間保険への加入制限､成人後自立できず収入がない申､晩期合併

症に必要な医療費支援がないなど心理社会的問題に対する相談支援が不足し､小児が

ん患者の自己実現を阻んでいる｡

(3)思春期がん ･若年成人がん患者の視点に立ったがん対策の実施

ここでいう思春期･若年成人がんとはー思春期･若年成人にみられるいわゆる小児

がんと呼ばれるがん種のことでー成人には稀な骨軟部肉腫が多いが､肉腫の経験に乏

しい成人がん施設で治療きれることが多くーしかも症例が分散しており対策が極めて

遅れている状況にある｡疾患としてtか卜児領域に多いため､経験豊富な小児がん診療

施設あるいは疾患特異的な専門施設で診療されることが望ましいが､年齢的には小児

と成人領域のはぎ封こなるためー適切な治療機会を失することも多い｡晩期合併症や

治療後の様々な心理社会的問題は′J潮 音んと同様であり､相談支援体制の構築が求め

られている｡

3 今後の小児がん対策への展隈

｢がん対策推進基本計画｣は､がん対策推進基本法第9条第1項に基づき､長

期的視点に立ちつつ.平成†9年から5年の間にがん対策の総合的な推進を図るために

定められたが､これまで述べてきたように小児がんに対する対策は立ち遅れている｡今

後の5年間においては､次期基本計画に基づき､小児がん診療体制と長期フォロTアッ

プ体制の確立などの小児がんに対する総合的な対策として以下の対応を行い､｢小児が

4Jを国民が理解し､小児がん患者･家族の命と将来を守る社会｣を実現することをめざ

す｡

(1)小児がん患者への専門医療の提供体制と長期フォローアップ体制を整備した専門施設

(地域の中核となる小児がん拠点病院と中央の小児がんセンター)を設け､患者を集約

化して最新かつ最適な治療を提供すると共に､地域の医療機関との情報共有と連携に基

いた治療後のフォローアップを行う.
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(2)国民に理解しやすくかつ信頼性の高い小児がん･思春期がんの情報.とくに診療ガイ

ドラインや専門医.専門施設の診療実績や相談支援先などの情報を一元的に発信するシ

ステムを構築する｡

(3)地域の医療機関と国暮地方公共団体との連携ネットワークのもとで､岳者 ･家族を含

めた国民､医療従事者.医療保険者､患者団体､マスメディア等が一体となって､小児

がん患者･家族が診断時から切れ目のない安心.納得した治療と支援を受けられるよう

にする｡
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拝亡 破 り由むべき課琴f

対策が遅れている小児がん対策を総合的に推進していくにはノ小児がん拠点病院(仮称､

以下略)の整備及び地域ネットワークによる患者の集約化と小児がん患者に対する切れ目

のないフォローアップ体制の確立と患者,家族支援を行うことが必要不可欠であるCまた､

情報の一元的配信などの患者支援､診療施設に対する診療支援さらに新規治療開発なども

含む小児がんに対する種々の総合的な施策を行う小児がんセンター (仮称､以下略)の設

置が必要である｡

1 小児がん診療休制のあり方について

思春期.若年成人がんを含む小児がん (以下､小党がん)に対し迅速で正確な診断と

適切な治療を提供し小児がん対策を総合的に推進するうえで必要な医療基盤を整備し､

全ての小児がんに対応できる複数の領域の専門家による診療体制を構築した施設を定

めて､患者を集約していく必要があるo

(1)小児がん拠点病院 (仮称)の整備

(現状及び課題)

現在､日本では200を超える施設で小児がん診療が行われているが､数年間に新

規症例が1例程度の施設も存在しており､集約化がなされず､必ずしも適切な治療が
なされていない｡

(取り組むべき施策)

小児がん患者と医療者の集約化に基づく医療の質の改善のために､小児がんの領域

別の複数の専門家の配置､医療設備､療養環境や患者支援のための機能整備などの必

要要件を定めた小児がん拠点病院を整備する｡小児がん拠点病院は､小党がん患者の

診断､化学療法､外科療法､放射線治療などの専門家による集学的医療の提供ととも

に､小児専門の緩和ケアチーム､十分な看護体制､小児がん患者とその家族を支援す

る職種 (療養生活を送る子どもに､遊びなどを通じて心理社会的支援を行う職種､社

会福祉士など)を配置してこれらが職種横断的に連携するためのキャンサーボードを

設置し､さらに患者 ･家族の相談体制を整備しなければならない｡施設面では､院内

学級､プレイルーム､さらに家族の宿泊施設などを整えることとする｡このような小

児がん拠点病院を整備して､患者の集約化を図る｡小児がん拠点病院では､ガイドラ

イン治療のほか､新たな標準治療の確立と新規治療法の開発のための臨床試験を積極

的に行うとともに､連携した医療機関での診療内容を把握して指導する｡早期診断と
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的確な診療のために (2)で示す地域連携ネットワークについて具体的な方策を段階

的に立てて実現するとともに､放射線被ばくによるものを含めた小児がんの検診体制

の構築も必要である｡I

(2)医療検閲等の地域連携のあり方

(現状及び課題)

発症から小児がんを疑うまでに時間を要することがあり､適切な医療機関や専

門施設が明らかでないことから､患者が早期に正しい診断と適切な治療を受けること

が難しい状況にある｡このために､小児がん拠点病院を中心とした有機的な地域連携

ネットワークを段階的に確立し､小児がん診療にあたるべきである｡

(取り組むべき施策)

小児がん拠点病院は､包括する地域における小党の初期診療を担う医師へ小児がん

の啓発と教育を充実させる手段を講じると同痔にJJ､児がんの初期症状や発症年齢な

どのデータを公開し､がんを疑った場合の拠点病院との連携体制を具体的に構築する.

小児がんが疑われる患者と診断した医療機関は小児がん拠点病院に速やかに連絡し

て診断を依寮するなどのコンサルテーションを受け､地域連携ネットワークの中で適

切な診断と治療が提供できる体制を整備する｡地域の連携病院で治療を行う場合は､

小児がん拠点病院で行われるキャンサーボードへの参加などを通じて診療情報を共

有することが必要である.原疾患の治療が終了した後も､フォローアップに関する地

域連携ネットワークによる支援を切れ目なく提供する必要があることから､患者･家

族各々にフォローアップガイドラインを提示し､フォローアップ手帳なども用いて､

適切な医療検閲および適切な診療科で連接しながら確実なフォローアップが可能な

体制を整備していく｡小児がん拠点病院の種々の梯能については､適切な委員会など

を設置し､関係者､患者 ･家族からの意見を取り入れ助言する｡

(3)小児がんセンター (仮称)の整備

(現状及び課題)

小児がんの理解が一般社会のみならず医療関係者にも不十分であり､患者に理解し

やすくかつ信簿性の高い情報が乏しいうえに様々な情報が流れていることから､正確

な情報が得られにくい｡小児がんについての正しい知識､小児がん診療施設の診療体

制や診療実績､各種ガイドライン､新規治療法､副作用などの治療関連､さらに長期

フォローアップ体制､晩期合併症対策や生活支援などの治療終了後に関する情報など

が不足している｡また､がん登録が不十分であり疫学研究が行われていないため､小

児がんの原因､誘因が不明であるばかりか.わが国における小児がんの発生数や死亡

数も明らかではない｡一方､小児がん診療F=ついては専門的な病理医や放射線診断医
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が不足しており､各医療梯関独白で適切な診断が困難となっている｡また､各医療機

関での診療の質の担保がなされていない状況である｡新規治療法開発なども含めた総

合的な小児がん対策を中心となって推進する機関もない｡

(取り組むべき施策)

総合的小児がん対策を中心となって推進するための小児がんセンターを設置し､前

項で述べた小児がん拠点病院の診療体制や診療実績､各種ガイドライン､新規治療法､

副作用などの治療関連､さらに長期フォローアップ体制､晩期合併症対策や生活支援

などの治療終了後に関する相談支援情報を一元的に発信するシステムを構築する｡そ

のために､各小児がん拠点病院が地域の連携施設とのネットワークの中で得られた診

療実績についての情報を小児がんセンターに継続的に集積する｡小児がん診療の質を

担保するため､小児がんセンターで病理･画像診断などの中央診節.コンサルテ⊥シ

ョンシステムを構築すると同時に､小坂がん拠点病院の診療内容をモニターし､必要

に応じて適切な助言をする｡また､小児がん登録や疫学研究を中心となって推進する

とともに､検体バンクなどによる研究支援も行う｡そのほか､新規治療開発や総合的

な小児がん対策に必要な施策を提言し､推進するなどの総合的な機能を有するものと

するo小児がんセンターの種々の機能については､適切な委員会などを設置し､関係

者､患者 ･家族からの意見を取り入れ助言する｡

2 小児がん患者及び家族に対する支援r=ついて

(1)小児がん患者 ･家族への相談支援

(現状及び課題)

小児がん患者 ･家族においては､病気や治療だけでなく､病気に伴い発生する心理

社会的問題や､それに対する活用可能な社会資源などについて､十分な説明や相談支

援体制がほとんどないDまた､治療終了後の小児がん患者の転居や進学などによって､

フォローが途切れることにより十分な相談支援の実行がさらに難しい現状となる｡診

断時からの継続的な情報提供ならびに心理社会的支援が必要である｡

(取り組むべき施策)

小児がんセンターからの情報公開は､一元的かつ標準化された系統的､網羅的な情

報 (診療ガイドライン､フォローアップガイドライン､副作用情報､医療支援情報､

経済支援情幸辰など)がインターネットなどを介して配信される体制が必要であるDま

た､24時間対応可能な患者相談のためのコールセンターを小児がんセンターに設置

する｡
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小児がん拠点病院には､小児がんに精通した社会福祉士を配置した相談支援センタ

ーを設置すべきで､相談支援とともにセカンドオピニオン体制の整備を行うO

(2)治療中の小児がん患者への支援

(現状及び課題)

小児がん患者は長期入院を要することが多く､そのために家族の二重生活を余儀な

くされたり､患者の治療中の勉学 ･進学等の教育問題など様々な問題を抱えている｡

特に､小児がん患者の集約化によって､旅費や宿泊費などによる経済的な問題もさら

に大きくなる｡また､入院中は親に付き添われる権利､遊びの権利､教育を受ける権

利など､子ども条約や病院の子ども恵章などに規定される子どもの権利がないがしろ

にされる傾向がある｡治療に関連したストレスの受容能力が未熟な小児では治療終了

後に心的外傷後ストレス障害 (PTSD)を生じたり.治療後も精神的問題を抱えること
も稀ではないC長期入院を快適に過ごすための療養環境の整備も不十分である｡教育

については､院内学級が設置されていなかったリ､設置されていてもその体制が不十

分であるなどのほか､院内学級で教育を受けるためには学籍移動が必要であること､

前籍校が私立学校である場合には退学になる場合もあること､また､学籍移動の手続

きが燭光であるなどの種々の問題がある｡

さらに､終末期ケアを含めた緩和ケアについては､小児がん患者･家族に最適化さ

れたケアがほとんど提供されていないという状況である｡

(取り組むべき施策)

前述したように､小児がん拠点病院には.治療中に家族･きょうだいが宿泊できる

施設を併設すること､さらに療養生活を送る子どもに､PTSDを未然に防いだリ､健や
かな成長を促すために､遊びなどを通じて心理社会的支援を行う臨床心理士などの職

種や社会福祉士をはじめとする専門職の配置が必須である｡教育に関わる問題につい

ては､院内学級のさらなる整備のほか､学籍の問題など運用面での制度変更や指導が

必要である｡さらに､高等教育に関しても適切な対応が望まれる｡緩和ケアについて

は､小児がん拠点病院の項で述べたように.治療中から一貫した痔痛緩和､終末期ケ

アを含めた緩和ケアを充実させ､死別後の家族へのビリーブメントケアも必要であるO

長期に治療が必要な患者の経済的問題については､拠点病院への通院にあたって､遠

隔地であるなどの一定の要件を満たす患者や家族の通院に係る経費について､経済的

支援を含めた他制度の活用など､何らかの支援制度を検討する｡

(3)小児がん鍵験者への支援
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(現状及び課題)

原疾患が一段落した時点以降の長期間にわたるフォローアップが必ずしも十分に

行われていない｡また､疾患や治療の合併症や後に生じる晩期合併症に関しては､患

者やその家族に著しい精神的および身体的苦痛が生じる場合もあるにもかかわらず､

その対処も不十分な状況である.小児がん経験者は個々の合併症の度合いやその併発

によって各々に問題を抱えているが､治療後の原籍校への復帰を含めた就学や就労支

援を含む自立支援体制がほとんどない｡精神的及び身体障害を重複する小児がん患者

も多く､その苦痛や支える家族の負担は著しいものとなる場合もあるが､それぞれに

対する福祉･介護制度での対応では救済されない場合が多い｡このため子どもの成長

とともに家族の負担は増えてくるのが現状である｡

(取り組むべき施策)

小児がんの晩期合併症の現状を把握した上でその対応を進めていく｡フォロー

アップ診療は､成人診療科と十分な連携の上に行われるべきで､患者個々によって対

応が異なるが､地域の家庭医や成人診療科に円滑に移行できる体制整備とともに､小
児がん拠点病院ではフォローアップ外来と相談支援センターを併設して､小児がん患

者が抱える心理社会的問題ー特に自立支援に対して総合的に対応できる体制を確立す

る｡経済的問題に対してはー20歳-以上の患者の医療費支援のあり方の見直し､障害

者支援に関する制度などー他法との整合性についても検討し､活用可能な体制を確立

する｡また､就労支援については､小児がん経験者が働く権利を擁護するための制度､

企業の就業規則における短時間勤務や休職規定の充実を含む合理的配慮を義務づけ

るための制度などー小児がん経験者の自立に資する制度についても検討する｡

3 小児がんの登錠制度の整備

(1)小児がん登録制度の整備

(現状及び課題)

小児がんの登矧 =ついては､小児専門病院など現在のがん診療連携拠点病院以外の

施設で診断および治療がされることが多く､院内がん登録や地域がん登録から漏れる

ことが多い｡小児がんは発生数が少ないことから悉皆登録が必要であり､学会で登録

事業が行われているが､登録は各施設の自発的な判断に任されており全数把握までに

至っていない｡そのため､発生数の増減や死亡率の推移が不明であり､がん対策の遂

行上､大きな障壁となっている｡

(取り組むべき施策)
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登録制度は､治療や研究に必要なだけでなく､成人後の小児がん患者支援のために

も重要なシステムである｡悉皆登録のためには､法制化も含めた医療機関からの登録

の義務化が望まれる｡また､登録しやすい様式と仕組み､目的に応じた登録制度の構

築とともに､治療施設ごとの登録データの公開や治療成績の公開も必要である?

小児がん拠点病院においては､現在行われている小児がんの登録システムや院内が

ん登録および地域がん登録との連携を構築することが必要である｡

4 4､児がん対策における研修 ･_教育体制につい三

(1)小児がんについての学校教育のあり方

(現状及び課題)

･ 小児がんは､ドラマなどの題材にはしばしばなるが､子どもを含む国民に対し､正確な情

報に基づく啓発がされていない｡そのためー小児がん患者に対するいわれなき偏見や憐偶

の対象となりやすいbまた､知識不足のため.小児がん患者の医療機関への受診の遅れ.

さらには適切な診断と治療の機会喪失につながっている｡特に.小児がん患者あるいは経

験者を受け入れる学校での認識不足は､患者たちの不利益となっているのが現状である｡

(取り組むべき施策)

小児がんは成人がんと同様に学校教育に絶み込んで､小党がんや小児難病へ

の偏見を払拭することが望まれる｡まず養護教静をはじめとする学校関係者が理解し､

がんや小児がんに対し子どもに鮒 感等を与えないよう進めていくための研修が必

須である｡

(2)小児がんに携わる医療従事者などの育成 ･研修体制

(現状及び課題)

関係学会で小児がんの専門医制度が開始された状況ではあるが､必要最低限の条件

であり､必ずしも小児がんすべてに対する高い専門性を担保するものではない｡小児

がんに携わる医師以外の医療関係者の育成 .研修制度は皆無である｡

(取り組むべき施策)

専門医はIその程験症例や経歴考公表して客観性のある専門性を示すべきであり､

学会が構築する制度とは独立した評価に基づくことが望ましい｡小児がんの専門医育

成のための研修制度も､学会で設けているが､さらに高い専門性を担保できるよう小

児がん拠点病院への患者の集約化とともに十分な症例数の経験が可能な研修体制を

構築する｡また､小児がんのトータルケアに関わる小児がん医療関係者の研修制度に

ついても.小児専門看護師､がん専門看護師､療養生活を送る子どもに遊びなどを通
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じて心理社会的支援を行う職種､臨床心理士､社会福祉士など､職種を超えて小児が

んについての研修を行うことが望まれる｡思春期を含む子どものための緩和ケアの充

実のために､現在行われている小児緩和ケア講習会を制度化し､その内容には､患者

とその家族とのコミュニケーションスキルや年齢別の問題点を明らかにしたロール

プレイなども含まれるべきである｡

5 小児がん研究体制の整備について

(1)臨床試験研究体制のあり方

(現状及び課題)

行うべき臨床研究は多岐に渡るが､治療開発のためのものとして大きく2種に大別

される｡ひとつは適応外薬などを用いた早期開発試験でもうーつは標準治療を決定す

るための後期試験である｡前述したように日本では200を超える施設で小児がん診

療が行われているためー後期試顔に必要な症例数を集積するためには100以上の施

設を対象としなければならない｡そのためー試験を完了するのに長期間を要するばか

りか､膨大な経費と人的資源を必要としー極めて非効率である｡少数施設で行うべき

早期開発試験も同様の理由で遂行が困難である｡また､小児系診療科は人員が少ない

ため､試験の円滑な実施に困難をきたしている｡すなわち､臨床試験体制は極めて不

十分である｡■

(取り組むべき施策)

小児がんは発症数が少ないことから､小児がん拠点病院に集約化して治療を行い､

多種の難治がんを対象とした臨床試験を効率的に実施できる体制を確立する｡特に厳

重なモニタリングを必要とする早期開発試験においては10施設以下に集約した施

設 (小児がん拠点病院)で行える体制を整えるoこのためには臨床試験を支援する専

門職の配置などが必要である｡また､がん種ごとの臨床試験の実施状況やその結果を

公開することも重要である｡

(2)創薬及び新薬開発に関する研究

(現状及び課題)

小児がんに対する未承認薬や適応外薬に関しては､成人にくらペ著しく遅れており

過去7年間では白血病用抗がん剤が1薬剤､固形がんでは造血幹細胞移植用の1薬剤

を除くと皆無である｡その大きな原因は､市場規模が小さいため製薬企業にとっては

魅力がなく､適応取得に要するコストを回収できないためである｡
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(取り組むべき施策)

小児に対する未承認薬や適応外薬の現状分析と対策を包括的に検討する場を設置

する｡成人領域での新薬開発に際して､小児適応の取得を促すためのインセンティブ

の設定など強力な政策誘導が必要である｡また､医療上必要な未承認薬については､

個人輸入に依存することのないよう､法に基づくコンパッシヨネ- トユース制度を整

備し､未承認薬の人道的使用手順､臨床情報の収集システムを確立し､有効な治療法

の開発に結びつけるべきである｡

(3)基礎研究及び橋渡し研究､疫学研究のあり方

(現状及び課題)

小児がん領域の基礎研究や橋渡し研究は行われてはいるものの､研究基盤は脆弱で

研究者の層も薄い｡また､これらが臨床に応用されることがほとんどなく､また､非

医師での小児がん研究者が少ない｡疫学研究については成人領域と異なり､発癌要因

については電磁界と白血病発症との関連の研究以外.ほとんど行われていない｡欧米

では小児白血病の発症要因を探索するための疫学研究が活発に行われている｡それ以

外の疫学研究は個人の研究者レベルで細々と行われているに過ぎないOまた､これら

の疫学研究は成果を得るのに長い年月を要する｡

(取り組むべき施策)

小児がんセンターなどを拠点として､基礎研究や橋渡し研究を実施する体制を構築

する｡疫学研究についても発癌要因のほか､晩期合併症の発生頻度など不明な点が多

いため､小児がんセンターの事業として継続的に実施することが必要である｡また､

福島原発の事故に伴い､放射線被ばくと小児での発がんの因果関係を明らかにするた

めの疫学研究も重要な課題である｡小児がんセンターは､これらの研究成果を公開し

て研究成果の見える化を結い.医療関係者だけでなく､小児がん患者.家族､一般国

民に周知し､さらには適切な評価を受けることも重要である｡

(4)医療機器開発研究のあり方

(現状及び課題)

医療機器関連の研究は､ほとんどされていない｡小児に特化した医療機器や設備の

開発への期待は大きい｡

(取り組むべき施策)

小児に適した医療機器の開発を積極的に行い､特に重粒子線や陽子線の応用と小児

に対する保険適応についての検討を行うべきである｡
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6 評価指標の策定について

小児がん患者･家族のいのちと将来を守るための小児がん医療実現を目指し､以下

の評価目標を定める｡

(1)小児がん拠点病院への小児がん患者の集約化

小児がん拠点病院の整備に伴い､拠点病暁での小児がん患者の診療実数､コン

サルテーションされた症例数の状況を把握し､患者の集約化の程度を把握する｡

(2)診療ガイドライン及びフォローアップガイドライン提示とその効果

小児がん拠点病院にて把握された小児がん患者には､診療ガイドラインが提示

され､またー小児がん治療終了者全員がフォD-アップガイドラインを提示され

たうえで､フォローアップ手帳が入手ができることを目標とする｡

(3)死亡率の減少

各地域での年齢別の小児がん死亡率を把握し､死亡率の減少効果について検証する｡

(4)患者 ･豪族の藩足度向上

患者･家族に対する全国共通の満足度調査にて､治療および療養生活に関する満足

度を計測することにより､診療の賢と患者 r家族支援体制の充実度を評価する｡

(5)小児がんセンタ｣の機能評価

小児がんセンターの所定の年度別臣操の達成度について年度ごとに評価する｡

(6)小児がん拠点病院の機能評価

小児がん拠点病院の指定要件を主とする目標の達成度を年度ごとに評価する｡
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Ⅱ 小児がん対策を計画的に推進するために必要な課題

1 評価体制の整備

小児がん対策を実施するに当たり､その達成度について検討し､評価や助言を継続的

に行う休制が必要である｡指標としては､個別目榛の項で述べた事項について評価する

が.評価する場には小児がんの専門家とともに患者･家族の代表が委員として加わった

第三者機関などの組織で､継続的に小児がん対策､特に小児がん拠点病院および小児が

んセンターの運用状況について評価し､助言を行う｡

_L IJ､児がん拠点病膜の措定と段階的整備

小児がん拠点病院を設置して､小児がん患者を集約し､最新かつ適切な治療を行うに

あたりーその設置にあたっては一段階的な指定要件の策定および要件達成のための方策

について検討することが必須である｡また､造血券腫癌､脳腫癌などの臓器別の小児が

ん拠点病院施設の構築も検計すべー善であるC

3 小児がん領域の診療の適正な評伍

小児がん領域での診断や治療には､成人に比べより多くの時間と医療関係者､および

専門スタッフが必要である｡特に小児科においては､社会問題となっているように､医

師の不足が顕著であり､小児がんに関する専門医が育ちにくい環境がある｡保険診療に

おいてそれに見合った診療報酬上の加算や予算の担保が必要である｡

特に放射線療法については､言い聞かせや静脈麻酔による鎮静が必要であり､成人に

比べて数倍の時間と人手を要する｡また､対象が小さいうえに晩期合併症の危険性が高

いため､より精度の高い横幕､および技術が必要なため､小児がん拠点病院で対応する

とともに保険診療におけるそれに見合う加算が必要である｡現状ではこれらの理由のた

め､小児は最新の放射線治療から排除される傾向にある｡

旦j 親王オJj-アップのために有用在基盤豊頃

小児がん登録によって､個別の小児がん患者の把握が可能となるが､患者とその家族

が希望すれば､それと同時に個別の患者支援が開始され､長期フォローアップにも活用
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することが可能となる｡長期フォローアップのデータと連結すれば患者L家族支援にと

ってより有用と考えられるため､今後､個人情報の取り扱いに十分留意した形で対策を

講じる必要性がある｡

声 就学支援嘩邸 (学ぶ権利)の整備

集約化､拠点化に際しては､遠方から入院する患者が増加すると予想されるが､都道

府県を越えて容易に転籍を可能とする全国統一した対応策が必要である｡また､外来通

院中や退院後の教育支援､訪問看護や訪問教育についてもさらなる充実を図る必要があ

る｡

6 小児がん領域の医療関係者の育成

小児がんの治療のために療養生活を送る子どもに､選びなどを通じて心理社会的支援

を行う職種や小児がんに精通した看護師などの認定制度についても構築していく必要

がある｡また､医療制度などの制度面だけでは不十分な部分が多く残るため､これらを

埋めるためにー患者 ･家族会による支援-ピアサポータ一一の育成なども積極的に取り組

むべき課題である｡
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磨威連

地方 自治体

厚生労働省

患者/豪族団体

診療所がん診療連
携拠点病院 アップデータ

小児がん拠点病院 (仮称)
①専門医痕の提供体制(小児がんと思春期がんを扱う各診療科､
十分な症例数,浄療施設,脚 ,再発･難治がん対応等)
②長期フォp-アップ体制(長期フォローアップ外来)
⑨看護一療養体制(療養生活を送孝子どもに遊びなどを通じて心理社会的支援を行う聯種､社会福祉士等の配置,碍末期医療を含む
小児専門棟和ケアチーム等)@療育体制(チャイルドプレイルーム､宿泊所､障内学級

-'--⑥･相哉菩提体制く相談窓口,患者会支援等) い.〟,.⑥研修体軒(小児がわ研修会･ご･研修カリ半端 等)⑦地域.成人医療横臥.と.q?具体的な連携体制

中兵 評価/指導

..,‥‥==･Y
小児がんセンター(仮称)

●データ集約と情報発信 ●診療･研究支援 ● 拠点 の評価･指導

拠点病院情報く診療体制,実線) ･中央診断体制(病理･画像) ● 長期フォローアップ支援
各種診療ガイドライン ･安臥 疫学(コホート)研究 ● 患者.家族の生活支援･電話相談
騰珠試験.新薬情報 ･新規治療･新薬牌発支援 ● 施朱の立案と提言

辛:初期診療においては必ず小児がん拠点病院にて診断あるいはコンサルテーションを行い､地域医療機関との連携のもとに正しい治療を提供する｡フォJ)-アップにおいては､拠点
病院と地域医療機関が連携し､ガイドラインのもとに地域で可能な診療を提供する｡診療情報やフォFl-アップデータは全て拠点病院に報告し､小兜がんセンターに集積する｡

(作成 樺山)



L参考資料6l

健発 0329第 4号

平成 23年 3月 29日

厚生労働省健康局長

各都道府県知事 殿

がん診療連携拠点病院の整備に関する指針の一部改正について

標記事業については､平成20年3月1日健発第0301001号本職通知 ｢がん診

療連携拠点病院の整備について｣の別添 ｢がん診療連携拠点病院の整備に関する指針｣

(以下 ｢整備指針｣という)により行われているところであるが､別添の新旧対照表の

とおり､整備指針の一部を改正することとしたので通知する｡

貴職におかれては､管内関係医療機関等に周知方願いたい｡

なお､本通知は､平成23年4月1日から適用する｡
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健 発 第 0301001号

平 成 2 0年 3月 1 日

厚生労働省健康局長

各都道府県知事 殿

がん診療連携拠点病院の整備について

我が国のがん対策については､がん対策基本法 (平成 18年法律第 98号)及び

同法の規定に基づく ｢がん対策推進基本計画｣ (平成19年6月15日閣議決定｡

以下 ｢基本計画｣というC)によ り､総合的かつ計画的に推進しているところであ

る｡

がん診療連携拠点病院については､全国どこでも質の高いがん医療を提供するこ

とができるよう､がん医療の均てん化を戦略目標とする ｢第3次対がん10か年給

合戦略｣等に基づき､その整備を進めてきたところであるが､基本計画において､

更なる機能強化に向けた検討を進めていく等とされていることから､ ｢がん診療連

携拠点病院の指定に関する検討会｣を開催し､指定要件の見直し等について検討を

進めてきたところである｡

今般､この検討会からの提言を踏まえ､ ｢がん診療連携拠点病院の整備に関する

指針｣ (以下 ｢指針｣という｡)を別添のとおり定めたので通知する｡

ついては､各都道府県におかれては､指針の内容を十分了知の上､がん患者がそ

の居住する地域にかかわらず等しくそのがんの状態に応じた適切ながjL!医療を受け

ることができるよう､がん診療連携拠点病院の推薦につき特段の配慮をお願いする｡

また､指針に規定する ｢新規指定推薦書｣等については､別途通知するので留意

されたい｡

おって､ ｢がん診療連携拠点病院の整備について｣ (平成18年2月1日付け健

発第0201004号厚生労働省健康局長通知)は､平成 20年3月 31日限り廃止する｡
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がん診療･連携拠点病院の整備に関する指針
(健発第 0301001号 平成 20年 3月 1日厚生労働省健康局長通知)

(平成 22年 3月 31日一部改正)

(平成 23年 3月 29日一部改正)

Ⅰ がん診療連換拠点病院の指定について .

1 がん診療連携拠点病院 (都道府県がん診療連携拠点病院及び地域がん診療連

携拠点病院をいう｡以下同じ｡)は､都道府県知事が2を踏まえて推薦する医

療機関について､第三者によって構成される検討会の意見を踏まえ､厚生労働

大臣が適当と認めるものを指定するものとする｡

2 都道府県は､専門的ながん医療の提供等を行 う医療機関の整備を図るととも

に､当該都道府県におけるがん診療の連携協力体制の整備を図るほか､がん患

者に対する相談支援及び情報提供を行 うため､都道府県がん診療連携拠点病院

にあっては､都道府県に1カ所､地域がん診療連携拠点病院にあっては､2次

医療圏 (都道府県がん診療連携拠点病院が整備されている2次医療圏を除く｡)

に1カ所整備するものとする｡ただし､当該都道府県におけるがん診療の質の

向上及びがん診療の連携協力体制の整備がより一層図られることが明確である

場合には､この限りでないものとする｡なお､この場合には､がん対策基本法

(平成 18年法律第98号)第 11条第1項に規定する都道府県がん対策推進

計画との整合性にも留意すること｡

3 独立行政法人国立がん研究センターは† (以下 ｢国立がん研究センター｣と

いう｡)我が国のがん対策の中核的機関として､他のがん診療連携拠点病院-

の診療に関する支援及びがん医療に携わる専門的な知識及び技能を有する医師

､その他の医療従事者の育成や情報発信等の役割を担うとともに､我が国全体の

がん医療の向上を牽引していくこととし､国立がん研究センターの中央病院及

び東病院について､第三者によって構成される検討会の意見を踏まえ､厚生労

働大臣が適当と認める場合に､がん診療連携拠点病院として指定するものとす

る｡

4 厚生労働大臣が指定するがん診療連携拠点病院については､院内の見やすい

場所にがん診療連携拠点病院である旨の掲示をする等､がん患者に対し必要な

情報提供を行 うこととする｡

5 厚生労働大臣は､がん診療連携拠点病院が指定要件を欠くに至ったと認める

ときは､その指定を取り消すことができるものとする｡
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Ⅱ 地域がん診療連携拠点病院の指定要件について

1 診療体制

(1)診療機能

① 集学的治療の提供体制及び標準的治療等の提供

ア 我が国に多いがん (肺がん､胃がん､肝がん､大腸がん及び乳がんを

いう｡以下同じ｡)及びその他各医療機関が専門とするがんについて､

手術､放射線療法及び化学療法を効果的に組み合わせた集学的治療及び

緩和ケア (以下 ｢集学的治療等｣という｡)を提供する体制を有すると

ともに､各学会の診療ガイ ドラインに準ずる標準的治療 (以下 ｢標準的

治療｣とい う｡)等がん患者の状態に応 じた適切な治療を提供すること｡

イ 我が国に多いがんについて､クリティカルパス (検査及び治療等を含

めた詳細な診療計画表をいうO)を整備することO

ウ がん患者の病態に応じたより適切ながん医療を提供できるよう､キャ

ンサーボー ド (手術､放射線療法及び化学療法に携わる専門的な知識及

び技能を有する医師その他の専門を異にする医師等によるがん患者の症

状､状態及び治療方針等を意見交換 ･共有 ･検討 ･確認等するためのカ

ンファレンスをいうO以下同じ.)を設置し､定期的に開催すること｡

② 化学療法の提供体制 ＼

ア 急変時等の緊急時に (3)の②のイに規定する外来化学療法室におい

て化学療法を提供する当該がん患者が入院できる体制を確保すること｡

イ 化学療陰のレジメン (治療内容をいうD)を審査し､組織的に管理す

る委員会を設置すること｡なお､当該委員会は､必要に応じて､キャン

サーボー ドと連携協力すること｡

③ 緩和ケアの提供体制

ア (2)の①のクに規定する医師及び (2)の②のりに規定する看護師

等を構成員とする緩和ケアチームを整備 し､当該緩和ケアチームを組織

上明確に位置付けるとともに､がん患者に対し適切な緩和ケアを提供す

ること｡.

イ 外来において専門的な緩和ケアを提供できる体制を整備すること｡

ウ アに規定する緩和ケアチーム並びに必要に応じて主治医及び看護師等

が参加する症状緩和に係るカンファレンスを週 1回程度開催すること｡

エ 院内の見やすい場所にアに規定する緩和ケアチームによる診察が受け

られる旨の掲示をするなど､がん患者に対し必要な情報提供を行 うこと｡

オ かかりつけ医の協力 ･連携を得て､主治医及び看護師がアに規定する

緩和ケアチームと共に､退院後の居宅における緩和ケアに関する療養上

必要な説明及び指導を行 うこと｡

カ 緩和ケアに関する要請及び相談に関する受付窓口を設けるなど､地域

の医療機関及び在宅療養支援診療所等との連携協力体制を整備すること｡
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④ 病病連携 ･病診連携の協力体制

ア 地域の医療機関から紹介されたがん患者の受入れを行うこと｡また､

がん患者の状態に応じ､地域の医療機関-がん患者の紹介を行うこと｡

イ 病理診断又は画像診断に関する依頼､手術､放射線療法又は化学療法

に関する相談など､地域の医療機関の医師と相互に診断及び治療に関す

る連携協力体制を整備すること｡

ウ 我が国に多いがんについて､地域連携クリティカルパス (がん診療連

携拠点病院と地域の医療機関等が作成する診療役割分担表､共同診療計

画表及び患者用診療計画表から構成されるがん患者に対する診療の全体

像を体系化した表をいう｡以下同じ｡)を整備すること｡

エ クに規定する地域連携クリティカルパスを活用するなど､地域の医療

機関等と協力し､必要に応じて､退院時に当該がん患者に関する共同

の診療計画の作成等を行うこと｡

I ⑤ セカンドオピニオンの提示体制

我が国に多いがんについて､手術､放射線療法又は化学療法に携わる専

門的な知識及び技能を有する医師によるセカン下オピニオン (診断及び治

療法について､主治医以外の第三者の医師が提示する医療上の意見をいうo

以下同じ｡)を提示する体制を有することo

(2)診療従事者

① 専門的な知識及び技能を有する医師の配置

ア 専任 (当該療法の実施を専ら担当していることをいう｡この場合にお

いて､ ｢専ら担当している｣とは､担当者となっていればよいものとし､

その他診療を兼任していても差し支えないものとする｡ただし､その就

業時間の少なくとも5割以上､当該療法に従事している必要があるもの

とする｡以下同じ｡)の放射線療法に携わる専門的な知識及び技能を有

する医師を1人以上配置すること｡なお､当該医師については､原則と

して常勤であること.また､専従 (当該療法の実施日において､当該療

法に専ら従事していることをいう｡この場合において､ ｢専ら従事して

いる｣とは､その就業時間の少なくとも8割以上､当該療法に従事して

いることをいうO以下同じO)であることが望ましいo

イ 専任の化学療法に換わる専門的な知識及び技能を有する医師を1人以

上配置すること｡なお､当該医師については､原則として常勤であるこ

と｡また､専従であることが望ましい｡

ウ (1)の③のアに規定する緩和ケアチームに､専任の身体症状の緩和

に携わる専門的な知識及び技能を有する医師を1人以上配置すること｡

なお､当該医師については､原則として常勤であること｡また､専従で

あることが望ましい｡

(1)の③のアに規定する緩和ケアチームに､精神症状の緩和に携わ
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る専門的な知識及び技能を有する医師を1人以上配置することoなお､

当該医師については､専任であることが望ましい｡また､常勤であるこ

とが望ましい｡

エ 専従の病理診断に携わる医師を1人以上配置すること｡なお､当該医

師については､原則として常勤であること｡

② 専門的な知識及び技能を有するコメディカルスタッフの配置

ア 専従の放射線治療に携わる常勤の診療放射線技師を1人以上配置する

こと｡

専任の放射線治療における機器の精度管理､照射計画の検証､照射計

画補助作業等に携わる常勤の技術者等を1人以上配置すること｡

イ 専任の化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する常勤の薬剤師

､を1人以上配置すること｡

(3)の②のイに規定する外来化学療法室に､専任の化学療法に携わる

専門的な知識及び技能を有する常勤の看護師を1人以上配置すること｡

なお､当該看護師については､専従であることが望ましい｡

ウ (1)の③のアに規定する緩和ケアチームに､専従の緩和ケアに携わ

る専門的な知識及び技能を有する常勤の看護師を1人以上配置すること｡

(1)の③のアに規定する緩和ケアチームに協力する薬剤師及び医療

心理に携わる者をそれぞれ1人以上配置することが望ましいo

エ 細胞診断に係る業務に携わる者を1人以上配置することが望ましい｡

③ その他

ア がん患者の状態に応じたより適切ながん医療を提供できるよう､各診

療科の医師における情報交換 ･連携を恒常的に推進する観点から､各診

療科を包含する居室等を設置することが望ましい｡

イ 地域がん診療連携拠点病院の長は､当該拠点病院においてがん医療に

･携わる専門的な知識及び技能を有する医師の専門性及び活動実績等を定

期的に評価し､当該医師がその専門性を十分に発揮できる体制を整備す

ること｡なお､当該評価に当たっては､手術 ･放射線療法 ･化学療法の

治療件数 (放射線療法 ･化学療法については､入院 ･外来ごとに評価す

ることが望ましい｡)､紹介されたがん患者数その他診療連携の実漬､

論文の発表実績､研修会 ･日常診療等を通じた指導実績､研修会 ･学会

等-の参加実績等を参考とすること｡

(3)医療施設

① 年間入院がん患者数

年間入院がん患者数 (1年間に入院したがん患者の延べ人数をいう｡)

が1200人以上であることが望ましいo

② 専門的ながん医療を提供するための治療機器及び治療室等の設置

ア 放射線治療に関する機器を設置することDただし､当該機器は､リニ
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アックなど､体外照射を行 うための機器であることo

イ 外来化学療法室を設置することo

ウ 集中治療室を設置することが望ましい｡

エ 白血病を専門とする分野に掲げる場合は､無菌病室を設置すること｡

オ がん患者及びその家族が心の悩みや体験等を語り合 うための場を設け

ることが望ましい｡

③ 敷地内禁煙等

敷地内禁煙の実施毎のたばこ対策に積極的に取り組むこと｡

2 研修の実施体制

(1)原則として､別途定める ｢プログラム｣に準拠した当該2次医療圏におい

てがん医療に携わる医師を対象とした緩和ケアに関する研修を毎年定期的に

実施することD

(2) (1)のほか､原則として､当該 2次医療圏においてがん医療に携わる医

師等を対象とした早期診断､副作用対応を含めた放射線療法 ･化学療法の推

進及び緩和ケア等に関する研修を実施することoなお､当該研修については､

実地での研修を行 うなど､その内容を工夫するように努めること｡

(3)診療連携を行っている地域の医療機関等の医療従事者も参加する合同のカ

ンファレンスを毎年定期的に開催すること0

3 情報の収集提供体制

(1)相談支援センター

①及び②に掲げる相談支援を行 う機能を有する部門 (以下 ｢相談支援セン

ター｣とい うD-なお､相談支援センター以外の名称を用いても差し支えない

が､その場合には､がん医療に関する相談支援を行 うことが分かる名称を用

いることが望茸しい｡)を設置し､当該部門において､アからキまでに掲げ

る業務を行 うこと｡なお､院内の見やすい場所に相談支援センターによる相

談支援を受けられる旨の掲示をするなど､相談支援センターについて積極的

に広報すること｡

① 国立がん研究センターによる研修を修了した専従及び専任の相談支援に

携わる者をそれぞれ 1人以上配置すること｡

② 院内及び地域の医療従事者の協力を得て､院内外のがん患者及びその家

族並びに地域の住民及び医療機関等からの相談等に対応する体制を整備す

ること｡また､相談支援に関し十分な経験を有するがん患者団体との連携

協力体制の構築に積極的に取 り組むこと｡

<相談支援センターの業務>

ア がんの病態､標準的治療法等がん診療及びがんの予防 ･早期発見等に

関する一般的な情報の提供

イ 診療機能､入院 ･外来の待ち時間及び医療従事者の専門とする分野 ･
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経歴など､地域の医療機関及び医療従事者に関する情報の収集､提供

ウ セカンドオピニオンの提示が可能な医師の紹介

エ がん患者の療養上の相談

オ 地域の医療機関及び医療従事者等におけるがん医療の連携協力体制の

事例に関する情報の収集､提供

力 アスベス トによる肺がん及び中皮腫に関する医療相談

キ HTLV-1関連疾患であるATLに関する医療相談

ク その他相談支援に関すること

(2)院内がん登録

'① 健康局総務課長が定める ｢標準登録様式｣に基づく院内がん登録を実施

すること｡

② 国立がん研究センターによる研修を受講した専任の院内がん登録の実務

を担 う者を1人以上配置すること｡

③ 毎年､院内がん登録の集計結果等を国立がん研究センターのがん対策情

報センターに情報提供することo

④ 院内がん登録を活用することにより､当該都道府県が行 う地域がん登録

事業に積極的に協力すること.

(3)その他

① 我が国に多いがん以外のカきんについて､集学的治療等を提供する体制を

有し､及び標準的治療等を提供している場合は､そのがんの種類等を広報

すること｡

② 臨床研究等を行っている場合は､次に掲げる事項を実施すること｡

ア 進行中の臨床研究 (治験を除く｡以下同じ｡)の概要及び過去の臨床

研究の成果を広報すること｡

イ 参加中の治験について､その対象であるがんの種類及び薬剤名等を広

報することが望ましい｡

Ⅲ 特定機能病院を地域がん診療連携拠点病院として指定する場合の指定要件に

ついて

医療法第4条の2 (昭和23年法律第205号)に基づく特定機能病院を地域

がん診療連携拠点病院として指定する場合には､Ⅱの地域がん診療連携拠点病院

の指定要件に加え､次の要件を満たすこと｡

1 組織上明確に位置付けられた複数種類のがんに対し放射線療法を行 う機能

を有する部門 (以下 ｢放射線療法部門｣という｡)及び組織上明確に位置付

けられた複数種類のがんに対し化学療法を行う機能を有する部門 (以下 ｢化

学療法部門｣というo)をそれぞれ設置し､当該部門の長として､専任の放

射線療法又は化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する常勤の医師を
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それぞれ配置することOなお､当該医師については､専従であることが望ま

しい0

2 当該都道府県におけるがん診療連携拠点病院等の医師等に対し､高度のが

ん医療に関する研修を実施することが望ましい｡

3 他のがん診療連携拠点病院-診療支援を行う医師の派遣に積極的に取り組

むこと｡

ⅠⅤ 都道府県がん診療連携拠点病院の指定要件について

都道府県がん診療連携拠点病院は､当該都道府県におけるがん診療の質の向上

及びがん診療の連携協力体制の構築に関し中心的な役割を担い､Ⅱの地域がん診

療連携拠点病院の指定要件に加え､次の要件を満たすこと｡ただし､特定機能病

院を都道府県がん診療連携拠点病院として指定する場合には､Ⅲの特定機能病院

を地域がん診療連携拠点病院として指定する場合の指定要件に加え､次の要件

(1を除く｡)を満たすこと｡

1 放射線療法部門及び化学療法部門をそれぞれ設置し､当該部門の長として､

専任の放射線療法又は化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する常勤

の医師をそれぞれ配置することOなお､当該医師については､専従であるこ

とが望ましい｡

2 当該都道府県においてがん医療に携わる専門的な知識及び技能を有する医

師 ･薬剤師 -看護師等を対象とした研修を実施することD

3 地域がん診療連携拠点病院等に対し､情報曙供､症例相談及び診療支援を

行うこと｡

4 都道府県がん診療連携協議会を設置し､当落協蔑会は､次に掲げる事項を

行うこと..

(1)当該都道府県におけるがん診療の連携協力体制及び相談支援の捷供体刺

その他のがん医療に関する情報交換を行うこと｡

(2)当該都道府県内の院内がん登録のデータの分析､評価等を行うこと｡

(3)がんの種類ごとに､当該都道府県において壱ヵンドオピニオンを提示す

る体制を有するがん診療連携拠点病院を含む医療機関の一覧を作成 ･共有

し､広報すること｡

(4)当該都道府県におけるがん診療連携拠点病院-の診療支援を行 う医師の

派遣に係る調整を行うこと｡

(5)当該都道府県におけるがん診療連携拠点病院が作成している地域連携

クリティカルパスの一覧を作成 ･共有することo また､我が国に多いがん

以外のがんについて､地域連携クリティカルパスを整備することが望まし

い｡

(6)Ⅱの 2の (1)に基づき当該都道府県におけるがん診療連携拠点病院が

実施するがん医療に携わる医師を対象とした緩和ケアに関する研修その

-9-



他各種研修に関する計画を作成すること｡

Ⅴ 国立がん研究センターの中央病院及び東病院の指定要件について

国立がん研究センターの中央病院及び東病院は､Ⅲの特定機能病院を地域がん

診療連携拠点病院として指定する場合の指定要件を満たすこと｡

Ⅵ 指定 ･指定の更新の推薦手続き等､指針の見直し及び施行期日について

1 指定の推薦手続等について

(1)都道府県は､Ⅰの1に基づく指定の推薦に当たっては､指定要件を満

たしていることを確認の上､推薦意見書を添付し､毎年 10月末までに､

別途定める ｢新規指定推薦書｣を厚生労働大臣に提出すること｡また､地

域がん診療連携拠点病院を都道府県がん診療連携拠点病院として指定の推

薦をし直す場合又は都道府県がん診療連携拠点病院を地域がん診療連携拠

点病院として指定の推薦をし直す場合も､同様とすることo

(2)がん診療連携拠点病院 (国立がん研究センターの中央病院及び東病院

を除く｡)は､都道府県を経由し､毎年 10月未までに､別途定める ｢現

況報告書｣を厚生労働大臣に提出すること｡

(3)国立がん研究センターの中央病院及び東病院は､毎年 10月末まで

に､別途定める ｢現況報告書｣を厚生労働大臣に提出すること｡

2 指定の更新の推薦手続等について

(1) Ⅰの1及び4の指定は､4年ごとにその更新を受けなければ､その期間

の経過によって､その効力を失う｡

(2) (1)の更新の推薦があった場合において､ (1)の期間 (以下 ｢指定

の有効期間｣というo)の満了の日までにその推薦に対する緒定の更新が

されないときは､従前の指定は､指定の有効期間の満了後もその指定の更

新がされるまでの間は､なおその効力を有する (Ⅰの1に規定する第三者

によって構成される検討会の意見を踏まえ､指定の更新がされないときを

除く｡)0

(3) (2)の場合において､指定の更新がされたときは､その指定の有効期

間は､従前の指定の有効期間の満了の日の翌日から起算するものとするO

(4)都道府県は､ (1)の更新の推薦に当たちては､指定要件を満たして

いることを確認の上､推薦意見書を添付し､指定の有効期間の満了する日

の前年の10月末までに､別途定める ｢指定更新推薦書｣を厚生労働大臣

に提出すること｡

(5)Ⅰの1から3及びⅡからⅤまでの規定は､ (1)の指定の更新について

準用する｡

3 指針の見直しについて

健康局長は､がん対策基本法第9条第8項において準用する同条第3項の規
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定によりがん対策推進基本計画が変更された場合その他の必要があると認める

場合には､この指針を見直すことができるものとする｡

4 施行期日

この指針は､平成20年4月 1日から施行する｡ただし､Ⅱの3の (1)の

①及びⅡの3の (2)の②については､平成22年4月1日から施行する｡ま

た､Ⅱの1の (1)の④のクについては､平成24年4月 1日から施行する｡
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がん診療･連携拠点病院の整備に関する指針

(定義の抜粋)

1我が国に多いがん
肺がん､胃がん､肝がん､大腸がん及び乳がんをいう｡

2 クリティカルパス
検査及び治療等を含めた詳細な診療計画表をいう｡ (クリニカルパスと同じd )

3 キャンサーボー ド
手術､放射線療法及び化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する医師そ

の他の専門を異にする医師等によるがん患者の症状､状態及び治療方針等を意見

交換 ･共有 ･検討 ･確認等するためのカンファレンスをいう｡

l4 レジメンL
治療内容をいう｡

5 地域連携クリティカルパス
がん診療連携拠点病院と地域の医療機関等が作成する診療役割分担表､共同診

療計画表及び患者用診療計画表から構成 されるがん患者に対する診療の全体像を

体系化した表をいう｡ (地域連携クリニカルパスと同じ｡)

6セカンドオピニオン
診断及び治療法について､主治医以外の第三者の医師が提示する医療上の意見

をいう｡

匡∃頑
当該療法の実施を専ら担当していることをいう｡この場合において､ ｢専ら担

当している｣とは､担当者となっていればよいものとし､その他診療を兼任して

いても差し支えないものとする｡ただし､その就業時間の少なくとも5割以上､

当該療法に従事している必要があるものとする｡
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匡::亘司
当該療法の実施日において､当該療法に専ら従事していることをいう｡この場

合において､ ｢専ら従事している｣とは､その就業時間の少なくとも8割以上､

当該療法に従事していることをいう｡

9年間入院がん患者数
1年間に入院したがん患者の延べ人数をいう｡

10 放射線療法部門

組織上明確に位置付けられた複数種類のがんに対し放射線療法を行 う機能を有

する部門をいう｡

11化学療法部門
組織上明確に位置付けられた複数種類のがんに対し化学療法を行う機能を有す

る部門をいう｡
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